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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　熱成形多層反射偏光子であって、前記熱成形多層反射偏光子の頂点を通過する光軸に対
して実質的に回転対称であり、互いに直交する第１の軸及び第２の軸であって、共に前記
光軸に直交する第１の軸及び第２の軸に沿って凸状であり、
　交互配置された複数のポリマー層を備え、
　前記頂点から離れた少なくとも１つの第１の場所で、実質的に光学的一軸性である少な
くとも１つの内部層であって、前記頂点から離れた、前記少なくとも１つの層上の少なく
とも１つの第２の場所で、実質的に光学的二軸性である少なくとも１つの内部層と、
　前記光軸からの半径方向距離ｒ１、及び、前記頂点における平面であって、前記光軸に
対して垂直な平面からの変位ｓ１を有し、ｓ１／ｒ１が、少なくとも０．２である前記反
射偏光子上の少なくとも１つの第１の場所と、を有する、熱成形多層反射偏光子。
【請求項２】
　前記光軸からの半径方向位置がｒ１以下、かつ、前記頂点からの、前記光軸に沿った距
離がｓ１以下である前記反射偏光子の領域に関して、前記反射偏光子の透過軸の最大変動
が、約２度未満である、請求項１に記載の熱成形多層反射偏光子。
【請求項３】
　前記反射偏光子が、前記光軸からの半径方向距離ｒ２、及び、前記平面からの変位ｓ２
を有し、ｓ２／ｒ２が、少なくとも０．３である、第２の場所を有する、請求項１に記載
の熱成形多層反射偏光子。
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【請求項４】
　ｓ１／ｒ１の方位変動が、２パーセント未満である、請求項１に記載の熱成形多層反射
偏光子。
【請求項５】
　熱成形多層反射偏光子であって、前記熱成形多層反射偏光子の頂点を通過する光軸に対
して実質的に回転対称であり、互いに直交する第１の軸及び第２の軸であって、共に前記
光軸に直交する第１の軸及び第２の軸に沿って凸状であり、
　交互配置された複数のポリマー層を備え、
　前記光軸からの半径方向距離ｒ１、及び、前記頂点における平面であって、前記光軸に
対して垂直な平面からの変位ｓ１を有し、ｓ１／ｒ１が、少なくとも０．２であり、ｓ１
／ｒ１の方位変動が１パーセント未満である、前記反射偏光子上の少なくとも１つの第１
の場所を有し、
　前記光軸からの半径方向位置がｒ１以下、かつ、前記頂点からの、前記光軸に沿った距
離がｓ１以下である前記反射偏光子の領域に関して、前記反射偏光子の透過軸の最大変動
が、約２度未満であり、
　少なくとも１つの層を備え、前記少なくとも１つの層は、前記反射偏光子の光軸から離
れた、前記少なくとも１つの層上の少なくとも１つの第１の場所で、実質的に光学的二軸
性であり、前記光軸から離れた少なくとも１つの第２の場所で、実質的に光学的一軸性で
ある、熱成形多層反射偏光子。
【請求項６】
　前記反射偏光子が、前記光軸からの半径方向距離ｒ２、及び、前記平面からの変位ｓ２
を有し、ｓ２／ｒ２が、少なくとも０．３である、第２の場所を有する、請求項５に記載
の熱成形多層反射偏光子。
【請求項７】
　２つの直交方向に対して湾曲している表面を有し、前記表面上に配設された請求項１～
６のいずれか一項に記載の熱成形多層反射偏光子を備える、レンズ。
【発明の詳細な説明】
【背景技術】
【０００１】
　ディスプレイシステムは、ビームスプリッタ、四分の一波長位相子、及び反射偏光子を
含み得る。
【０００２】
　米国特許第７，２４２，５２５号（Ｄｉｋｅ）は、空間内に実像を投影し、その実像の
視認性を向上させる、光路に沿って配置された１つ以上の特徴部を含む、光学システムを
説明している。この光学システムは、実像を形成するように、光源光の一部分を収束させ
るための、収束要素を含む。
【０００３】
　米国特許第６，２７１，９６９号（Ｍｅｒｔｚ）は、ディスプレイからの光を結像する
ための、光コリメーティングアセンブリを説明している。この光学アセンブリは、互いに
直交する偏光方向を有する、第１の直線偏光フィルタ及び第２の直線偏光フィルタを含む
。第１のビームスプリッタ、第１の１／４波長板、及び第２のビームスプリッタを含む、
折り返し型結像アセンブリが、それらの偏光フィルタの間に配置される。
【０００４】
　米国特許第８，７８０，０３９号（Ｇａｙら）は、ディスプレイ装置によって表示され
る画像が知覚される表面の、形状を変化させるための、光学システムを説明している。こ
の光学システムは、離隔配置された、第１の部分反射体及び第２の部分反射体を備え、そ
れらの少なくとも一方は、第１の非平坦形状と、平坦又は非平坦とすることが可能な第２
の異なる形状との間で、切り替え可能である。これらの反射体は、偏光光学素子と共に、
ディスプレイからの光が、少なくとも、第１の反射体によって部分的に透過され、第２の
反射体によって部分的に反射され、第１の反射体によって部分的に反射され、第２の反射
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体によって部分的に透過されるような、光路を提供する。
【０００５】
　反射偏光子は、多層光学フィルムとすることができる。米国特許第６，９１６，４４０
号（Ｊａｃｋｓｏｎら）は、多層光学フィルムを、一軸方式で延伸させるためのプロセス
を説明している。米国特許第６，７８８，４６３号（Ｍｅｒｒｉｌｌら）は、二次成形多
層光学フィルムを説明している。
【発明の概要】
【０００６】
　本説明の一部の態様では、像面と、絞り面と、それら像面と絞り面との間に配設された
第１の光学積層体と、その第１の光学積層体と絞り面との間に配設された第２の光学積層
体とを含む、光学システムが提供される。第１の光学積層体は、直交する第１の軸及び第
２の軸に沿って像面に向けて凸状であり、第１の光学レンズと、所望の複数の波長で、少
なくとも３０％の平均光反射率を有する、部分反射体とを含む。第２の光学積層体は、第
１の軸及び第２の軸に沿って像面に向けて凸状であり、第２の光学レンズと、第１の偏光
状態を有する光を実質的に透過し、直交する第２の偏光状態を有する光を実質的に反射す
る、多層反射偏光子と、その反射偏光子と第１の光学積層体との間に配設された第１の四
分の一波長位相子とを含む。
【０００７】
　本説明の一部の態様では、像面と、絞り面と、それら像面と絞り面との間に配設された
第１の光学積層体と、その第１の光学積層体と絞り面との間に配設された第２の光学積層
体とを含む、光学システムが提供される。第１の光学積層体は、第１の光学レンズと、所
望の複数の波長で、少なくとも３０％の平均光反射率を有する、部分反射体とを含む。第
２の光学積層体は、第２の光学レンズと、少なくとも１つの層を含む多層反射偏光子であ
って、少なくとも１つの層は、第２の光学積層体の光軸から離れた、その少なくとも１つ
の層上の少なくとも１つの第１の場所で、実質的に光学的二軸性であり、光軸から離れた
少なくとも１つの第２の場所で、実質的に光学的一軸性である、多層反射偏光子と、その
反射偏光子と第１の光学積層体との間に配設された第１の四分の一波長位相子とを含む。
像面及び絞り面を通過する、実質的にいずれの主光線も、約３０度未満の入射角で、第１
の光学積層体及び第２の光学積層体のそれぞれに入射する。
【０００８】
　本説明の一部の態様では、歪みのない像を放出する画像源と、射出瞳と、部分反射体と
、反射偏光子とを含む、光学システムが提供される。部分反射体は、直交する第１の軸及
び第２の軸に沿って画像源に向けて凸状の第１の形状を有し、既定の複数の波長で、少な
くとも３０％の平均光反射率を有する。反射偏光子は、第１の軸及び第２の軸に沿って画
像源に向けて凸状の異なる第２の形状を有し、これにより、射出瞳によって透過される、
放出された歪みのない像の歪みは、約１０％未満となる。
【０００９】
　本説明の一部の態様では、画像源と、射出瞳と、それら画像源と射出瞳との間に配設さ
れた第１の光学積層体と、その第１の光学積層体と射出瞳との間に配設された第２の光学
積層体とを含む、光学システムが提供される。第１の光学積層体は、第１の光学レンズと
、所望の複数の波長で、少なくとも３０％の平均光反射率を有する、部分反射体とを含む
。第２の光学積層体は、第２の光学レンズと、多層反射偏光子と、その反射偏光子と第１
の光学積層体との間に配設された第１の四分の一波長位相子とを含む。所望の複数の波長
で、少なくとも１５０ｎｍ離れた少なくとも第１の波長及び第２の波長を有し、画像源に
よって放出され、射出瞳によって透過される、実質的にいずれの主光線も、その射出瞳で
の視野の１．５％未満の、射出瞳での色分離距離を有する。
【００１０】
　本説明の一部の態様では、画像源と、射出瞳と、それら画像源と射出瞳との間に配設さ
れた第１の光学積層体と、その第１の光学積層体と射出瞳との間に配設された第２の光学
積層体とを含む、光学システムが提供される。第１の光学積層体は、第１の光学レンズと
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、所望の複数の波長で、少なくとも３０％の平均光反射率を有する、部分反射体とを含む
。第２の光学積層体は、第２の光学レンズと、多層反射偏光子と、その反射偏光子と第１
の光学積層体との間に配設された第１の四分の一波長位相子とを含む。所望の複数の波長
で、少なくとも１５０ｎｍ離れた少なくとも第１の波長及び第２の波長を有し、画像源に
よって放出され、射出瞳によって透過される、実質的にいずれの主光線も、２０分角未満
の、射出瞳での色分離距離を有する。
【００１１】
　本説明の一部の態様では、最大横寸法Ａを有する像面と、最大横寸法Ｂを有する絞り面
と、それら像面と絞り面との間に配設された一体型光学積層体とを含む、光学システムが
提供される。Ａ／Ｂは、少なくとも３である。この一体型光学積層体は、第１の光学レン
ズと、既定の複数の波長で、少なくとも３０％の平均光反射率を有する、部分反射体と、
第１の偏光状態を有する光を実質的に透過し、直交する第２の偏光状態を有する光を実質
的に反射する、多層反射偏光子と、既定の複数の波長内の少なくとも１つの波長での、第
１の四分の一波長位相子とを含む。絞り面及び像面を通って透過される、少なくとも１つ
の主光線は、少なくとも４０度の入射角で、絞り面を通過する。一体型光学積層体とは、
例えば、その光学積層体内の様々な構成要素及び層が、一体に形成されるか若しくは一体
に接着される、光学積層体として説明することができる。
【００１２】
　本説明の一部の態様では、像面と、実質的に平面状の絞り面と、それら像面と絞り面と
の間に配設された、第１の光学レンズ、第２の光学レンズ、及び第３の光学レンズと、既
定の複数の波長で、少なくとも３０％の平均光反射率を有する、部分反射体と、第１の偏
光状態を有する光を実質的に透過し、直交する第２の偏光状態を有する光を実質的に反射
する、多層反射偏光子と、既定の複数の波長内の少なくとも１つの波長での、第１の四分
の一波長位相子とを含む、光学システムが提供される。この光学システムは、像面と絞り
面との間に配設された、複数の主表面を含み、各主表面は、直交する第１の軸及び第２の
軸に沿って像面に向けて凸状であり、少なくとも６つの異なる主表面が、６つの異なる凸
面を有する。
【００１３】
　本説明の一部の態様では、熱成形多層反射偏光子が提供され、この熱成形多層反射偏光
子は、その熱成形多層反射偏光子の頂点を通過する光軸に対して実質的に回転対称であり
、その光軸に直交する、直交する第１の軸及び第２の軸に沿って凸状である。この熱成形
多層反射偏光子は、頂点から離れた少なくとも１つの第１の場所で、実質的に光学的一軸
性である、少なくとも１つの内部層を有し、この反射偏光子上の少なくとも１つの第１の
場所は、光軸からの半径方向距離ｒ１、及び、頂点で光軸に対して垂直な平面からの変位
ｓ１を有し、ｓ１／ｒ１は、少なくとも０．２である。
【００１４】
　本説明の一部の態様では、熱成形多層反射偏光子が提供され、この熱成形多層反射偏光
子は、その熱成形多層反射偏光子の頂点を通過する光軸に対して実質的に回転対称であり
、その光軸に直交する、直交する第１の軸及び第２の軸に沿って凸状である。この熱成形
多層反射偏光子は、光軸からの半径方向距離ｒ１、及び、頂点で光軸に対して垂直な平面
からの変位ｓ１を有し、ｓ１／ｒ１が、少なくとも０．２である、その反射偏光子上の少
なくとも１つの第１の場所を有する。ｓ１及びｒ１によって画定される、この反射偏光子
の領域に関して、その反射偏光子の透過軸の最大変動は、約２度未満である。
【００１５】
　本説明の一部の態様では、光学積層体の作製方法が提供される。この方法は、工具軸を
中心とし、その工具軸に対して回転非対称の外表面を有する、熱成形工具を準備するステ
ップと、光学フィルムを加熱することにより、軟化光学フィルムを結果として得るステッ
プと、少なくとも、直交する第１の方向及び第２の方向に沿って、工具軸から離れる方向
で、その軟化フィルムを延伸させながら、この軟化光学フィルムを外表面に適合させるこ
とにより、その適合化フィルムの光軸に対して回転非対称であり、その光軸が工具軸と一
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致している、適合化光学フィルムを結果として得るステップと、その適合化光学フィルム
を冷却することにより、光軸に対して回転対称の、対称性光学フィルムを結果として得る
ステップと、その対称性光学フィルム上に光学レンズを成型することにより、光学積層体
を結果として得るステップと、を含む。
【００１６】
　本説明の一部の態様では、所望の形状を有する、所望の光学積層体の作製方法が提供さ
れる。この方法は、所望の形状とは異なる第１の形状を有する外表面を有する、熱成形工
具を準備するステップと、光学フィルムを加熱することにより、軟化光学フィルムを結果
として得るステップと、少なくとも、直交する第１の方向及び第２の方向に沿って軟化フ
ィルムを延伸させながら、軟化光学フィルムを第１の形状を有する外表面に適合させるこ
とにより、第１の形状を有する適合化光学フィルムを結果として得るステップと、その適
合化光学フィルムを冷却することにより、所望の形状を有する所望の光学フィルムを結果
として得るステップと、を含む。
【００１７】
　本説明の一部の態様では、像面と、絞り面と、それら像面と絞り面との間に配設された
第１の光学積層体と、その第１の光学積層体と射出瞳との間に配設された第２の光学積層
体とを含む、光学システムが提供される。第１の光学積層体は、第１の光学レンズと、所
望の複数の波長で、少なくとも３０％の平均光反射率を有する部分反射体とを含む。第２
の光学積層体は、第２の光学レンズと、その第２の光学積層体の光軸に対して回転対称で
あり、その光軸に直交する、直交する第１の軸及び第２の軸に沿って画像源に向けて凸状
の熱成形多層反射偏光子と、その反射偏光子と第１の光学積層体との間に配設された第１
の四分の一波長位相子とを含む。この熱成形多層反射偏光子は、その熱成形多層反射偏光
子の頂点を通過する光軸からの半径方向距離ｒ１、及び、その頂点で光軸に対して垂直な
平面からの変位ｓ１を有し、ｓ１／ｒ１が、少なくとも０．１である、少なくとも１つの
第１の場所を有する。
【００１８】
　本説明の一部の態様では、光学積層体が提供される。この光学積層体は、第１のレンズ
と、その第１のレンズに隣接する第２のレンズと、それら第１のレンズと第２のレンズと
の間に配設された四分の一波長位相子と、第１のレンズの反対側で第２のレンズ上に配設
された反射偏光子と、第２のレンズの反対側で第１のレンズ上に配設された部分反射体と
を含む。反射偏光子は、２つの直交軸に対して湾曲しており、この光学積層体は、一体型
光学積層体である。
【００１９】
　本説明の一部の態様では、部分反射体と、多層反射偏光子と、それら部分反射体と多層
反射偏光子との間に配設された第１の四分の一波長位相子とを含む、光学システムが提供
される。部分反射体は、所望の複数の波長で、少なくとも３０％の平均光反射率を有する
。多層反射偏光子は、第１の偏光状態を有する光を実質的に透過し、直交する第２の偏光
状態を有する光を実質的に反射する。この多層反射偏光子は、直交する第１の軸及び第２
の軸に沿って凸状であり、その多層反射偏光子の光軸からの半径方向距離ｒ１、及び、そ
の多層反射偏光子の頂点で光軸に対して垂直な平面からの変位ｓ１を有し、ｓ１／ｒ１が
、少なくとも０．１である、その多層反射偏光子上の少なくとも１つの第１の場所を有す
る。この多層反射偏光子は、少なくとも１つの層を備え、その少なくとも１つの層は、光
軸から離れた、その少なくとも１つの層上の少なくとも１つの第１の場所で、実質的に光
学的二軸性であり、光軸から離れた少なくとも１つの第２の場所で、実質的に光学的一軸
性である。
【００２０】
　本説明の一部の態様では、第１の光学積層体と、その第１の光学積層体に隣接して配設
され、直交する第１の軸及び第２の軸に沿って凸状の第２の光学積層体と、それら第２の
光学積層体と第１の光学積層体との間に配設された第１の四分の一波長位相子とを含む、
光学システムが提供される。第１の光学積層体は、第１の光学レンズと、所望の複数の波
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長で、少なくとも３０％の平均光反射率を有する部分反射体とを含む。第２の光学積層体
は、第２の光学レンズと、第１の偏光状態を有する光を実質的に透過し、直交する第２の
偏光状態を有する光を実質的に反射する、多層反射偏光子とを含む。この反射偏光子は、
その第２の光学積層体の光軸からの半径方向距離ｒ１、及び、その多層反射偏光子の頂点
で光軸に対して垂直な平面からの変位ｓ１を有し、ｓ１／ｒ１が、少なくとも０．１であ
る、その多層反射偏光子上の少なくとも１つの第１の場所を含む。この多層反射偏光子は
、少なくとも１つの層を備え、その少なくとも１つの層は、光軸から離れた、その少なく
とも１つの層上の少なくとも１つの第１の場所で、実質的に光学的二軸性であり、光軸か
ら離れた少なくとも１つの第２の場所で、実質的に光学的一軸性である。
【００２１】
　本説明の一部の態様では、第１の光学積層体と、その第１の光学積層体に隣接して配設
され、直交する第１の軸及び第２の軸に沿って凸状の第２の光学積層体と、それら第２の
光学積層体と第１の光学積層体との間に配設された第１の四分の一波長位相子とを含む、
光学システムが提供される。第１の光学積層体は、第１の光学レンズと、所望の複数の波
長で、少なくとも３０％の平均光反射率を有する部分反射体とを含む。第２の光学積層体
は、第２の光学レンズと、第１の偏光状態を有する光を実質的に透過し、直交する第２の
偏光状態を有する光を実質的に反射する、反射偏光子とを含む。この反射偏光子は、その
第２の光学積層体の光軸からの半径方向距離ｒ１、及び、その反射偏光子の頂点で光軸に
対して垂直な平面からの変位ｓ１を有し、ｓ１／ｒ１が、少なくとも０．１である、その
多層反射偏光子上の少なくとも１つの第１の場所を有する。この光学システムは、その光
学システムの視野にわたって、少なくとも５０のコントラスト比を有する。
【００２２】
　本説明の一部の態様では、第１の光学積層体と、その第１の光学積層体に隣接して配設
され、直交する第１の軸及び第２の軸に沿って凸状の第２の光学積層体と、それら第２の
光学積層体と第１の光学積層体との間に配設された第１の四分の一波長位相子とを含む、
光学システムが提供される。第１の光学積層体は、第１の光学レンズと、所望の複数の波
長で、少なくとも３０％の平均光反射率を有する部分反射体とを含む。第２の光学積層体
は、第２の光学レンズと、第１の偏光状態を有する光を実質的に透過し、直交する第２の
偏光状態を有する光を実質的に反射する、反射偏光子とを含む。この反射偏光子上の少な
くとも１つの第１の場所は、その第２の光学積層体の光軸からの半径方向距離ｒ１、及び
、その反射偏光子の頂点で光軸に対して垂直な平面からの変位ｓ１を有し、ｓ１／ｒ１は
、少なくとも０．１である。この光学システムは、調節可能な光屈折補正を実現するよう
に適合されている。
【００２３】
　本説明の一部の態様では、第１の光学システム及び第２の光学システムを含む、ヘッド
マウント式ディスプレイが提供される。第１の光学システムは、第１の像面と、第１の射
出瞳と、それら第１の射出瞳と第１の像面との間に配設された第１の反射偏光子と、その
第１の反射偏光子と第１の部分反射体との間に配設された第１の四分の一波長位相子とを
含む。第１の反射偏光子は、２つの直交軸に対して凸状である。第１の部分反射体は、第
１の反射偏光子と第１の像面との間に配設され、第１の部分反射体は、既定の複数の波長
で、少なくとも３０％の平均光反射率を有する。第２の光学システムは、第２の像面と、
第２の射出瞳と、それら第２の射出瞳と第２の像面との間に配設された第２の反射偏光子
と、その第２の反射偏光子と第２の像面との間に配設された第２の部分反射体と、それら
第２の反射偏光子と第２の部分反射体との間に配設された第２の四分の一波長位相子とを
含む。第２の反射偏光子は、２つの直交軸に対して凸状である。第２の部分反射体は、既
定の複数の波長で、少なくとも３０％の平均光反射率を有する。
【００２４】
　本説明の一部の態様では、開口及び画像記録装置を含む、カメラが提供される。このカ
メラは、開口と画像記録装置との間に配設された反射偏光子を含む。この反射偏光子は、
２つの直交軸に対して湾曲している。既定の複数の波長で、少なくとも３０％の平均光反
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射率を有する部分反射体が、反射偏光子と画像記録装置との間に配設されている。四分の
一波長位相子が、反射偏光子と部分反射体との間に配設されている。
【００２５】
　本説明の一部の態様では、ビームエキスパンダが提供される。このビームエキスパンダ
は、既定の複数の波長で、少なくとも３０％の平均光反射率を有する部分反射体と、その
部分反射体に隣接して配設され、その部分反射体から離隔配置された、反射偏光子と、そ
れら反射偏光子と部分反射体との間に配設された四分の一波長位相子とを含む。反射偏光
子は、２つの直交軸に対して湾曲している。
【００２６】
　本説明の一部の態様では、光源と、その光源からの光を受光して、収束パターン化光を
放出するように配設された画像形成装置と、ビームエキスパンダとを含む、投影システム
が提供される。このビームエキスパンダは、既定の複数の波長で、少なくとも３０％の平
均光反射率を有する部分反射体と、その部分反射体に隣接して配設され、その部分反射体
から離隔配置された、反射偏光子と、それら反射偏光子と部分反射体との間に配設された
四分の一波長位相子とを含む。反射偏光子は、２つの直交軸に対して湾曲している。この
ビームエキスパンダは、画像形成装置からの収束パターン化光が部分反射体に入射して、
そのビームエキスパンダが発散パターン化光を透過するように配設されている。
【００２７】
　本説明の一部の態様では、ビームエキスパンダと、偏光ビームスプリッタと、光源と、
反射構成要素とを含む、照明器が提供される。ビームエキスパンダは、２つの直交方向に
対して湾曲している反射偏光子を含む。
【００２８】
　偏光ビームスプリッタは、入力面、出力面、及び第１の斜辺を有する、第１のプリズム
と、第１面及び第２の斜辺を有し、この第２の斜辺が、第１の斜辺に隣接して配設されて
いる、第２のプリズムと、第１の斜辺と第２の斜辺との間に配設された第２の反射偏光子
とを含む。光源は、入力面に隣接して配設され、その入力面上に、入力アクティブ領域を
画定する。反射構成要素は、光源から放出された光を受光し、収束光を放出するために、
第１面に隣接して配設されている。この反射構成要素は、出力面上に出力アクティブ領域
を画定する、最大アクティブ領域を有する。ビームエキスパンダは、収束光を受光して、
発散光を透過するように配設されている。入力アクティブ領域及び出力アクティブ領域の
一方若しくは双方は、反射構成要素の最大アクティブ領域の、約半分未満である。
【００２９】
　本説明の一部の態様では、光学システムを含む拡大装置が提供される。この光学システ
ムは、射出瞳と、その射出瞳に近位の、２つの直交軸に対して湾曲している反射偏光子と
、射出瞳の反対側で反射偏光子に隣接して配設され、その反射偏光子から離隔配置された
、部分反射体とを含む。部分反射体は、既定の複数の波長で、少なくとも３０％の平均光
反射率を有する。四分の一波長位相子が、反射偏光子と部分反射体との間に配設されてい
る。
【図面の簡単な説明】
【００３０】
【図１】光学システムの概略断面図である。
【図２】光学システムの概略断面図である。
【図３Ａ】光学積層体の一部分の断面図である。
【図３Ｂ】光学積層体の一部分の断面図である。
【図３Ｃ】光学積層体の一部分の断面図である。
【図４Ａ】光学積層体の一部分の断面図である。
【図４Ｂ】光学積層体の一部分の断面図である。
【図４Ｃ】光学積層体の一部分の断面図である。
【図５】光学システムの概略断面図である。
【図６】光学システムの概略断面図である。
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【図７】光学システムの概略断面図である。
【図８】光学システムの概略断面図である。
【図９】光学システムの概略断面図である。
【図１０】反射偏光子の断面図である。
【図１１】反射偏光子の正面図である。
【図１２】反射偏光子の断面図である。
【図１３Ａ】反射偏光子の正面図である。
【図１３Ｂ】図１３Ａの反射偏光子の断面図である。
【図１４】光学システムのコントラスト比と、その光学システムの偏光精度とのプロット
である。
【図１５】所望の形状を有する所望の光学フィルムの作製方法を示す、概略フロー図であ
る。
【図１６】熱成形工具の概略断面図である。
【図１７】ヘッドマウント式ディスプレイの概略上面図である。
【図１８】光学システムの断面図である。
【図１９】光学システムの断面図である。
【図２０】光学システムの断面図である。
【図２１】光学システムの断面図である。
【図２２】光学システムの断面図である。
【図２３】光学システムの断面図である。
【図２４Ａ】１つ以上の光学システムを含む装置の、概略上面図である。
【図２４Ｂ】１つ以上の光学システムを含む装置の、概略上面図である。
【図２４Ｃ】１つ以上の光学システムを含む装置の、概略上面図である。
【図２５】照明器及びビームエキスパンダを含む装置の、概略側面図である。
【図２６】光学積層体の概略断面図である。
【図２７Ａ】ヘッドマウント式ディスプレイの光学システムの側面図である。
【図２７Ｂ】図２７Ａの光学システムの上面図である。
【図２７Ｃ】図２７Ａの光学システムの上面図である。
【図２８Ａ】異なる平面内でのトーリックレンズの断面図である。
【図２８Ｂ】異なる平面内でのトーリックレンズの断面図である。
【発明を実施するための形態】
【００３１】
　以下の説明では、本明細書の一部を構成し、様々な実施形態が実例として示される、添
付図面が参照される。これらの図面は、必ずしも一定の縮尺ではない。本開示の範囲又は
趣旨から逸脱することなく、他の実施形態が想到され、実施可能である点を理解されたい
。それゆえ、以下の「発明を実施するための形態」は、限定的な意味で理解されるべきで
はない。
【００３２】
　本説明によれば、２つの直交軸に対して凸状であり、絞り面（例えば、射出瞳又は入射
瞳）と像面（例えば、ディスプレイパネルの表面、又は画像記録装置の表面）との間に配
設された反射偏光子を含む、光学システムは、例えば、仮想現実ディスプレイなどのヘッ
ドマウント式ディスプレイ、及び携帯電話内に含まれるカメラなどのカメラを含めた様々
な装置で有用な、コンパクトな構成において、高視野、高コントラスト、低色収差、低歪
み、及び／又は高効率を有するシステムをもたらし得ることが見出された。
【００３３】
　この光学システムは、反射偏光子と像面との間に配設された部分反射体を含み得るもの
であり、少なくとも１つの四分の一波長位相子を含み得る。例えば、第１の四分の一波長
位相子を、反射偏光子と部分反射体との間に配設することができ、一部の場合には、第２
の四分の一波長位相子を、部分反射体と像面との間に配設することができる。この光学シ
ステムは、所望の複数の波長又は既定の複数の波長内の、波長を利用するように適合させ
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ることができ、部分反射体は、それら所望の複数の波長又は既定の複数の波長で、少なく
とも３０％の平均光反射率を有し得るものであり、また、それら所望の複数の波長又は既
定の複数の波長で、少なくとも３０％の平均光透過率を有し得る。四分の一波長位相子は
、それら所望の複数の波長又は既定の複数の波長内の、少なくとも１つの波長での、四分
の一波長位相子とすることができる。一部の実施形態では、それら所望の複数の波長又は
既定の複数の波長は、単一の連続的な波長範囲（例えば、４００ｎｍ～７００ｎｍの可視
範囲）とすることができ、又は、複数の連続的な波長範囲とすることもできる。部分反射
体は、ノッチ反射体とすることができ、所望の複数の波長又は既定の複数の波長は、１つ
以上の波長範囲を含み得るものであり、それらの波長範囲うちの少なくとも一部は、１０
０ｎｍ以下又は５０ｎｍ以下の半値全幅の反射帯域を有する。反射偏光子は、ノッチ反射
偏光子とすることができ、部分反射体の反射帯域に合致するか又は実質的に合致する、反
射帯域を有し得る。一部の場合には、この光学システムは、１つ以上のレーザと共に使用
するように適合させることができ、複数の所望の波長又は複数の既定の波長は、そのレー
ザ波長に対する狭帯域（例えば、１０ｎｍの幅）を含み得る。
【００３４】
　反射偏光子、部分反射体、及び／又は四分の一波長位相子はまた、２つの直交軸に対し
て湾曲状のものとすることもできる。一部の実施形態では、反射偏光子、第１の四分の一
波長位相子、及び部分反射体のそれぞれは、２つの直交軸に対して湾曲しており、一部の
実施形態では、これらの層又は構成要素のそれぞれは、像面に向けて凸状である。一部の
実施形態では、絞り面と像面との間には、複数の表面が提供され、反射偏光子、第１の四
分の一波長位相子、及び部分反射体のそれぞれは、それらの表面上のうちの１つに配設さ
れる。これらの層又は構成要素は、それぞれ異なる表面上に配設することができ、又は、
それらの層、構成要素のうちの２つ以上を、単一の表面上に配設することもできる。一部
の実施形態では、１つ、２つ、３つ、又はそれよりも多くのレンズが、絞り面と像面との
間に配設され、複数の表面は、それら１つ以上のレンズの主表面を含み得る。それらのレ
ンズのうちの１つ以上を、反射偏光子と部分反射体との間に位置決めすることができ、そ
れらのレンズのうちの１つ以上を、絞り面と反射偏光子との間に位置決めすることができ
、それらのレンズのうちの１つ以上を、部分反射体と像面との間に位置決めすることがで
きる。
【００３５】
　反射偏光子は、熱成形反射偏光子とすることができ、例えば、熱成形ポリマー多層光学
フィルム反射偏光子とすることができ、又は熱成形ワイヤグリッド偏光子とすることもで
きる。熱成形とは、周囲温度よりも高温で実施される、成形プロセスを指す。反射偏光子
を組み込む従来のディスプレイ設計は、平坦な反射偏光子を使用するか、又は、単一の軸
に対して湾曲している、円柱状の湾曲形状で配設された反射偏光子を使用する。反射偏光
子を円柱形状へと湾曲させることは、その反射偏光子を延伸させるものではなく、それゆ
え、その反射偏光子としての性能を、実質的に変更するものではない。本説明の反射偏光
子は、２つの直交軸に対して湾曲状のものとすることができ、反射偏光子を湾曲形状へと
成形する結果として、延伸される場合がある。本説明によれば、そのような複合湾曲反射
偏光子は、例えば、ディスプレイ用途及びカメラ用途のための光学システム内で使用する
ことができ、それと共に、その反射偏光子が複合湾曲形状へと延伸されている場合であっ
ても、様々な改善された光学特性（例えば、低減された色分離、低減された歪み、改善さ
れた視野、改善されたコントラスト比など）に寄与することが見出された。本明細書の他
の箇所で更に論じられるように、熱成形の前には一軸配向されていたポリマー多層光学フ
ィルムを、熱成形することによって作製された、凸状の反射偏光子は、本説明の光学シス
テム内で使用される場合に、特に有利であることが見出された。一部の実施形態では、こ
の一軸配向多層反射偏光子は、ＡＰＦ（３Ｍ　Ｃｏｍｐａｎｙ（Ｓｔ．Ｐａｕｌ，ＭＮ）
より入手可能な、Ａｄｖａｎｃｅｄ　Ｐｏｌａｒｉｚｉｎｇ　Ｆｉｌｍ）である。一部の
実施形態では、光学システムは、熱成形ＡＰＦを含み、その熱成形ＡＰＦに入射する、光
学システム内でのいずれの主光線、又は実質的にいずれの主光線も、低い（例えば、約３
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０度未満、約２５度未満、又は約２０度未満の）入射角を有する。図１は、像面１３０と
、絞り面１３５と、それら像面１３０と絞り面１３５との間に配設された第１の光学積層
体１１０と、その第１の光学積層体１１０と絞り面１３５との間に配設された第２の光学
積層体１２０とを含む、光学システム１００の概略断面図である。第１の光学積層体１１
０及び第２の光学積層体１２０のそれぞれは、直交する第１の軸及び第２の軸に沿って像
面１３０に向けて凸状である。図１では、ｘｙｚ座標系が設定されている。直交する第１
の軸及び第２の軸は、それぞれ、ｘ軸及びｙ軸とすることができる。像面１３０は、Ａの
最大横寸法を有し、絞り面１３５は、Ｂの最大横寸法を有する。この最大横寸法は、円形
の像面若しくは絞り面に関しては、直径とすることができ、又は、矩形の像面若しくは絞
り面に関しては、対角線の距離とすることができる。一部の実施形態では、Ａ／Ｂは、少
なくとも２、少なくとも３、少なくとも４、又は少なくとも５とすることができる。像面
１３０及び／又は絞り面１３５は、実質的に平面状とすることができ、あるいは湾曲状と
することもできる。
【００３６】
　第１の光学積層体１１０は、反対側の第１主表面１１４及び第２主表面１１６を有する
、第１の光学レンズ１１２を含む。第１主表面１１４及び／又は第２主表面１１６は、そ
れらの上に配設された１つ以上の層若しくはコーティングを有し得る。第１の光学積層体
１１０はまた、本明細書の他の箇所で更に説明されるように（例えば、図２及び図３Ａ～
図３Ｃを参照）、第１主表面１１４又は第２主表面１１６の一方の上に配設された部分反
射体も含む。本説明の光学システム内に含まれる部分反射体のいずれも、所望の複数の波
長又は既定の複数の波長で、少なくとも３０％の平均光反射率を有し得る。それら所望の
複数の波長又は既定の複数の波長は、可視波長範囲（例えば、４００ｎｍ～７００ｎｍ）
、赤外波長範囲、紫外波長範囲、あるいは、可視波長、赤外波長、及び紫外波長の何らか
の組み合わせとすることができる。一部の実施形態では、それら所望の複数の波長又は既
定の複数の波長は、１つの狭い波長範囲、又は複数の狭い波長範囲とすることができ、こ
の部分反射体は、１００ｎｍ以下又は５０ｎｍ以下の半値全幅を有する少なくとも１つの
反射帯域を有する、ノッチ反射体とすることができる。平均光反射率は、それら所望の複
数の波長又は既定の複数の波長にわたる反射率を平均化することによって、判定すること
ができる。同様に、平均光透過率は、それら所望の複数の波長又は既定の複数の波長にわ
たる透過率を平均化することによって、判定することができる。一部の実施形態では、こ
の部分反射体は、それら所望の複数の波長又は既定の複数の波長で、それぞれ３０％～７
０％の範囲の、又はそれぞれ４０％～６０％の範囲の、平均光反射率並びに平均光透過率
を有する。この部分反射体は、例えば、ハーフミラーとすることができる。任意の好適な
部分反射体を使用することができる。例えば、この部分反射体は、透明な基材上に金属（
例えば、銀又はアルミニウム）の薄層をコーティングすることによって、構築することが
できる。この部分反射体はまた、例えば、レンズの表面上に薄膜誘電体コーティングを堆
積させることによって、又は、レンズの表面上に、金属コーティングと誘電体コーティン
グとの組み合わせを堆積させることによって、形成することもできる。一部の実施形態で
は、この部分反射体は、多層ポリマー反射偏光子（例えば、ＡＰＦ又はＤＢＥＦ）とする
ことが可能な、又はワイヤグリッド偏光子とすることが可能な、第２の反射偏光子とする
ことができる。
【００３７】
　第２の光学積層体は、第１主表面１２４及び第２主表面１２６を有する、第２の光学レ
ンズ１２２を含む。第１主表面１２４及び／又は第２主表面１２６は、それらの上に配設
された１つ以上の層若しくはコーティングを有し得る。本明細書の他の箇所で更に説明さ
れるように（例えば、図２及び図４Ａ～図４Ｃを参照）、第２の光学積層体１２０は、反
射偏光子及び第１の四分の一波長位相子を含み得るものであり、それらは、互いの上に（
例えば、反射偏光子フィルムに積層された四分の一波長位相子フィルム（例えば、配向ポ
リマーフィルム）、又は反射偏光子フィルム上の四分の一波長位相子コーティング（例え
ば、液晶ポリマーコーティング））、かつ第１主表面１２４及び第２主表面１２６の一方
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の上に配設されるか、あるいは、反射偏光子が第１主表面１２４上に配設され、第１の四
分の一波長位相子が第２主表面１２６上に配設される。第１の四分の一波長位相子は、例
えば、第２の光学レンズ１２２と共に成型されたフィルムとすることができ、又は、第２
の光学レンズ１２２が形成された後に第２主表面１２６に適用された、コーティングとす
ることもできる。四分の一波長位相子を形成するための好適なコーティングとしては、米
国特許出願公開第２００２／０１８０９１６号（Ｓｃｈａｄｔら）、同第２００３／０２
８０４８号（Ｃｈｅｒｋａｏｕｉら）、及び同第２００５／００７２９５９号（Ｍｏｉａ
ら）で説明される、線状光重合性ポリマー（ＬＰＰ）材料、及び液晶ポリマー（ＬＣＰ）
材料が挙げられる。好適なＬＰＰ材料としては、ＲＯＰ－１３１　ＥＸＰ　３０６　ＬＰ
Ｐが挙げられ、好適なＬＣＰ材料としては、ＲＯＦ－５１８５　ＥＸＰ　４１０　ＬＣＰ
が挙げられ、双方ともＲｏｌｉｃ　Ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｉｅｓ（Ａｌｌｓｃｈｗｉｌ，Ｓ
ｗｉｔｚｅｒｌａｎｄ）より入手可能である。この四分の一波長位相子は、それら所望の
複数の波長又は既定の複数の波長内の、少なくとも１つの波長での、四分の一波長とする
ことができる。
【００３８】
　一部の実施形態では、第２の光学積層体１２０は、第１主表面１２４及び第２主表面１
２６の一方の上に、反射偏光子を含む。光学システム１００は、第１のレンズ１１２と第
２のレンズ１２２との間に配設された第１の四分の一波長位相子を含む。この第１の四分
の一波長位相子は、第２の光学積層体１２２の第２主表面１２６上に配設することができ
（この場合、その第１の四分の一波長位相子は、第２の光学積層体１２０の一部であると
見なすことができ、又は、第１の光学積層体１１０と第２の光学積層体１２０との間に配
設されているものと見なすこともできる）、又は、第１の光学積層体１１０と第２の光学
積層体１２０との間で間隔を置いた、別個の構成要素として含めることもでき、又は、第
１の光学積層体１１０の第１表面１１４上に配設することもできる（この場合、その第１
の四分の一波長位相子は、第１の光学積層体１１０の一部であると見なすことができ、又
は、第１の光学積層体１１０と第２の光学積層体１２０との間に配設されているものと見
なすこともできる）。
【００３９】
　多層反射偏光子は、第１の偏光状態を有する光を実質的に透過し、直交する第２の偏光
状態を有する光を実質的に反射する。第１の偏光状態及び第２の偏光状態は、直線偏光状
態とすることができる。第１の四分の一波長位相子は、反射偏光子と第１の光学積層体１
１０との間に配設されている。
【００４０】
　本説明の光学積層体は、その光学積層体内に含まれる任意のフィルムを熱成形し、次い
で、例えばフィルムインサート成型プロセスを使用して、そのフィルム上にレンズを射出
成型することによって作製することができる。本明細書の他の箇所で更に説明されるよう
に、この反射偏光子フィルムは、異方性の機械的特性を有し得るものであり、この特性に
より、回転対称の金型上で熱成形される場合には、そのフィルムは、冷却後に回転非対称
となり得る。しわ又は他の欠陥をフィルム内に生じさせることなく、回転対称のレンズ上
に、回転非対称のフィルムを射出成型することは、困難な場合がある。フィルムが異方性
の機械的特性を有する場合には、回転非対称の熱成形金型を使用することにより、冷却後
に、回転対称のフィルムを結果的に得ることができる点が見出された。得られた回転対称
フィルム上には、その熱成形フィルムにしわを寄せるか又は損傷を与えることなく、回転
対称のレンズをインサート成型することができる。
【００４１】
　像面１３０は、像が形成される任意の表面とすることができる。一部の実施形態では、
画像源が、像面１３０を備え、絞り面１３５は、射出瞳である。例えば、像面１３０は、
ディスプレイパネルなどの画像形成装置の、出力表面とすることができる。絞り面１３５
は、光学システム１００の射出瞳とすることができ、例えば、観察者の目又はカメラとす
ることが可能な、第２の光学システムの、入射瞳と重なり合うように適合させることがで
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きる。この第２の光学システムの入射瞳は、例えば、観察者の目の入射瞳とすることがで
きる。画像源は、偏光又は非偏光を放出することができる。一部の実施形態では、像面１
３０は、光学システム１００の外部の対象物から反射された光を受光するように適合され
た、開口である。
【００４２】
　光学システム１００は、１つ以上の追加的な位相子を含み得る。例えば、第２の四分の
一波長位相子を、第１の光学積層体１１０内に含めることができ、第１主表面１１４及び
第２主表面１１６の一方の上に配設することができ、又は部分反射体上に配設することも
できる。例えば、像面１３０が、偏光を発生するディスプレイパネルの表面である場合に
、第２の四分の一波長位相子を含むことが望ましい場合がある。このディスプレイパネル
は、直線偏光、円偏光、又は楕円偏光を放出することができる。例えば、このディスプレ
イパネルは、液晶ディスプレイ（ＬＣＤ）パネル、又はシリコン基板上液晶（ＬＣｏＳ）
ディスプレイとすることができ、直線偏光を放出することができる。一部の実施形態では
、第２の四分の一波長位相子が、部分反射体と像面との間に配設され、一部の実施形態で
は、直線偏光子（例えば、直線吸収偏光子、又は第２の反射偏光子）が、その第２の四分
の一波長位相子と像面１３０との間に配設される。一部の実施形態では、このディスプレ
イパネルは、実質的に平坦である。他の実施形態では、曲面ディスプレイパネルが使用さ
れる。例えば、曲面ＯＬＥＤ（有機発光ダイオード）ディスプレイを使用することができ
る。一部の実施形態では、透明又は半透明のディスプレイ（例えば、透明ＯＬＥＤ、ＬＣ
Ｄ、又は電気泳動ディスプレイ）を使用することができる。一部の実施形態では、画像源
が、像面を備え、その場合、画像源は、ディスプレイパネルを含み得るものであり、任意
選択的にシャッタを含み得る。一部の実施形態では、シャッタ（例えば、液晶シャッタ若
しくはＰＤＬＣ（ポリマー分散液晶）シャッタ、又はフォトクロミックシャッタ、又は、
シャッタとして機能することが可能な物理的に除去可能な障壁）を、透明又は半透明のデ
ィスプレイパネルと共に使用することにより、周囲光が、その透明又は半透明のディスプ
レイパネルを通過することを、選択的に許可又は禁止することができる。半透明のディス
プレイパネルは、少なくとも１つの可視波長に関して、少なくとも２５パーセント、又は
少なくとも５０パーセントの、そのディスプレイパネルの少なくとも１つの状態での透過
率を有し得る。一部の実施形態では、画像源は、非可視光で照射されることにより可視画
像を生成することが可能な、蛍光材料を備え得る。
【００４３】
　一部の実施形態では、画像記録装置が、像面１３０を備え、絞り面１３５は、入射瞳で
ある。例えば、カメラ用途では、そのカメラの開口絞りを、光学システム１００に関する
入射瞳とすることができ、像面１３０は、例えば、電荷結合素子（ＣＣＤ）センサ又は相
補型金属酸化膜半導体（ＣＭＯＳ）センサとすることが可能な、そのカメラの画像センサ
の表面とすることができる。
【００４４】
　光学システム１００は、像面１３０を通って透過される中心光線の光路によって画定す
ることが可能な、折り返し光軸１４０を中心とし得る。光軸１４０は、その中心光線の光
路が、第１の光学積層体１１０と第２の光学積層体１２０との間の、その光路の１つの区
画内では、マイナスｚ方向で伝播し、第１の光学積層体１１０と第２の光学積層体１２０
との間の、その光路の別の区画上では、プラスｚ方向で伝播するため、折り返される。
【００４５】
　第１の光学積層体１１０と第２の光学積層体１２０とは、実質的に同じ形状を有し得る
か、又は異なる形状を有し得る。同様に、第１の光学レンズ１１２と第２の光学レンズ１
２２とは、実質的に同じ形状を有し得るか、又は異なる形状を有し得る。反射偏光子、第
１の四分の一波長位相子、部分反射体、第１の光学レンズ１１２の第１主表面１１４及び
第２主表面１１６、並びに第２の光学レンズ１２０の第１主表面１２４及び第２主表面１
２６のうちの任意の１つ以上は、非球面多項サグ式によって記述される形状を有し得る。
これらの様々な表面又は層は、同じ形状を有し得るか、又は異なる形状を有し得るもので
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あり、同じ非球面多項サグ式又は異なる非球面多項サグ式によって説明することができる
。非球面多項サグ式は、次の形を取り得るものであり、
【００４６】
【数１】

　式中、ｃ、ｋ、Ｄ、Ｅ、Ｆ、Ｇ、Ｈ、及びＩは定数であり、ｚは、頂点からの距離（例
えば、図１０での距離ｓ１）であり、ｒは、半径方向距離（例えば、図１０での距離ｒ１
）である。パラメータｋは、円錐定数と称される場合がある。本説明の光学システムのい
ずれも、像面と絞り面との間に配設された反射偏光子、１つ以上の四分の一波長位相子、
部分反射体、及び複数の主表面を含み得る。これらの反射偏光子、１つ以上の四分の一波
長位相子、部分反射体、及び主表面のうちの任意の１つ以上は、非球面多項サグ式によっ
て記述される形状を有し得る。
【００４７】
　第１の光学積層体１１０は、像面１３０から距離ｄ１で配設され、第２の光学積層体１
２０は、第１の光学積層体１１０から距離ｄ２で、かつ絞り面１３５から距離ｄ３で配設
される。一部の実施形態では、距離ｄ１、距離ｄ２、及び／又は距離ｄ３は、調節可能で
ある。一部の実施形態では、像面１３０と絞り面１３５との間の距離（ｄ１＋ｄ２＋ｄ３
）は固定されており、ｄ１及び／又はｄ３が調節可能である。距離ｄ１、距離ｄ２、及び
／又は距離ｄ３は、例えば、機械的な位置調節を提供するレール上に、第１の光学積層体
１１０及び第２の光学積層体１２０の一方若しくは双方を搭載することによって、ユーザ
による調節を可能にすることができる。
【００４８】
　第１の光学積層体１１０及び／又は第２の光学積層体１２０の、それら自体に対する位
置、あるいは像面１３０及び／又は絞り面１３５に対する位置を調節する、この能力によ
り、光学システム１００によって実現される光屈折補正を、調節可能にすることが可能と
なる。例えば、第２の光学積層体１２０を移動させる一方、残余の構成要素を固定したま
ま保つことにより、像面１３０によって放出され絞り面を通って透過される光線を、絞り
面１３５で平行なものから、絞り面１３５で収束又は発散するものへと、調節可能にする
ことが可能となる。一部の実施形態では、視度値を、機械的調節装置上に示すか、ハード
ストップ、戻り止め、又は同様の装置の使用を通じて物理的に選択可能とするか、あるい
は、ステッパモータ、又は電子スケールと併用されるモータ若しくはアクチュエータなど
で、電子的に調節することもできる。一部の実施形態では、像面１３０を備えるディスプ
レイパネル上の画像サイズを、この視度調節に基づいて変化させることができる。このこ
とは、ユーザによって手動で行うことができ、又は、調節機構を通じて自動的に行うこと
もできる。他の実施形態では、１つ、２つ、３つ、又はそれよりも多くの光学レンズを設
けることができる。第１のレンズの表面上に部分反射体が配設され、異なる第２のレンズ
の表面上に反射偏光子が配設される、いずれかの実施形態では、それら第１のレンズ及び
／又は第２のレンズの、調節可能な位置を提供することによって、かつ／あるいは、第１
のレンズと第２のレンズとの間の、調節可能な距離を提供することによって、少なくとも
部分的に、可変性の屈折度数を提供することができる。
【００４９】
　一部の実施形態では、第１の光学レンズ１１２及び第２の光学レンズ１２２の一方若し
くは双方は、光学システム１００が、ユーザに対して所望の処方補正を実現することがで
きるような、視度値及び／又は円柱度数を（例えば、２つの直交方向で異なる曲率半径を
有する表面として説明することが可能な、トロイダル面を有するレンズを成型することに
よって）提供するように、成形することができる。反射における球面度数及び円柱度数を
有し、本説明の光学システム内で利用することが可能な、トーリックレンズの実施例が、
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図２８Ａ及び図２８Ｂに示され、これらの図は、それぞれ、ｙ－ｚ平面及びｘ－ｚ平面内
の、レンズの頂点を通る断面での、レンズ２８１２の断面図である。ｙ－ｚ平面（図２８
Ａ）では、ｘ－ｚ平面（図２８Ｂ）よりも、曲率半径が小さい。一部の実施形態では、円
柱度数は、屈曲させることが可能な薄いプラスチックレンズを使用することによって、作
り出すことができる。同様に、本明細書で説明される光学システムの、１つ、２つ、３つ
、又はそれよりも多くのレンズのうちのいずれかには、それらのレンズに好適な光学度数
を提供することによって、処方補正を含めることができる。一部の実施形態では、この光
学システムは、像面を備えるディスプレイパネルと、光屈折補正を実現し得ない、その光
学システムの他のレンズとの間に配設された度付きレンズを組み込むように適合させるこ
とができ、又は、このシステムは、絞り面と、光屈折補正を実現し得ない、その光学シス
テムの他のレンズとの間に配設された度付きレンズを組み込むように適合させることがで
きる。
【００５０】
　可動式光学レンズの別の用途は、立体視ビューアにおける輻輳調節矛盾を最小限に抑え
ることである。多くの立体視ヘッドマウント式ディスプレイでは、特定の対象物の左目の
像と右目の像とを、より一体に近接するように移動させることによって、奥行き感が作り
出される。対象物の虚像を鮮明に見るために、左右の目が寄せられ、このことが、奥行き
感を与える要因となる。しかしながら、それらの目が、近傍に存在する実際の対象物を見
る場合、それらの目が寄せられるばかりではなく、その近傍の対象物を網膜上の焦点に合
わせるように、それぞれの目のレンズも焦点を合わせる（調節とも呼ばれる）。立体視ビ
ューア内に存在する輻輳の要因と、近傍の対象物の虚像を見るための目の調節の欠如との
間で、格差が生じ知るため、多くの立体視ヘッドマウント式ディスプレイのユーザは、視
覚的不快感、眼精疲労、及び／又は悪心に悩まされる恐れがある。第１のレンズ及び第２
のレンズの位置を調節することによって、虚像距離が近点に調節されることにより、その
対象物の虚像を見るように、目が焦点を合わせることができる。輻輳の要因と調節の要因
とを組み合わせることによって、輻輳調節矛盾を低減するか、又は実質的に排除すること
ができるように、この光学システム内の１つ以上のレンズの位置を調節することができる
。
【００５１】
　一部の実施形態では、ヘッドマウント式ディスプレイは、本説明の光学システムのうち
のいずれかを含み、視標追跡システムもまた含み得る。この視標追跡システムは、ユーザ
が見ている虚像の場所を検出するように構成することができ、この光学システムは、その
光学システム内の１つ以上のレンズの位置を調節することによって、その虚像距離を調節
することにより、立体的に提示されるような対象物の奥行きに合致させるように、適合さ
せることができる。
【００５２】
　一部の実施形態では、第１の光学レンズ１１２及び／又は第２の光学レンズ１２２は、
反射若しくは屈折、又は双方における、球面度数及び／又は円柱度数を有するように、成
形することができる。このことは、例えば、所望の形状を有する熱成形金型及びフィルム
インサート金型を使用して、行うことができる。円柱度数は、例えば、回転対称レンズに
、射出成型プロセス後に冷却する際、応力を加えることによって作り出すことができる。
あるいは、このレンズは、後処理、ダイヤモンド旋削、研削、又は研磨することによって
、湾曲状（球面状又は円柱状、若しくは組み合わせ）にすることもできる。
【００５３】
　一部の実施形態では、第１の光学レンズ１１２及び第２の光学レンズ１２２の一方若し
くは双方は、この光学システム内で、動的又は静的に屈曲させることができる。静的屈曲
の例は、レンズに対して、圧縮力若しくは引張力を静的に加える、止めネジ又は同様の機
構である。一部の実施形態では、環状方式で止めネジを提供することにより、直乱視、倒
乱視、及び斜乱視の、３つのタイプの乱視の全てに対応するための、複数の軸に沿った非
点収差補正を実現することが可能である。このことにより、典型的には、３０度又は１５
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度又は１０度の斜度の増分で乱視に対処するように作製された、メガネのレンズなどを使
用する、正確な補正がもたらされることになる。止めネジのピッチは、そのネジの回転又
は部分的回転に基づいた、補正の尺度が提供されるように、円柱度数に関連付けることが
できる。一部の実施形態では、圧電アクチュエータ、ボイスコイルアクチュエータ、又は
ステッパモータアクチュエータ、若しくは他のタイプのアクチュエータを使用して、レン
ズを（例えば、処方を入力することなどの、その装置へのユーザ入力に基づいて）屈曲さ
せることができる。
【００５４】
　度付きレンズ用語では、プラノレンズとは、屈折光学度数を有さないレンズである。一
部の実施形態では、第１の光学レンズ１１２及び／又は第２の光学レンズ１２２は、透過
における光学度数を殆ど又は全く有さない、プラノレンズとすることができるが、反射に
おける（例えば、それらのレンズの全体的な曲率による）光学度数を有し得る。第１の光
学レンズ１１２の第１主表面１１４及び第２主表面１１６の曲率は、同じものか、又は実
質的に同じものとすることができ、第２の光学レンズ１２２の第１主表面１２４及び第２
主表面１２６の曲率も、同じものか、又は実質的に同じものとすることができる。第１の
光学レンズ１１２と第２の光学レンズ１２２とは、実質的に同じ形状を有し得る。一部の
実施形態では、第１の光学レンズ１１２及び／又は第２の光学レンズ１２２は、透過にお
ける光学度数を有し得るものであり、また反射における光学度数も有し得る。
【００５５】
　光学システム１００は、第２の光学積層体１２０内に、反射偏光子及び四分の一波長位
相子を含み、第１の光学積層体１１０内に、部分反射体を含む。反射偏光子、四分の一波
長位相子、及び部分反射体を、どのように光学積層体内に配置構成することができるかに
ついては、様々な可能性が存在する。図２は、１つの可能な配置構成を示すものであり、
図３Ａ～図４Ａでは、他の配置構成が説明される。
【００５６】
　図２は、像面２３０と、絞り面２３５と、それら像面２３０と絞り面２３５との間に配
設された、第１の光学積層体２１０と、その第１の光学積層体２１０と絞り面２３５との
間に配設された、第２の光学積層体２２０とを含む、光学システム２００の概略断面図で
ある。第１の光学積層体２１０及び第２の光学積層体２２０のそれぞれは、直交する第１
の軸及び第２の軸に沿って像面２３０に向けて凸状である。図２では、ｘｙｚ座標系が設
定されている。直交する第１の軸及び第２の軸は、それぞれ、ｘ軸及びｙ軸とすることが
できる。
【００５７】
　第１の光学積層体２１０は、反対側の第１主表面２１４及び第２主表面２１６を有する
、第１の光学レンズ２１２を含む。第１の光学積層体２１０は、第１主表面２１４上に配
設された、部分反射体２１７を含む。部分反射体２１７は、所望の複数の波長又は既定の
複数の波長で、少なくとも３０％の平均光反射率を有し、また、それら所望の複数の波長
又は既定の複数の波長で、少なくとも３０％の平均光透過率を有し得るものであり、それ
らの波長は、本明細書の他の箇所で説明される波長範囲のうちのいずれかとすることがで
きる。
【００５８】
　第２の光学積層体は、第１主表面２２４及び第２主表面２２６を有する、第２の光学レ
ンズ２２２を含む。第２の光学積層体２２０は、第２主表面２２６上に配設された、反射
偏光子２２７を含み、その反射偏光子２２７上に配設された、四分の一波長位相子２２５
を含む。四分の一波長位相子２２５は、反射偏光子２２７上に積層されたフィルムとする
ことができ、又は、反射偏光子２２７に適用されたコーティングとすることもできる。光
学システム２００は、１つ以上の追加的な位相子を含み得る。例えば、第２の四分の一波
長位相子を、第１の光学積層体２１０内に含めることができ、第２主表面２１６上に配設
することができる。光学システム２００内に含まれる、第１の四分の一波長位相子２２５
及び任意の追加的な四分の一波長位相子は、既定の複数の波長又は所望の複数の波長内の
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、少なくとも１つの波長での、四分の一波長位相子とすることができる。第２の光学積層
体２２０は、あるいは、第２のレンズ２２２と、その第２のレンズ２２２上に配設された
反射偏光子２２７を含むものとして説明することができ、第１の四分の一波長位相子２２
５は、第２の光学積層体２２０内に含まれているのではなく、第２の光学積層体２２０上
に配設されている、別個の層又はコーティングと見なすことができる。この場合には、第
１の四分の一波長位相子２２５は、第１の光学積層体２１０と第２の光学積層体２２０と
の間に配設されているものとして説明することができる。一部の実施形態では、第１の四
分の一波長位相子２２５は、第２の光学積層体２２０には取り付けられない場合があり、
一部の実施形態では、第１の四分の一波長位相子２２５は、第１の光学積層体２１０と第
２の光学積層体２２０との間に配設され、それらから離隔配置される。更に他の実施形態
では、第１の四分の一波長位相子２２５は、部分反射体２１７上に配設することができ、
第１の光学積層体２１０内に含まれているものとして説明することができ、又は、第１の
光学積層体２１０と第２の光学積層体２２０との間に配設されているものとして説明する
こともできる。
【００５９】
　光線２３７及び光線２３８はそれぞれ、像面２３０及び絞り面２３５を通って透過され
る。光線２３７及び光線２３８はそれぞれ、像面２３０から絞り面２３５へと（例えば、
ヘッドマウント式ディスプレイ用途において）透過し得るものであり、あるいは、光線２
３７及び光線２３８は、絞り面２３５から像面２３０へと（例えば、カメラ用途において
）透過し得るものである。光線２３８は、中心光線とすることができ、その光路は、光学
システム２００に関する折り返し光軸２４０を画定し、光学システム２００は、その折り
返し光軸２４０を中心とし得る。折り返し光軸２４０は、折り返し光軸１４０に相当し得
る。
【００６０】
　光線２３７が、像面２３０から絞り面２３５へと透過される実施形態では、光線２３７
（及び、同様に光線２３８に関して）は、順に、像面２３０を通って透過され、第２主表
面２１６（及び、その上の任意のコーティング又は層）を通って透過され、第１の光学レ
ンズ２１２を通って透過され、部分反射体２１７を通って透過され、反射偏光子２２７上
に配設された四分の一波長位相子２２５を通って透過され、反射偏光子２２７から反射さ
れ、四分の一波長位相子２２５に戻って透過され、部分反射体２１７から反射され、四分
の一波長位相子２２５を通って透過され、反射偏光子２２７を通って透過され、第２のレ
ンズ２２２を通って透過され、絞り面２３５を通って透過される。光線２３７は、四分の
一波長位相子２２５を通過する際に第１の偏光状態へと回転される偏光状態を有して、像
面２３０から放出させることができる。この第１の偏光状態は、反射偏光子２２７に関す
る遮断状態とすることができる。光線２３７が、第１の四分の一波長位相子２２５を通過
して、部分反射体２１７から反射され、四分の一波長位相子２２５に戻って通過した後は
、その偏光状態は、第１の偏光状態に実質的に直交する、第２の偏光状態である。光線２
３７は、それゆえ、最初に反射偏光子２２７に入射するときは、反射偏光子２２７から反
射することができ、２回目に反射偏光子２２７に入射するときは、反射偏光子２２７を通
って透過することができる。
【００６１】
　他の光線（図示せず）は、マイナスｚ方向で部分反射体２１７に入射する場合、部分反
射体２１７から反射され、又は、プラスｚ方向で部分反射体２１７に入射する場合に、部
分反射体２１７によって透過される。これらの光線は、光学システム２００を抜け出るこ
とができる。
【００６２】
　一部の実施形態では、像面２３０及び絞り面２３５を通過する、実質的にいずれの主光
線も、その主光線が、最初に、又は毎回、第１の光学積層体２１０若しくは第２の光学積
層体２２０に入射するときは、約３０度未満、約２５度未満、又は約２０度未満の入射角
で、第１の光学積層体２１０及び第２の光学積層体２２０のそれぞれに入射する。本説明



(17) JP 6567047 B2 2019.8.28

10

20

30

40

50

の光学システムのいずれかでは、像面及び絞り面を通過する、実質的にいずれの主光線も
、その主光線が、最初に、又は毎回、反射偏光子若しくは部分反射体に入射するときは、
約３０度未満、約２５度未満、又は約２０度未満の入射角で、反射偏光子及び部分反射体
のそれぞれに入射する。像面及び絞り面を通って透過される全ての主光線のうちの大部分
（例えば、約９０パーセント以上、又は約９５パーセント以上、又は約９８パーセント以
上）が、ある条件を満たしている場合には、実質的にいずれの主光線も、その条件を満た
していると言うことができる。
【００６３】
　像面２３０によって放出された光が、最初に反射偏光子２２７に入射するときに、様々
な因子により、反射偏光子２２７を通って光が部分的に透過される場合がある。このこと
は、絞り面２３５での、望ましくないゴースト発生又は像の不鮮明化を引き起こす恐れが
ある。これらの因子としては、様々な偏光構成要素の成形の間の性能劣化、及び、光学シ
ステム２００内での望ましくない複屈折を挙げることができる。これらの因子の影響が組
み合わされることにより、光学システム２００のコントラスト比及び効率が、劣化する恐
れがある。コントラスト比に対するこれらの因子の影響は、例えば図１４に見ることがで
き、図１４は、像面２３０によって放出される際に通過状態の偏光を有している光が、第
１の四分の一波長位相子２２５を通過し、第１のレンズ２１２の第２主表面２１６上に配
設された第２の四分の一波長位相子（図示せず）を通過した後に、最初に反射偏光子２２
７に入射するとき、その反射偏光子２２７によって遮断される、百分率の関数としての、
光学モデルを介して判定された絞り面２３５でのコントラスト比を示すものである。その
ような因子は、例えば、レンズ内での望ましくない複屈折を低減することが可能な、比較
的薄い光学レンズを使用することによって、また例えば、光学フィルムの熱成形に起因す
る光学的アーチファクトを低減することが可能な、薄い光学フィルムを使用することによ
って、最小限に抑えることができる。一部の実施形態では、第１の光学レンズ２１２及び
第２の光学レンズ２２２はそれぞれ、７ｍｍ未満、５ｍｍ未満、又は３ｍｍ未満の厚さを
有し、例えば、１ｍｍ～５ｍｍ、又は１ｍｍ～７ｍｍの範囲の厚さを有し得る。一部の実
施形態では、反射偏光子２２７は、７５マイクロメートル未満、５０マイクロメートル未
満、又は３０マイクロメートル未満の厚さを有し得る。一部の実施形態では、絞り面２３
５でのコントラスト比は、光学システム２００の視野にわたって、少なくとも４０、又は
少なくとも５０、又は少なくとも６０、又は少なくとも８０、又は少なくとも１００であ
る。反射偏光子２２７が、熱成形の前には一軸配向されていた多層光学フィルム（例えば
、ＡＰＦ）を、（２つの直交軸に対して湾曲するように）熱成形したものである場合には
、２つの直交軸に対して湾曲している他の反射偏光子を使用することと比較して、コント
ラスト比が著しく高くなり得ることが見出された。非一軸配向の多層ポリマーフィルム反
射偏光子、又はワイヤグリッド偏光子などの、他の反射偏光子もまた、使用することがで
きる。
【００６４】
　様々な主表面（例えば、第２主表面２２６及び第１主表面２１４）の形状を好適に選択
する場合、この光学システムは、画像を予め歪ませる必要のない、十分に低い歪みをもた
らし得ることが見出された。一部の実施形態では、歪みのない像を放出するように適合さ
れている画像源が、像面２３０を備える。部分反射体２１７及び反射偏光子２２７は、絞
り面２３５によって透過される、その放出された歪みのない像の歪みが、絞り面２３５で
の視野の約１０％未満、又は約５％未満、又は約３％未満となるように選択された、種々
の形状を有し得る。絞り面での視野は、例えば、８０度超、９０度超、又は１００度超と
することができる。
【００６５】
　図３Ａ～図３Ｃは、光学積層体３１０ａ～光学積層体３１０ｃの一部分の断面図であり
、これらの光学積層体のいずれも、第２の光学積層体１１０に相当し得る。図３Ａ～図３
Ｃには示されないが、光学積層体３１０ａ～光学積層体３１０ｃはそれぞれ、２つの直交
軸に対して湾曲状とすることができる。光学積層体３１０ａ～光学積層体３１０ｃのそれ
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ぞれは、第１主表面３１４及び第２主表面３１６を有する、レンズ３１２を含み、このレ
ンズ３１２は、光学レンズ１１２に相当し得る。光学積層体３１０ａは、第１主表面３１
４上に配設された、任意選択的に省略することが可能な、四分の一波長位相子３１５と、
第２主表面３１６上に配設された、部分反射体３１７とを含む。光学積層体３１０ｂは、
第１主表面３１４上に配設された、部分反射体３１７と、光学レンズ３１２の反対側で部
分反射体３１７上に配設された、任意選択的に省略することが可能な、四分の一波長位相
子３１５とを含む。光学積層体３１０ｃは、第２主表面３１６上に配設された、四分の一
波長位相子３１５を含み、レンズ３１２の反対側で四分の一波長位相子３１５上に配設さ
れた、部分反射体３１７を含む。
【００６６】
　図４Ａ～図４Ｃは、光学積層体４２０ａ～光学積層体４２０ｃの一部分の断面図であり
、これらの光学積層体のいずれも、第２の光学積層体１２０に相当し得る。光学積層体４
２０ａ～光学積層体４２０ｃはそれぞれ、２つの直交軸に対して湾曲状とすることができ
る。光学積層体４２０ａ～光学積層体４２０ｃのそれぞれは、第１主表面４２４及び第２
主表面４２６を有する、レンズ４２２を含み、このレンズ４２２は、光学レンズ４２２に
相当し得る。光学積層体４２０ａは、第１主表面４２４上に配設された、四分の一波長位
相子４２５と、第２主表面４２６上に配設された、反射偏光子４２７とを含む。光学積層
体４２０ｂは（図２と同様に）、第１主表面４２４上に配設された、反射偏光子４２７と
、レンズ４２２の反対側で反射偏光子４２７上に配設された、四分の一波長位相子４２５
とを含む。光学積層体４２０ｃは、第２主表面４２６上に配設された、四分の一波長位相
子４２５を含み、レンズ４２２の反対側で四分の一波長位相子４２５上に配設された、反
射偏光子４２７を含む。
【００６７】
　代替的実施形態が図５に示され、この図５は、像面５３０と、絞り面５３５と、第１主
表面５１４及び第２主表面５１６を有する光学レンズ５１２を含む、一体型光学積層体５
１０とを含む、光学システム５００の概略断面図である。第１主表面５１４及び／又は第
２主表面５１６は、それらの上に配設された、１つ以上の層若しくはコーティングを有し
得る。一体型光学積層体５１０はまた、部分反射体、多層反射偏光子、及び第１の四分の
一波長位相子も含む。これらの様々な層又は構成要素は、第１主表面５１４及び第２主表
面５１６の１つ以上の上に配設することができる。例えば、一部の実施形態では、第１主
表面５１４上に、部分反射体を配設することができ、その部分反射体上に、第１の四分の
一波長位相子を配設することができ、その第１の四分の一波長位相子上に、反射偏光子を
配設することができる。一部の実施形態では、第２の四分の一波長位相子を、第２主表面
５１６上に配設することができる。一部の実施形態では、第２主表面５１６上に、反射偏
光子が配設され、その反射偏光子上に、四分の一波長位相子が配設され、部分反射体は、
四分の一波長位相子上に配設される。一部の実施形態では、第２の四分の一波長位相子が
、部分反射体上に配設される。一部の実施形態では、第１主表面５１４に、反射偏光子が
配設され、第２主表面５１６上に、第１の四分の一波長位相子が配設されて、その第１の
四分の一波長位相子上に、部分反射体及び任意選択的な第２の四分の一波長位相子が配設
される。一部の実施形態では、第１主表面５１４上に、第１の四分の一波長位相子が配設
されて、その第１の四分の一波長位相子上に、反射偏光子が配設され、第２主表面５１６
上に、部分反射体が配設されて、その部分反射体上に、任意選択的な第２の四分の一波長
位相子が配設される。
【００６８】
　像面５３０は、第１の最大横寸法を有し、絞り面５３５は、第２の最大横寸法を有する
。一部の実施形態では、第２の最大横寸法で除算した第１の最大横寸法は、少なくとも２
、少なくとも３、少なくとも４、又は少なくとも５とすることができる。像面５３０及び
／又は絞り面６３５は、実質的に平面状にすることができ、あるいは、１つ以上に軸に対
して湾曲状にすることもできる。
【００６９】
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　部分反射体は、所望の複数の波長又は既定の複数の波長で、少なくとも３０％の平均光
反射率を有し、また、それら所望の複数の波長又は既定の複数の波長で、少なくとも３０
％の平均光透過率を有し得るものであり、それらの波長は、本明細書の他の箇所で説明さ
れる波長範囲のうちのいずれかとすることができる。光学システム５００内に含まれる四
分の一波長位相子は、それら既定の複数の波長又は所望の複数の波長内の、少なくとも１
つの波長での、四分の一波長位相子とすることができる。多層反射偏光子は、第１の偏光
状態を有する（例えば、第１の方向で直線偏光された）光を実質的に透過し、直交する第
２の偏光状態を有する（例えば、第１の方向に直交する第２の方向で直線偏光された）光
を実質的に反射する。本明細書の他の箇所で更に説明されるように、この多層反射偏光子
は、例えば、ポリマー多層反射偏光子（例えば、ＡＰＦ）とすることができ、又はワイヤ
グリッド偏光子とすることもできる。
【００７０】
　光学システム５００は、像面５３０を通って透過される中心光線の光路によって画定す
ることが可能な、折り返し光軸５４０を中心とし得る。
【００７１】
　一体型光学積層体５１０などの、単一の一体型光学積層体を使用することにより、コン
パクトなシステム内で、高視野を提供することができる点が見出された。像面５３０の外
縁を通って透過される光線５３７は、折り返し光軸５４０での絞り面５３５に、θの視野
角で交差する主光線であり、この視野角は、例えば、少なくとも４０度、少なくとも４５
度、又は少なくとも５０度とすることができる。絞り面５３５での視野は、２θであり、
この角度は、例えば、少なくとも８０度、少なくとも９０度、又は少なくとも１００度と
することができる。
【００７２】
　図６は、像面６３０と、絞り面６３５と、第１主表面６１４及び第２主表面６１６を有
する光学レンズ６１２を含む、一体型光学積層体６１０とを含む、光学システム５００に
相当し得る光学システム６００の概略断面図である。第１の四分の一波長位相子６２５が
、光学レンズ６１２の第１主表面６１４上に配設され、反射偏光子６２７が、光学レンズ
６１２の反対側で第１の四分の一波長位相子６２５上に配設されている。部分反射体６１
７が、光学レンズ６１２の第２主表面６１６上に配設され、第２の四分の一波長位相子６
１５が、光学レンズ６１２の反対側で部分反射体６１７上に配設されている。光学システ
ム６００は、像面６３０を通って透過される中心光線の光路によって画定することが可能
な、折り返し光軸６４０を中心とし得る。
【００７３】
　一体型光学積層体６１０は、最初に、反射偏光子６２７を形成して、その反射偏光子６
２７に、第１の四分の一波長位相子６２５をコーティング又は積層し、次いで、得られた
フィルムを、所望の形状へと熱成形することによって、作製することができる。本明細書
の他の箇所で更に説明されるように、熱成形工具は、このフィルムが冷却後に所望の形状
を獲得するように、その所望の形状とは異なる形状を有し得る。部分反射体６１７及び第
２の四分の一波長位相子６１５は、部分反射体フィルム上に四分の一波長位相子をコーテ
ィングすることによって、四分の一波長位相子フィルム上に部分反射体コーティングをコ
ーティングすることによって、部分反射体フィルムと四分の一波長位相子フィルムとを一
体に積層することによって、又は、最初に（反射偏光子６２７及び第１の四分の一波長位
相子６２５を含むフィルム上に形成することが可能な）レンズ６１２を、フィルムインサ
ート成型プロセスで形成し、次いで、その第２主表面６１６上に部分反射体６１７をコー
ティングして、その部分反射体６１７上に、四分の一波長位相子６１５をコーティングす
ることによって、作製することができる。一部の実施形態では、反射偏光子６２７及び第
１の四分の一波長位相子６２５を含む、第１のフィルムが提供され、部分反射体６１７及
び第２の四分の一波長位相子６１５を含む、第２のフィルムが提供され、次いで、フィル
ムインサート成型プロセスで、それら第１の熱成形フィルムと第２の熱成形フィルムとの
間に、レンズ６１２を射出成型することによって、一体型光学積層体６１０が形成される



(20) JP 6567047 B2 2019.8.28

10

20

30

40

50

。第１のフィルム及び第２のフィルムは、射出成型のステップの前に、熱成形することが
できる。本説明の他の光学積層体は、コートフィルム又は積層体とすることが可能な、光
学フィルムを熱成形し、フィルムインサート成型プロセスを使用して光学積層体を作製す
ることによって、同様に作製することができる。第２のフィルムを、フィルムインサート
成型プロセスに含めることができ、それにより、その成型プロセスで形成されるレンズは
、それらのフィルムの間に配設される。
【００７４】
　画像源６３１は、像面６３０を含み、絞り面６３５は、光学システム６００に関する射
出瞳である。画像源６３１は、例えば、ディスプレイパネルとすることができる。他の実
施形態では、ディスプレイパネルは存在せず、その代わりに、像面６３０は、光学システ
ム６００の外部の対象物から反射された光を受光するように適合された、開口である。入
射瞳６３４を有する第２の光学システム６３３が、光学システム６００の近位に、絞り面
６３５が入射瞳６３４に重なり合う状態で配設される。第２の光学システム６３３は、例
えば、像面６３７を通って透過された像を記録するように適合された、カメラとすること
ができる。一部の実施形態では、この第２の光学システムは、観察者の目であり、入射瞳
６３４は、その観察者の目の瞳である。そのような実施形態では、光学システム６００は
、ヘッドマウント式ディスプレイ内で使用するように適合させることができる。
【００７５】
　部分反射体６１７は、所望の複数の波長又は既定の複数の波長で、少なくとも３０％の
平均光反射率を有し、また、それら所望の複数の波長又は既定の複数の波長で、少なくと
も３０％の平均光透過率を有し得るものであり、それらの波長は、本明細書の他の箇所で
説明される波長範囲のうちのいずれかとすることができる。光学システム６００内に含ま
れる、第１の四分の一波長位相子６２５及び任意の追加的な四分の一波長位相子は、既定
の複数の波長又は所望の複数の波長内の、少なくとも１つの波長での、四分の一波長位相
子とすることができる。多層反射偏光子６２７は、第１の偏光状態を有する（例えば、第
１の方向で直線偏光された）光を実質的に透過し、直交する第２の偏光状態を有する（例
えば、第１の方向に直交する第２の方向で直線偏光された）光を実質的に反射する。本明
細書の他の箇所で更に説明されるように、多層反射偏光子６２７は、例えば、ポリマー多
層反射偏光子（例えば、ＡＰＦ）とすることができ、又はワイヤグリッド偏光子とするこ
ともできる。
【００７６】
　光線６３７は、画像源６３１から放出され、像面６３０及び絞り面６３５を通って透過
される。光線６３７は、第２の四分の一波長位相子６１５及び部分反射体６１７を通り、
レンズ６１２内へと、及びレンズ６１２を通って透過される。他の光線（図示せず）は、
第２の四分の一波長位相子６１５を通過した後、部分反射体６１７から反射して、光学シ
ステム６００から消失する。レンズ６１２を最初に通過した後、光線は、第１の四分の一
波長位相子６２５を通過して、反射偏光子６２７から反射する。画像源６３１は、反射偏
光子６２７に関する通過軸に沿った偏光を有する光を放出するように、適合させることが
でき、それにより、第２の四分の一波長位相子６１５及び第１の四分の一波長位相子６２
５の双方を通過した後、その光は、反射偏光子６２７に関する遮断軸に沿って偏光されて
いるため、その光が最初に反射偏光子６２７に入射する際、反射偏光子６２７から反射す
る。一部の実施形態では、第２の四分の一波長位相子６１５に入射する光が、所望の偏光
を有するように、ディスプレイパネル６３１と第２の四分の一波長位相子６１７との間に
、直線偏光子が含まれる。光線６３７が、反射偏光子６２７から反射した後、その光線は
、第１の四分の一波長位相子６２５及びレンズ６１２に戻って通過し、次いで、部分反射
体６１７から反射されて（図示されていない他の光線は、部分反射体６１７を通って透過
される）、レンズ６１２を通って戻り、次いで、再び反射偏光子６２７に入射する。第１
の四分の一波長位相子６２５を通過し、部分反射体６１７から反射して、第１の四分の一
波長位相子６２５に戻って通過した後、光線６３７は、反射偏光子６２７に関する通過軸
に沿った偏光を有する。光線６３７は、それゆえ、反射偏光子６２７を通って透過され、
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次いで、絞り面６３５を通り、第２の光学システム６３３内へと透過される。
【００７７】
　代替的実施形態では、一体型光学積層体６１０は、図１、図２と同様の、第１の光学積
層体及び第２の光学積層体で置き換えられるか、あるいは、図８と同様の、第１の光学積
層体、第２の光学積層体、及び第３の光学積層で置き換えられる。
【００７８】
　図７は、像面７３０と、絞り面７３５と、第１主表面７１４及び第２主表面７１６を有
する光学レンズ７１２を含む、一体型光学積層体７１０とを含む、光学システム５００に
相当し得る光学システム７００の概略断面図である。第１の四分の一波長位相子７２５が
、光学レンズ７１２上に配設され、反射偏光子７２７が、第１の四分の一波長位相子７２
５上に配設されている。部分反射体７１７が、第２主表面７１６上に配設されている。光
学システム７００は、像面７３０を通って透過される中心光線の光路によって画定するこ
とが可能な、折り返し光軸７４０を中心とし得る。
【００７９】
　画像記録装置７３２が、像面７３０を含み、絞り面７３５は、光学システム７００に関
する入射瞳である。この絞り面は、例えば、カメラの開口絞りとすることができる。画像
記録装置７３２は、例えば、ＣＣＤ又はＣＭＯＳ素子とすることができる。光学システム
７００は、例えば、カメラ、又はカメラの構成要素とすることができ、携帯電話内に配設
することができる。
【００８０】
　部分反射体７１７は、所望の複数の波長又は既定の複数の波長で、少なくとも３０％の
平均光反射率を有し、また、それら所望の複数の波長又は既定の複数の波長で、少なくと
も３０％の平均光透過率を有し得るものであり、それらの波長は、本明細書の他の箇所で
説明される波長範囲のうちのいずれかとすることができる。光学システム７００内に含ま
れる、第１の四分の一波長位相子７２５及び任意の追加的な四分の一波長位相子は、既定
の複数の波長又は所望の複数の波長内の、少なくとも１つの波長での、四分の一波長位相
子とすることができる。多層反射偏光子７２７は、第１の偏光状態を有する（例えば、第
１の方向で直線偏光された）光を実質的に透過し、直交する第２の偏光状態を有する（例
えば、第１の方向に直交する第２の方向で直線偏光された）光を実質的に反射する。本明
細書の他の箇所で更に説明されるように、多層反射偏光子７２７は、例えば、ポリマー多
層反射偏光子（例えば、ＡＰＦ）とすることができ、又はワイヤグリッド偏光子とするこ
ともできる。
【００８１】
　光線７３７は、絞り面７３５を通って透過され、像面７３０を通って、画像記録装置７
３２内へと透過される。光線７３７は、順に、反射偏光子７２７を通って透過され（図示
されていない他の光線は、反射偏光子７２７によって反射させることができる）、四分の
一波長位相子７２５及び光学レンズ７１２を通って透過され、部分反射体７１７から反射
され、レンズ７１２及び四分の一波長位相子に戻って透過され、反射偏光子７２７から反
射され、四分の一波長位相子７２５、レンズ７１２、及び部分反射体７１７を通って透過
される。光線７３７は、次いで、像面７３０を通って、画像記録装置７３２内へと透過さ
れる。
【００８２】
　一体型光学積層体５１０、一体型光学積層体６１０、及び一体型光学積層体７１０のい
ずれも、第１のレンズに隣接する第２のレンズを任意選択的に含み得るものであり、それ
ら２つのレンズの間に、反射偏光子、四分の一波長位相子、及び部分反射体のうちの１つ
以上が配設される。これら２つのレンズは、光学的に透明な接着剤を使用して、一体に積
層することができる。図２６は、光学システム５００内の一体型光学積層体５１０、光学
システム６００内の一体型光学積層体６１０、及び光学システム７００内の一体型光学積
層体７１０のいずれかの代わりに使用することが可能な、一体型光学積層体２６１０の概
略断面図である。一体型光学積層体２６１０は、第１のレンズ２６１２と、第２のレンズ
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２６２２と、それら第１のレンズ２６１２と第２のレンズ２６２２との間に配設された、
四分の一波長位相子２６２５とを含む。四分の一波長位相子２６２５は、例えば、第２の
レンズ２６２２の主表面上にコーティングすることができ、光学的に透明な接着剤を使用
して、第１のレンズ２６１２に、その四分の一波長位相子２６２５を取り付けることがで
きる。あるいは、四分の一波長位相子２６２５は、第１のレンズ２６１２の主表面上にコ
ーティングすることも可能であり、光学的に透明な接着剤を使用して、第２の光学レンズ
２６２２に、その四分の一波長位相子２６２５を取り付けることも可能である。他の実施
形態では、四分の一波長位相子２６２５は、第１のレンズ２６１２及び第２のレンズ２６
２２の双方に積層された、別個のフィルムとすることができる。光学積層体は、第１のレ
ンズ２６１２の反対側で第２のレンズ２６２２の主表面上に配設された、反射偏光子２６
２７を含み、第２のレンズ２６２２の反対側で第１のレンズ２６１２の主面上に配設され
た、部分反射体２６１７を含む。部分反射体２６１７、四分の一波長位相子２６２５、及
び反射偏光子２６２７は、それぞれ、本明細書の他の箇所で説明される、部分反射体、四
分の一波長位相子、及び反射偏光子のうちのいずれかに相当し得る。
【００８３】
　第１のレンズ２６１２及び第２のレンズ２６２２は、それぞれ、同じものか又は異なる
ものとすることが可能な、第１の材料及び第２の材料から形成することができる。例えば
、レンズ２６１２、２６２２の材料は、同じガラスとすることもでき、異なるガラスとす
ることもでき、同じポリマーとすることもでき、異なるポリマーとすることもでき、又は
、一方をガラスとすることもでき、かつ他方をポリマーとすることもできる。これらのレ
ンズに関して選択される材料は、典型的には、同じ分散度（波長に対する屈折率の依存度
）を呈することになる。一部の場合には、一方のレンズにおける分散が、他方のレンズに
おける分散を相殺する、又は部分的に相殺するように、異なるレンズに関して異なる材料
を選択することによって、分散の効果を低減することができる。材料のアッベ数を使用し
て、材料の分散を定量化することができる。アッベ数は、（ｎＤ－１）／（ｎＦ－ｎＣ）
として与えられ、式中、ｎＤは、５８９．３ｎｍでの屈折率であり、ｎＦは、４８６．１
ｎｍの屈折率であり、ｎＣは、６５６．３ｎｍでの屈折率である。一部の実施形態では、
第１のレンズ２６１２と第２のレンズ２６２２とは、異なるアッベ数を有する。一部の実
施形態では、第１のレンズ２６１２のアッベ数と第２のレンズ２６２２のアッベ数との差
は、５～５０の範囲である。一部の実施形態では、第１のレンズ２６１２及び第２のレン
ズ２６２２の一方は、４５超、又は５０超のアッベ数を有し、第１のレンズ２６１２及び
第２のレンズ２６２２のもう一方は、４５未満、又は４０未満のアッベ数を有する。この
ことは、例えば、一方のレンズに関してはガラスを使用し、他方のレンズに関してはポリ
マーを使用することによって、達成することができる。
【００８４】
　本説明の光学システムは、像面と絞り面との間に配設された、１つ、２つ、３つ、又は
それよりも多くのレンズを含み得る。一部の実施形態では、像面と絞り面との間に、複数
の主表面が配設され、各主表面は、第１の軸及び第２の軸に沿って像面に向けて凸状であ
る。一部の実施形態では、少なくとも６つの、そのような主表面が含まれる。一部の実施
形態では、少なくとも６つの異なる主表面が、少なくとも６つの異なる凸面を有する。光
学システム内に３つ以上のレンズを含むことは、例えば、高解像度を有する小さいパネル
が利用される場合に有用であり得るが、これは、３つ以上のレンズを有することにより、
その光学システムの絞り面で所望の光学特性（例えば、大きい視野）を与えるように形状
を選択することが可能な、６つ以上の主表面が提供されるためである。
【００８５】
　図８は、第１主表面８１４及び第２主表面８１６を有する、第１の光学レンズ８１２と
、第１主表面８２４及び第２主表面８２６を有する、第２の光学レンズ８２２と、第１主
表面８６４及び第２主表面８６６を有する、第３の光学レンズ８６２とを含み、それぞれ
が像面８３０と絞り面８３５との間に配設されている、光学システム８００の概略断面図
である。像面８３０及び／又は絞り面８３５は、実質的に平面状とすることができ、ある
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いは湾曲状とすることもできる。第１光学面及び第２光学面のいずれも、本明細書の他の
箇所で更に説明されるように、１つ以上の層又はコーティングを含み得る。光学システム
８００は、像面８３０と絞り面８３５との間に配設された、部分反射体、多層反射偏光子
、及び第１の四分の一波長位相子を含む。これらの構成要素のそれぞれは、主表面８６４
、８６６、８２４、８２６、８１４、及び８１６のうちの１つの上に配設することができ
る。一部の実施形態では、部分反射体は、第２の光学レンズ８２２の第１主表面８２４上
に配設される。一部の実施形態では、多層反射偏光子は、第３の光学レンズ８６２の第１
主表面８６４上又は第２主表面８６６上に配設される。一部の実施形態では、第１の四分
の一波長位相子は、その多層反射偏光子上に配設される。一部の実施形態では、第１の四
分の一波長位相子は、第３の光学レンズ８６２の第１主表面８６４上に配設され、多層反
射偏光子は、その多層反射偏光子上に配設される。一部の実施形態では、第２の四分の一
波長位相子が、光学システム８００内に含まれる。この第２の四分の一波長位相子は、第
２の光学レンズ８２２の第２主表面８２６上に配設することができ、又は、第１の光学レ
ンズ８１２の第１主表面８１４及び第２主表面８１６の一方の上に配設することもできる
。
【００８６】
　像面８３０は、第１の最大横寸法を有し、絞り面８３５は、第２の最大横寸法を有する
。一部の実施形態では、第２の最大横寸法で除算した第１の最大横寸法は、少なくとも２
、少なくとも３、少なくとも４、又は少なくとも５とすることができる。
【００８７】
　光学システム８００は、像面８３０を通って透過される中心光線の光路によって画定す
ることが可能な、折り返し光軸８４０を中心とし得る。
【００８８】
　部分反射体は、既定の複数の波長又は所望の複数の波長で、少なくとも３０％の平均光
反射率を有し得るものであり、また、それら既定の複数の波長又は所望の複数の波長で、
少なくとも３０％の平均光透過率を有し得るものであり、それらの波長は、本明細書の他
の箇所で説明される波長範囲のうちのいずれかとすることができる。光学システム８００
内に含まれる、第１の四分の一波長位相子及び任意の追加的な四分の一波長位相子は、既
定の複数の波長又は所望の複数の波長内の、少なくとも１つの波長での、四分の一波長位
相子とすることができる。多層反射偏光子は、直線偏光状態とすることが可能な、第１の
偏光状態を有する光を実質的に透過し、直交する直線偏光状態とすることが可能な、直交
する第２の偏光状態を有する光を実質的に反射することができる。本明細書の他の箇所で
更に説明されるように、この多層反射偏光子は、例えば、ポリマー多層反射偏光子（例え
ば、ＡＰＦ）とすることができ、又はワイヤグリッド偏光子とすることもできる。
【００８９】
　一部の実施形態では、主表面８６４、８６６、８２４、８２６、８１４、及び８１６の
それぞれは、残りの主表面のそれぞれの凸面とは異なる凸面を有する。換言すれば、主表
面８６４、８６６、８２４、８２６、８１４、及び８１６は、６つの異なる凸面を有し得
る。
【００９０】
　画像源は、像面８３０を備え得るものであり、絞り面８３５は、第２の光学システムの
入射瞳と重なり合うように適合させることが可能な、射出瞳とすることができる。この第
２の光学システムの入射瞳は、例えば、観察者の目の入射瞳とすることができる。あるい
は、画像記録装置が、像面８３０を備える場合もあり、絞り面８３５は、入射瞳とするこ
ともできる。
【００９１】
　図９は、像面９３０と絞り面９３５との間に配設された、第１の光学レンズ９１２及び
第２の光学レンズ９２２を含む、光学システム９００の概略断面図である。光学システム
９００は、光学システム１００又は光学システム２００に相当し得る。本明細書の他の箇
所で更に説明されるように、像面９３０は、ディスプレイパネルなどの画像源の表面とす
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ることができ、絞り面９３５は、射出瞳とすることができる。第１のレンズ９１２は、第
１主表面９１４及び第２主表面９１６を含む。第１主表面９１４は、その上に配設された
１つ以上の層９１４を含む。第２主表面９１６もまた、その上に配設された１つ以上の層
を含み得る。第２のレンズ９２２は、第１主表面９２４及び第２主表面９２６を含む。第
２主表面９２６は、その上に配設された１つ以上の層９４５を含む。一部の実施形態では
、第１主表面９２４もまた、その上に配設された１つ以上の層を含み得る。図示の実施形
態では、１つ以上の層９４５は、第２主表面９２６上に配設された反射偏光子を含み、そ
の反射偏光子上に配設された、第１の四分の一波長位相子を含む。図示の実施形態では、
１つ以上の層９４３は、部分反射体を含む。他の実施形態では、本明細書の他の箇所で更
に説明されるように、反射偏光子、第１の四分の一波長位相子、及び部分反射体は、第１
のレンズ９１２及び第２のレンズ９２２の、異なる表面上に配設される。
【００９２】
　主光線９３７、並びにエンベロープ光線９３９ａ及びエンベロープ光線９３９ｂは、像
面９３０を通り、絞り面９３５を通って透過される。主光線９３７、並びにエンベロープ
光線９３９ａ及びエンベロープ光線９３９ｂは、像面９３０から絞り面９３５を通って伝
播する。他の実施形態では、それらの光路の方向が逆となり、像面９３０は、画像記録装
置の表面とすることができる。エンベロープ光線９３９ａ及びエンベロープ光線９３９ｂ
は、絞り面９３５の境界で、絞り面９３５に交差し、その一方で、主光線９３７は、像面
９３０を通って透過される中心光線の光路によって画定することが可能な光軸９４０で、
絞り面９３５に交差する。
【００９３】
　主光線９３７は、光軸９４０での絞り面９３５に、入射角θで入射する。光軸９４０に
沿った、絞り面９３５に入射する主光線の、絞り面９３５に対する最大入射角の２倍が、
光学システム９００の視野である。一部の実施形態では、光学システム９００は、低い色
収差を有する。例えば、一部の実施形態では、可視波長範囲内で、少なくとも１５０ｎｍ
離れた少なくとも第１の波長及び第２の波長（例えば、４８６ｎｍの第１の波長、及び６
５６ｎｍの第２の波長）を有し、像面９３０及び絞り面９３５を通って透過される、実質
的にいずれの主光線も、絞り面９３５での視野の、１．５パーセント未満、又は１．２パ
ーセント未満の、絞り面９３５での色分離距離を有する。一部の実施形態では、可視波長
範囲内で、少なくとも１５０ｎｍ離れた少なくとも第１の波長及び第２の波長を有し、像
面９３０及び絞り面９３５を通って透過される、実質的にいずれの主光線も、２０分角未
満、又は１０分角未満の、絞り面９３５での色分離距離を有する。
【００９４】
　本説明の更なる光学システムが、図１８～図２３に示される。図１８は、光学積層体１
８１０、像面１８３０、及び絞り面１８３５を含む、光学システム１８００の断面図であ
る。像面１８３０は、パネル１８８９の表面である。光学積層体１８１０は、レンズ１８
１２と、絞り面１８３５に向き合う、レンズ１８１２の主表面上に配設された、反射偏光
子１８２７と、像面１８３０に向き合う、レンズ１８１２の主表面上に配設された、部分
反射体１８１７とを含む。光学積層体１８１０内には、反射偏光子とレンズ１８１２との
間に、又は部分反射体とレンズ１８１２との間に、四分の一波長位相子が含まれる。レン
ズ１８１２は、直交軸（例えば、ｘ軸及びｙ軸）に対して、像面１８３０に向けて凸状で
ある。像面１８３０上の３つの場所での、３つの光線束が図示されている。各束内の光線
は、絞り面１８３５では実質的に平行である。これらの光線は、主に絞り面１８３５から
像面１８３０へと（例えば、カメラ用途において）進行することができ、又は、主に像面
１８３０から絞り面１８３５へと（例えば、ディスプレイ用途において）進行することも
できる。パネル１８８９は、ディスプレイパネルとすることができ、又は画像記録パネル
とすることもできる。反射偏光子の反射開口は、実質的に、その反射偏光子の全域とする
ことができ、又は、その反射偏光子の境界付近の部分を除く、その反射偏光子の全域を含
み得る。図示の実施形態では、反射偏光子１８２７は、絞り面１８３５に向き合う、レン
ズ１８１２の主表面の全域と実質的に一致する、反射開口１８１４を有する。
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【００９５】
　図１９は、第１の光学積層体１９１０、第２の光学積層体１９２０、像面１９３０、及
び絞り面１９３５を含む、光学システム１９００の断面図である。像面１９３０は、パネ
ル１９８９の表面である。第１の光学積層体１９１０は、レンズ１９１２と、絞り面１９
３５に向き合う、レンズ１９１２の主表面上に配設された、部分反射体とを含む。第２の
光学積層体１９２０は、レンズ１９２２を含み、像面１９３０に向き合う、レンズ１９２
２の主表面上に配設された、反射偏光子を含む。部分反射体に向き合う、反射偏光子上に
配設された四分の一波長位相子、又は、反射偏光子に向き合う、部分反射体上に配設され
た四分の一波長位相子が含まれる。レンズ１９１２及びレンズ１９２２は、直交軸（例え
ば、ｘ軸及びｙ軸）に対して、像面１９３０に向けて凸状である。像面１９３０上の３つ
の場所での、３つの光線束が図示されている。各束内の光線は、絞り面１９３５では実質
的に平行である。これらの光線は、主に絞り面１９３５から像面１９３０へと（例えば、
カメラ用途において）進行することができ、又は、主に像面１９３０から絞り面１９３５
へと（例えば、ディスプレイ用途において）進行することもできる。パネル１９８９は、
ディスプレイパネルとすることができ、又は画像記録パネルとすることもできる。
【００９６】
　図２０は、第１のレンズ２０１２を有する光学積層体２０１０、第２のレンズ２０２２
、像面２０３０、及び絞り面２０３５を含む、光学システム２０００の断面図である。像
面２０３０は、パネル２０８９の表面である。光学積層体２０１０は、絞り面２０３５に
向き合う、第１のレンズ２０１２の主表面上に配設された、反射偏光子を含み、像面２０
３０に向き合う、第１のレンズ２０１２の主表面上に配設された、部分反射体を含む。光
学積層体２０１０内には、反射偏光子と第１のレンズ２０１２との間に、又は部分反射体
と第１のレンズ２０１２との間に、四分の一波長位相子が含まれる。反射偏光子及び部分
反射体は、直交軸（例えば、ｘ軸及びｙ軸）に対して、像面２０３０に向けて凸状である
。像面２０３０上の３つの場所での、３つの光線束が図示されている。各束内の光線は、
絞り面２０３５では実質的に平行である。これらの光線は、主に絞り面２０３５から像面
２０３０へと（例えば、カメラ用途において）進行することができ、又は、主に像面２０
３０から絞り面２０３５へと（例えば、ディスプレイ用途において）進行することもでき
る。パネル２０８９は、ディスプレイパネルとすることができ、又は画像記録パネルとす
ることもできる。
【００９７】
　図２１は、第１の光学積層体２１１０、第２の光学積層体２１２０、像面２１３０、及
び絞り面２１３５を含む、光学システム２１００の断面図である。像面２１３０は、パネ
ル２１８９の表面である。第１の光学積層体２１１０は、レンズ２１２２と、像面２１３
０に向き合う、レンズ２１１２の主表面上に配設された、部分反射体とを含む。第２の光
学積層体２１２０は、レンズ２１２２を含み、像面２１３０に向き合う、レンズ２１２２
の主表面上に配設された、反射偏光子を含む。光学システム２１００内には、部分反射体
に向き合う、反射偏光子上に配設された四分の一波長位相子、又は反射偏光子に向き合う
、部分反射体上に配設された四分の一波長位相子、又は絞り面２１３５に向き合う、レン
ズ２１１２の主表面上に配設された四分の一波長位相子が含まれる。反射偏光子は、直交
軸（例えば、ｘ軸及びｙ軸）に対して、像面２１３０に向けて凸状である。部分反射体は
、実質的に平坦とすることができる。像面２１３０上の３つの場所での、３つの光線束が
図示されている。各束内の光線は、絞り面２１３５では実質的に平行である。これらの光
線は、主に絞り面２１３５から像面２１３０へと（例えば、カメラ用途において）進行す
ることができ、又は、主に像面２１３０から絞り面２１３５へと（例えば、ディスプレイ
用途において）進行することもできる。パネル２１８９は、ディスプレイパネルとするこ
とができ、又は画像記録パネルとすることもできる。
【００９８】
　図２２は、第１のレンズ２２１２、第２のレンズ２２２２を有する光学積層体２２２０
、像面２２３０、及び絞り面２２３５を含む、光学システム２２００の断面図である。光
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学積層体２２２０は、像面２２３０に向き合う、レンズ２２２２の主表面上に配設された
、部分反射体を含み、絞り面２２３５に向き合う、レンズ２２２２の主表面上に配設され
た、反射偏光子を含む。光学システム２２００内には、部分反射体に向き合う、反射偏光
子上に配設された四分の一波長位相子、又は、反射偏光子に向き合う、部分反射体上に配
設された四分の一波長位相子が含まれる。反射偏光子は、直交軸（例えば、ｘ軸及びｙ軸
）に対して、絞り面２２３５に向けて凸状である。部分反射体は、実質的に平坦なものと
することができ、又は、凸状若しくは凹状とすることもできる。像面２２３０上の３つの
場所での、３つの光線束が図示されている。各束内の光線は、絞り面２２３５では実質的
に平行である。これらの光線は、主に絞り面２２３５から像面２２３０へと（例えば、カ
メラ用途において）進行することができ、又は、主に像面２２３０から絞り面２２３５へ
と（例えば、ディスプレイ用途において）進行することもできる。
【００９９】
　図２３は、第１のレンズ２３１２、第２のレンズ２３２２を含む光学積層体２３２０、
第３のレンズ２３６２を含む光学積層体２３６０、像面２３３０、及び絞り面２３３５を
含む、光学システム２３００の断面図である。光学積層体２３２０は、絞り面２３３５に
向き合う、第２のレンズ２３２２の主表面上に配設された、部分反射体を含み、像面２３
３０に向き合う、第３のレンズ２３６２の主表面上に配設された、反射偏光子を含む。光
学システム２３００内には、部分反射体に向き合う、反射偏光子上に配設された四分の一
波長位相子、又は、反射偏光子に向き合う、部分反射体上に配設された四分の一波長位相
子が含まれる。反射偏光子及び部分反射体は、それぞれ、直交軸（例えば、ｘ軸及びｙ軸
）に対して、像面２３３０に向けて凸状である。像面２３３０上の３つの場所での、３つ
の光線束が図示されている。各束内の光線は、絞り面２３３５では実質的に平行である。
これらの光線は、主に絞り面２３３５から像面２３３０へと（例えば、カメラ用途におい
て）進行することができ、又は、主に像面２３３０から絞り面２３３５へと（例えば、デ
ィスプレイ用途において）進行することもできる。
【０１００】
　図１０は、頂点１０５７を有し、２つの直交軸（例えば、ｘ軸及びｙ軸）に対して湾曲
している反射偏光子１０２７の断面図である。反射偏光子１０２７は、頂点１０５７を通
過する光軸１０４０からの半径方向距離ｒ１、及び、頂点１０５７で光軸１０４０に対し
て垂直な（ｘ－ｙ平面に平行な）平面１０５７からの変位ｓ１を有する、少なくとも１つ
の第１の場所１０５２を有する。比ｓ１／ｒ１は、少なくとも０．１、又は少なくとも０
．２であり、かつ０．８未満、又は０．６未満とすることができる。例えば、一部の実施
形態では、ｓ１／ｒ１は、０．２～０．８の範囲、又は０．３～０．６の範囲である。反
射偏光子１０２７は、光軸１０４０からの半径方向距離ｒ２、及び平面１０４７からの変
位ｓ２を有する、少なくとも１つの第２の場所１０５４を有する。一部の実施形態では、
ｓ２／ｒ２は、少なくとも０．３であり、かつ０．８未満とすることができる。反射偏光
子１０２７は、直径Ｄ及び最大サグＳｍを有する。
【０１０１】
　一部の実施形態では、この反射偏光子は、光軸１０４０に対して回転対称である、又は
実質的に回転対称である。フィルム又は構成要素の形状の方位変動が、約１０パーセント
以下である場合には、そのフィルム又は構成要素は、実質的に回転対称であると言うこと
ができる。図１０及び図１１での実施形態では、方位変動とは、頂点１０５７を通る光軸
１０４０、又は頂点１１５７を通る光軸１１４０に対する、方位角座標による変動を指す
。一部の実施形態では、ｓ１／ｒ１の方位変動は、１０パーセント未満、又は８パーセン
ト未満、又は６パーセント未満、又は４パーセント未満、又は２パーセント未満、又は１
パーセント未満、又は更に０．５パーセント未満である。１つ以上の場所１０５２は、光
軸１０４０からの共通の半径方向距離ｒ１を有する場所の環とすることができ、同様に、
１つ以上の場所１０５４は、光軸１０４０からの共通の半径方向距離ｒ２を有する場所の
環とすることができる。フィルムにしわを寄せることなく、フィルムを回転対称レンズ内
に成型することができるほど、フィルムの形状の方位変動が十分に小さい場合には、その
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フィルムは、回転対称であると言うことができる。フィルム又は構成要素の形状の方位変
動が、約１パーセント以下、若しくは約０．５パーセント以下である場合には、そのフィ
ルム又は構成要素は、回転対称であると言うことができる。座標ｓ１及び座標ｒ１は、光
軸１０４０からの半径方向位置がｒ１以下であるか、又は、頂点１０５７からの、光軸に
沿った距離がｓ１以下である、反射偏光子１０２７の領域Ａ１を画定する。
【０１０２】
　図１１は、反射偏光子１０２７に相当し得る、反射偏光子１１２７の正面図である。反
射偏光子１１２７は、２つの直交軸（例えば、ｘ軸及びｙ軸）に対して湾曲しており、頂
点１１５７と、その頂点１１５７を通過する（ｚ軸に平行な）光軸１１４０とを有する。
反射偏光子１１２７は、ポリマー多層反射偏光子とすることができ、頂点１１５７で実質
的に一軸配向されている、少なくとも１つの層を有し得る。例えば、この少なくとも１つ
の層の配向は、頂点１１５７での矢印によって示されるような、ｙ方向のものとすること
ができる。この方向はまた、反射偏光子１１２７に関する遮断方向とすることもでき、直
交方向（ｘ方向）は、この反射偏光子に関する透過軸とすることができる。反射偏光子１
１２７はまた、光軸１１４０から離れた、少なくとも１つの層上の少なくとも１つの第１
の場所１１５３で、実質的に光学的二軸性であり、光軸から離れた少なくとも１つの第２
の場所１１５２で、実質的に光学的一軸性である、少なくとも１つの層も含む。
【０１０３】
　ポリマー多層光学フィルムを熱成形することにより、反射偏光子１１２７を提供するこ
とができる。この光学フィルムは、最初は、ｙ方向に沿った遮断軸で一軸配向された、少
なくとも１つの層を有する。熱成形の間に、この光学フィルムは、熱成形工具の形状に適
合するように延伸される。この光学フィルムが延伸される理由は、所望の形状が、２つの
直交軸に対して湾曲しているためである。このこととは対照的に、１つの軸に対してのみ
湾曲した形状に適合させるためには、光学フィルムを延伸する必要がない。熱成形のプロ
セスは、この光学フィルムを、第２の場所１１５２では実質的に一軸配向されたままに留
めるが（このフィルムは、熱成形の間、この場所では、その配向方向に沿って延伸される
ため）、第１の場所１１５３では、熱成形される際の光学フィルムの延伸により、二軸配
向になり得る。第１の場所１１５３及び第２の場所１１５２での遮断軸は、それらの場所
での矢印によって示されている。遮断軸は、第１の場所１１５３では、α度移行されてい
る。透過軸は、遮断軸に直交し得るものであり、この透過軸もまた、第１の場所１１５３
では、α度移行し得る。一部の実施形態では、反射偏光子１１２７の透過軸の（又は、遮
断軸の）最大変動は、この反射偏光子の全域にわたって、若しくは、この反射偏光子の、
ｓ１及びｒ１によって画定される領域にわたって、若しくは、この反射偏光子の反射開口
にわたって、約５度未満、又は約３度未満、又は約２度未満、又は約１．５度未満、又は
約１度未満であり、ｓ１及びｓ２は、反射偏光子１０２７に関して説明されるようなもの
である。反射開口とは、反射の際に光学システムによって利用される、その反射偏光子の
部分を指す。反射開口は、実質的に、その反射偏光子の全域とすることができる、又は、
その反射偏光子の境界付近の、反射偏光子の部分を除外することもできる。透過軸の最大
変動は、透過軸と一定方向（例えば、図１１でのｘ方向）との最大角度差から、その透過
軸と一定方向との最小角度差を差し引いたものとして決定することができる。
【０１０４】
　本明細書で説明される光学システムのいずれかで使用される、反射偏光子のいずれも、
第１の直線偏光状態を有する光を反射し、その第１の直線偏光状態に直交する第２の直線
偏光状態を有する光を透過するように適合させることが可能な、直線反射偏光子とするこ
とができる。
【０１０５】
　本説明の光学システムのいずれかで使用される、反射偏光子のいずれも、熱成形ポリマ
ー多層光学フィルムとすることが可能な、熱成形反射偏光子とすることができる。このポ
リマー多層光学フィルムは、交互配置された、複数の第１のポリマー層及び第２のポリマ
ー層を含み得る。このことは、交互配置された第１のポリマー層１２７２及び第２のポリ
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マー層１２７４を含む、反射偏光子１２２７の側面図である、図１２に示されている。こ
の図では、面外（厚さ）ｚ方向と、直交する面内のｘ方向及びｙ方向とが示されている。
好適なポリマー多層反射偏光子は、例えば、米国特許第５，８８２，７７４号（Ｊｏｎｚ
ａら）、及び同第６，６０９，７９５号（Ｗｅｂｅｒら）で説明されている。
【０１０６】
　一部の実施形態では、第１のポリマー層１２７２及び第２のポリマー層１２７４のうち
の少なくとも１つの層は、その層内の一部の場所で、実質的に一軸配向されているものと
することができる。一部の実施形態では、この多層光学フィルムは、熱成形の前には、実
質的に同じであるが、幅方向（例えば、ｙ方向）での屈折率とは異なる、長さ方向（例え
ば、ｘ方向）及び厚さ方向（例えば、ｚ方向）での屈折率を有する、少なくとも１つの層
を有する。一部の実施形態では、この多層光学フィルムは、熱成形の前には、実質的に一
軸延伸フィルムであり、少なくとも０．７、又は少なくとも０．８、又は少なくとも０．
８５の一軸特性度Ｕを有し、この場合、Ｕ＝（１／ＭＤＤＲ－１）／（ＴＤＤＲ１／２－
１）であり、ＭＤＤＲは、縦方向の延伸比として定義され、ＴＤＤＲは、横方向の延伸比
として定義されるものである。そのような一軸配向多層光学フィルムは、本説明と矛盾し
ない限りにおいて、参照により本明細書に組み込まれる、米国特許第２０１０／０２５４
００２号（Ｍｅｒｒｉｌｌら）で説明されている。他の実施形態では、この多層光学フィ
ルムは、熱成形の前には、実質的に一軸延伸されていない。
【０１０７】
　一軸配向多層反射偏光子としては、ＡＰＦ（３Ｍ　Ｃｏｍｐａｎｙより入手可能な、Ａ
ｄｖａｎｃｅｄ　Ｐｏｌａｒｉｚｉｎｇ　Ｆｉｌｍ）が挙げられる。ＡＰＦは、交互配置
された複数の第１のポリマー層及び第２のポリマー層を含み、第１のポリマー層は、実質
的に同じであるが、幅方向（例えば、ｙ方向）での屈折率とは異なる、長さ方向（例えば
、ｘ方向）及び厚さ方向（例えば、ｚ方向）での屈折率を有する。例えば、ｘ方向とｚ方
向との屈折率の差の絶対値は、０．０２未満又は０．０１未満とすることができ、ｘ方向
とｙ方向との屈折率の差の絶対値は、０．０５超又は０．１０超とすることができる。Ａ
ＰＦは、幅方向に沿った遮断軸、及び長さ方向に沿った通過軸を有する、直線反射偏光子
である。本説明の光学システムのいずれかで使用される、反射偏光子のいずれも、熱成形
ＡＰＦとすることができる。別段の指定のない限り、屈折率とは、５５０ｎｍの波長での
屈折率を指す。
【０１０８】
　一軸配向されていない反射偏光子は、ＤＢＥＦ（３Ｍ　Ｃｏｍｐａｎｙ（Ｓｔ．Ｐａｕ
ｌ，ＭＮ）より入手可能な、Ｄｕａｌ　Ｂｒｉｇｈｔｎｅｓｓ　Ｅｎｈａｎｃｅｍｅｎｔ
　Ｆｉｌｍ）である。ＤＢＥＦは、それぞれ、約１．８０、１．６２、及び１．５０の、
幅方向、長さ方向、及び厚さ方向での屈折率を有する、第１の層を有し得るものであり、
その一方で、ＡＰＦは、それぞれ、約１．８０、１．５６、及び１．５６の、幅方向、長
さ方向、及び厚さ方向での屈折率を有する、第１の層を有し得る。ＡＰＦ及びＤＢＥＦの
双方とも、実質的に等方性の第２の層を有し得る。一部の実施形態では、この光学システ
ムは、ＤＢＥＦを反射偏光子として使用することができ、一部の実施形態では、この光学
システムは、ＡＰＦを反射偏光子として使用することができる。更に他の実施形態では、
ＤＢＥＦ又はＡＰＦ以外の、多層ポリマー反射偏光子フィルムを使用することができる。
ＡＰＦは、２つの直交軸に対して凸状の形状へと熱成形された場合に、ＤＢＥＦに勝る改
善をもたらすことが、予期せずして見出された。そのような改善としては、ディスプレイ
システム内で使用される場合の、より高いコントラスト比、及び軸外色の低減が挙げられ
る。他の改善としては、透過軸及び遮断軸の向きの変動の低減が挙げられる。
【０１０９】
　ＤＢＥＦ及びＡＰＦの双方とも、交互配置された複数のポリマー層を含む、ポリマー多
層反射偏光子である。他の反射偏光子を、本説明の光学システム内で使用することもでき
る。一部の実施形態では、反射偏光子は、ワイヤグリッド偏光子である。このワイヤグリ
ッド偏光子は、図１３Ａ、図１３Ｂに示されており、これらの図は、それぞれ、透明な基
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材１３７０上に配設されたワイヤグリッド層１３７５を含むワイヤグリッド偏光子１３２
７の、概略上面図及び概略側面図である。そのようなワイヤグリッド偏光子は、２つの直
交軸（例えば、ｘ軸及びｙ軸）に対して湾曲した形状へと、熱成形することができる。ワ
イヤグリッド層１３７５は、その反射偏光子の遮断方向（ｙ方向）に延びる平行な列に（
熱成形の前に）配置構成された、複数のワイヤ又は金属トレース１３７７を含む。
【０１１０】
　一部の実施形態では、基材層上にワイヤグリッド層を含む、ワイヤグリッド偏光子を使
用する代わりに、レンズの表面上に金属トレースを堆積させることによって、レンズ表面
上にワイヤグリッド偏光子が形成される。
【０１１１】
　一部の実施形態では、光学システムは、部分反射体と、反射偏光子と、それら反射偏光
子と部分反射体との間に配設された、第１の四分の一波長位相子とを含む。部分反射体及
び反射偏光子は、互いに隣接して離隔配置することができる。この光学システムは、像面
及び絞り面を含み得るものであり、それら像面と絞り面との間に、部分反射体が配設され
、像面と部分反射体との間に、反射偏光子が配設される。画像源が、像面を備える場合が
あり、絞り面は、射出瞳とすることができ、又は、画像記録装置が、像面を備える場合も
あり、絞り面は、入射瞳とすることができる。画像源は、透明又は半透明とすることが可
能な、ディスプレイパネルを含み得るものであり、画像源は、シャッタを更に含み得る。
一部の実施形態では、像面は、光学システムの外部の対象物から反射された光を受光する
ように、適合させることができる。部分反射体は、所望の複数の波長又は既定の複数の波
長で、少なくとも３０％の平均光反射率を有し、また、それら所望の複数の波長又は既定
の複数の波長で、少なくとも３０％の平均光透過率も有し得る。それら所望の複数の波長
又は既定の複数の波長は、１つ以上の連続的な波長範囲を含み得る。一部の場合には、そ
れら所望の複数の波長又は既定の複数の波長は、可視波長範囲（例えば、４００ｎｍ～７
００ｎｍ）とすることができる。それら所望の複数の波長若しくは既定の複数の波長での
、平均光反射率及び平均光透過率の双方とも、例えば、３０％～７０％、又は４０％～６
０％とすることができる。第１の四分の一波長位相子及び任意の追加的な四分の一波長位
相子は、それら所望の複数の波長又は既定の複数の波長内の、少なくとも１つの波長での
、四分の一波長位相子とすることができる。四分の一波長位相子は、その位相子の高速軸
が、反射偏光子の透過軸又は遮断軸に対して４５度に方向付けられるように、方向付ける
ことができる。この反射偏光子は、直交する第１の軸及び第２の軸に対して湾曲している
。この光学システムは、像面と絞り面との間に配設された、複数の表面（例えば、１つ、
２つ、３つ、又はそれよりも多くの光学レンズの主表面、例えば、図１、図２、図５～図
９を参照）を含み得るものであり、それら複数の表面の、１つ以上の表面上に、反射偏光
子、第１の四分の一波長位相子、及び部分反射体を配設することができる。それら複数の
表面の、いずれか又は全ての表面は、非球面多項サグ式によって記述される形状を有し得
る。この光学システムは、以下の条件のうちの任意の１つ、以下の条件のうちの任意の２
つ、３つ、４つ、５つ、６つ、若しくは７つの任意の組み合わせ、又は以下の条件の全て
を満たし得る。
　（ｉ）反射偏光子及び部分反射体のそれぞれは、直交する第１の軸及び第２の軸に沿っ
て像面に向けて凸状である；
　（ｉｉ）反射偏光子は、少なくとも１つの層を備え、その少なくとも１つの層は、光軸
から離れた、少なくとも１つの層上の少なくとも１つの第１の場所で、実質的に光学的二
軸性であり、光軸から離れた少なくとも１つの第２の場所で、実質的に光学的一軸性であ
る、多層ポリマー反射偏光子であり、像面及び絞り面を通過する、いずれの主光線、若し
くは実質的にいずれの主光線も、約３０度未満、又は約２５度未満、又は約２０度未満の
入射角で、第１の光学積層体及び第２の光学積層体のそれぞれに入射する；
　（ｉｉｉ）画像源が、像面を備え、この画像源が、歪みのない像を放出し、絞り面によ
って透過される、その放出された歪みのない像の歪みが、絞り面での視野の約１０％未満
となるように、部分反射体が、第１の形状を有し、反射偏光子が、異なる第２の形状を有
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する；
　（ｉｖ）可視波長範囲内で、少なくとも１５０ｎｍ離れた少なくとも第１の波長及び第
２の波長を有し、像面及び絞り面を通って透過される、いずれの主光線、若しくは実質的
にいずれの主光線も、絞り面での視野の、１．５パーセント未満、又は１．２パーセント
未満の、あるいは、２０分角未満、又は１０分角未満の、絞り面での色分離距離を有する
；
　（ｖ）反射偏光子は、光軸に対して回転対称の、熱成形多層反射偏光子である。この反
射偏光子は、例えば、ＡＰＦ、又はＤＢＥＦとすることができ、あるいは、ワイヤグリッ
ド偏光子とすることもできる；
　（ｖｉ）光学システムは、調節可能な処方（光屈折）補正を実現する。この処方補正は
、反射偏光子と部分反射体との間の調節可能な距離、及び／又は、像面と絞り面との間に
配設されたレンズの調節可能な形状によって実現され得る；
　（ｖｉｉ）反射偏光子は、その反射偏光子の頂点を通過する光軸からの半径方向距離ｒ
１、及び、その頂点で光軸に対して垂直な平面からの変位ｓ１を有する、少なくとも１つ
の第１の場所を有する。比ｓ１／ｒ１は、少なくとも０．１、又は少なくとも０．２であ
り、かつ０．８未満、又は０．６未満とすることができる；
　（ｖｉｉｉ）画像源が、像面を備え、絞り面でのコントラスト比は、光学システムの視
野にわたって、少なくとも４０、又は少なくとも５０、又は少なくとも６０、又は少なく
とも８０、又は少なくとも１００である。
【０１１２】
　本説明の光学システムのいずれかで使用される、部分反射体のいずれも、所望の複数の
波長又は既定の複数の波長で、少なくとも３０％の平均光反射率を有し得るものであり、
かつ／又は、所望の複数の波長又は既定の複数の波長で、少なくとも３０％の平均光透過
率を有し得る。それら所望の複数の波長又は既定の複数の波長は、１つの所望の波長範囲
又は１つの既定の波長範囲とすることができ、あるいは、複数の所望の波長範囲又は複数
の既定の波長範囲とすることもできる。本説明の光学システムのいずれも、それら所望の
複数の波長又は既定の複数の波長内の、少なくとも１つの波長での、四分の一波長位相子
である、１つ以上の位相子を含み得る。それら所望の複数の波長又は既定の複数の波長は
、例えば、この光学システムが動作するように設計されている、任意の波長範囲とするこ
とができる。それら既定の複数の波長又は所望の複数の波長は、可視範囲とすることがで
き、例えば、４００ｎｍ～７００ｎｍの波長範囲とすることができる。一部の実施形態で
は、それら所望の複数の波長又は既定の複数の波長は、赤外範囲とすることができ、ある
いは、赤外波長、可視波長、及び紫外波長のうちの１つ以上を含み得る。一部の実施形態
では、それら所望の複数の波長又は既定の複数の波長は、１つの狭い波長帯域、又は複数
の狭い波長帯域とすることができ、部分反射体は、ノッチ反射体とすることができる。一
部の実施形態では、それら所望の複数の波長又は既定の複数の波長は、１００ｎｍ以下又
は５０ｎｍ以下の半値全幅を有する、少なくとも１つの連続的な波長範囲を含む。
【０１１３】
　本明細書で説明される光学システムのいずれかでは、文脈が明確にそうではないことを
示さない限り、画像源が、像面を備え得るものであり、絞り面は、第２の光学システムの
入射瞳と重なり合うように適合させることが可能な、射出瞳とすることができる。この第
２の光学システムの入射瞳は、例えば、観察者の目の入射瞳とすることができる。本明細
書で説明される光学システムのいずれかでは、文脈が明確にそうではないことを示さない
限り、画像記録装置が、像面を備え得るものであり、絞り面は、入射瞳とすることができ
る。
【０１１４】
　本説明の光学システムのいずれも、実質的に平面状の像面、及び／又は実質的に平面状
の絞り面を有し得るものであり、あるいは、これらの表面の一方又は双方は、湾曲状にす
ることもできる。像面は、最大横寸法Ａを有し得るものであり、絞り面は、最大横寸法Ｂ
を有し得るものであり、Ａ／Ｂは、少なくとも２、又は少なくとも３、又は少なくとも４
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、又は少なくとも５である。一部の実施形態では、Ａ／Ｂは、例えば、２～２０、又は３
～１０の範囲とすることができる。
【０１１５】
　本説明の光学システムのいずれも、少なくとも８０度の、少なくとも９０度の、又は少
なくとも１００度の視野を有し得る。本説明の光学システムのいずれも、絞り面及び像面
を通って透過される、少なくとも１つの主光線が、少なくとも４０度、又は少なくとも４
５度、又は少なくとも５０度の入射角で絞り面を通過し得るように、適合させることがで
きる。
【０１１６】
　本説明の一部の態様では、本説明の光学システムのうちの任意の１つ以上を含む、装置
が提供される。この装置は、例えば、ヘッドマウント式ディスプレイ若しくは投影システ
ムなどのディスプレイ装置、投影器とすることも可能な照明器、ビームエキスパンダ、カ
メラ、又は拡大装置とすることができ、あるいは、それらを含み得るものである。拡大装
置は、例えば、望遠鏡、双眼鏡、又は顕微鏡とすることができる。
【０１１７】
　一部の実施形態では、反射偏光子は、熱成形されている。反射偏光子などの光学フィル
ムは、異方性の機械的特性を有し得るものであり、この特性により、熱成形光学フィルム
の所望の形状を得ることが困難なものとなるが、これは、熱成形金型からフィルムを取り
出した後の、その光学フィルムの異方性の収縮によるものである。この異方性の機械的特
性は、反射偏光子の少なくとも一部の層内での、ポリマー分子の異方性の配向により、そ
の多層ポリマー反射偏光子内に生じ得るものである。ポリマーフィルムの表面上にワイヤ
を備える、ワイヤグリッド偏光子での、異方性の機械的特性は、１つの方向で延在し得る
ワイヤの異方性により生じ得るものである。本説明によれば、光学フィルムが異方性の機
械的特性を有する場合に、所望の形状を有する光学フィルムを提供するための方法が見出
された。
【０１１８】
　図１５は、所望の形状を有する所望の光学フィルムの作製方法１５８０を示す、概略フ
ロー図であり、この方法は、（ｉ）所望の形状とは異なる第１の形状を有する外表面を有
する、熱成形工具を準備するステップ（ステップ１５８２）と、（ｉｉ）光学フィルムを
加熱することにより、軟化光学フィルムを結果として得るステップ（ステップ１５８４）
と、（ｉｉｉ）この軟化光学フィルムを、少なくとも、直交する第１の方向及び第２の方
向（例えば、図１６のｘ方向及びｙ方向）に沿って、軟化フィルムを延伸させながら、第
１の形状を有する外表面に適合させることにより、第１の形状を有する適合化光学フィル
ムを結果として得るステップ（ステップ１５８６）と、（ｉｖ）その適合化光学フィルム
を冷却することにより、所望の形状を有する所望の光学フィルムを結果として得るステッ
プ（ステップ１５８８）と、を含む。冷却ステップは、光学フィルムを工具から離すステ
ップを含み得る。例えば、一部の実施形態では、光学フィルムは、工具から取り外されて
、放冷される。一部の実施形態では、この方法は、光学フィルム上に光学レンズを成型す
る（例えば、フィルムインサート成型する）ことにより、光学積層体を結果として得るス
テップを、更に含む。
【０１１９】
　一部の実施形態では、この所望の光学フィルムは、異方性の機械的特性を有する任意の
光学フィルムであり、本明細書で説明される反射偏光子のうちのいずれかとすることがで
きる。一部の実施形態では、この所望の光学フィルムは、四分の一波長コーティングを有
する反射偏光子、あるいは、積層された反射偏光子フィルム及び四分の一波長位相子フィ
ルムである。所望の形状は、その光学フィルムの（例えば、図１６のｚ軸に平行な）光軸
に対して回転対称の形状とすることができる。この光学フィルムの光軸は、その光学フィ
ルムを含む光学積層体の光軸と一致し得る。
【０１２０】
　図１６は、光学フィルムを熱成形する際に使用するために好適な、熱成形工具１６８１
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の概略断面図である。熱成形工具１６８１は、外表面１６８５を有し、基底部１６８７上
に配設された、ドーム状部分１６８３を含む。外表面１６８５は、例えば、楕円体の一部
分の形状を有し得る。この楕円体は、大径及び小径を有し得るものであり、大径と小径と
の比は、例えば、１．０１～１．１の範囲、又は１．０１～１．０５の範囲とすることが
できる。方法１５８０に従って、そのような楕円体の工具上で、反射偏光子フィルムを熱
成形することにより、例えば、そのフィルムを工具から取り外して、そのフィルムを放冷
した後に、回転対称の反射偏光子を提供することができる点が見出された。
【０１２１】
　本説明の光学システムのいずれかに含めることが可能な、本説明の反射偏光子のいずれ
も、プロセス１５８０に従って、かつ／又は熱成形工具１６８１を使用して、熱成形する
ことができる。反射偏光子、及び他の光学フィルムは、例えば、フィルムインサート成型
プロセスで、そのフィルム上に好適なレンズ材料（例えば、ポリカーボネート）を射出成
型することによって、光学レンズを含む光学積層体内に組み込むことができる。
【０１２２】
　本説明の光学システムのいずれも、ヘッドマウント式ディスプレイ（例えば、仮想現実
ディスプレイ）又はカメラ（例えば、携帯電話内に配設されたカメラ）などの装置内で、
使用することができる。図１７は、フレーム１７９２、第１のディスプレイ部分１７９４
ａ及び第２のディスプレイ部分１７９４ｂ、カメラ１７９６、並びに視標追跡ユニット１
７９８を含む、ヘッドマウント式ディスプレイ１７９０の概略上面図である。第１のディ
スプレイ部分１７９４ａは、外側表面１７８２ａ及び内側表面１７８４ａを含み、第２の
ディスプレイ部分１７９４ｂは、外側表面１７８２ｂ及び内側表面１７８４ｂを含む。カ
メラ１７９６は、外側表面１７８６及び内側表面１７８８を含む。第１のディスプレイ部
分１７９４ａ及び第２のディスプレイ部分１７９４ｂのそれぞれは、本説明の光学システ
ムのいずれかの像面を備える、ディスプレイパネルを含み得るものであり、この光学シス
テムの絞り面は、ユーザの入射瞳に重なり合うように適合された、射出瞳である。例えば
、第１のディスプレイ部分１７９４ａ（及び、同様に第２のディスプレイ部分１７９４ｂ
に関して）は、光学システム１００の、像面１３０並びに第１の光学積層体１１０及び第
２の光学積層体１２０を含み得る。像面１３０は、外側表面１７８２ａに隣接して配設す
ることができ、絞り面１３５は、観察者に向けた（内側表面１７８４ａからマイナスｚ方
向の）、第１のディスプレイ部分１７９４ａの外側に存在し得る。一部の実施形態では、
別個の複数のディスプレイパネルの代わりに、部分１７９４ａ及び部分１７９４ｂにわた
る単一のディスプレイパネルを使用することができる。
【０１２３】
　任意選択的に省略することが可能な、カメラ１７９６は、本説明の任意の光学システム
を含み得るものであり、絞り面は、その光学システムの入射瞳であり、画像記録装置が、
像面を備える。例えば、カメラ１７９６は、光学システム１００の、第１の光学積層体１
１０及び第２の光学積層体１２０を含み得る。像面１３０は、内側表面１７８８に隣接し
て配設された、画像記録装置の表面とすることができ、絞り面１３５は、外側表面１７８
６に隣接して配設することができ、又は、観察者から離れる方向で（外側表面１７８６か
らプラスｚ方向で）、このカメラの外側に存在し得る。
【０１２４】
　ヘッドマウント式ディスプレイ１７９０は、本説明の光学システムのうちの３つを含み
得る。他の実施形態では、ヘッドマウント式ディスプレイ内には、１つ又は２つのみの、
本説明の光学システムが含まれる。例えば、一部の実施形態では、ヘッドマウント式ディ
スプレイは、本説明の単一の光学システムを含むことにより、ユーザの一方の目に像が提
供されると同時に、他方の目は、そのユーザの環境を遮られずに見通すことができる。更
に他の実施形態では、本説明の４つ以上の光学システムを含めることができる。例えば、
それぞれが本説明の光学システムを含む、２つのカメラユニットを含めることにより、図
１７と同様に２つのディスプレイユニットを利用しつつ、ユーザに立体視を提供する、又
は複数の視点（例えば、ピクチャーインピクチャー）を提供することができる。
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【０１２５】
　ヘッドマウント式ディスプレイ１７９０は、任意選択的に省略することが可能な、視標
追跡ユニット１７９８を備える視標追跡システムを含み得る。このシステムは、画像セン
サ及び画像プロセッサを利用して、ユーザの瞳の直径及び位置を監視することができる。
第１の部分１７９８内に含まれるディスプレイパネルからの光が、ユーザの瞳から反射し
て、第１の部分１７９８内に配設された光学システムの反射偏光子から、視標追跡ユニッ
ト１７９８内に反射し得る。あるいは、視標追跡ユニット１７９８は、第１の部分１７９
４ａ内の反射構成要素に向けて光を放出する、光源（例えば、赤外光源）を含み得るもの
であり、その光は、観察者の目に向けて反射される。次いで、この光は、その目から反射
して、第１の部分１７９４ａ内の反射構成要素から、視標追跡ユニット１７９８に向けて
反射して戻る。
【０１２６】
　この目監視システムが検出することが可能な、目の属性としては、目の視線方向、瞳の
直径及び直径の変化、眼瞼のまばたき、視標追跡対象、並びに眼球の衝動性移動のうちの
１つ以上を挙げることができる。視標追跡パラメータとしては、眼球回転の速度、及び、
対象物の移動と目の移動との時間差若しくは位相を挙げることができる。眼球の衝動性移
動は、その移動の持続時間、速度、及びパターンを含んでもよい。このシステムは、周囲
光条件を考慮に入れ、瞳孔反射に基づいて、そのシステムのユーザの疲労及び認知処理負
荷を定量化することができ、履歴データに基づいて、そのユーザに対して個人化すること
ができる。
【０１２７】
　一部の実施形態では、この視標追跡ユニットは、カメラ（例えば、赤／緑／青（ＲＧＢ
）カメラ、又は赤外線（ＩＲ）カメラ）を含み、このカメラは、本説明の光学システムを
含む場合もあれば、又は含まない場合もあり、目の画像を捕捉することが可能なものであ
る。ＩＲカメラを使用することにより、周囲光条件を判定することができるが、これは、
その目の画像の平均ＩＲ輝度が、周囲光レベルを示すためである。
【０１２８】
　一部の実施形態では、ヘッドマウント式ディスプレイ１７９０は、瞳のサイズの変化を
検出し、その情報を使用して、ユーザの疲労及び認知処理負荷を定量化するように適合さ
れた、視標追跡システムを含む。一部の実施形態では、ヘッドマウント式ディスプレイ１
７９０は、以下のステップのうちの１つ以上又は全てを実施するように（例えば、組み込
みプロセッサ上で実行されるアルゴリズムを使用して）適合される。
　ステップ１：目のグレースケール画像を捕捉する。
　ステップ２：ノイズをフィルタ除去する（例えば、ガウシアンフィルタを使用）。
　ステップ３：目の画像内の各画素に関する、勾配の大きさ及び方向を算出する。
　ステップ４：より高い勾配の大きさを有する画素を特定する（これらは、対象物の縁部
である可能性が高い）。
　ステップ５：例えば、人間の視覚認知のヘルムホルツの原理に従って、前ステップで特
定された画素を接続することによって、縁部を特定する。
　ステップ６：縁部の線分を、多項式によって定義される楕円又は他の形状の式と比較す
る。最小の楕円状の形状を、瞳として特定することができる。虹彩の面積もまた、判定す
ることができ、精度を向上させるために使用することができる。閃光などの、画像内に存
在し得る他の楕円形状は、除外することができる。
　ステップ７：従前に行った線適合、及び目とカメラとの距離に基づいて、瞳のサイズ（
例えば、直径又は面積）を算出する。
　ステップ８：周囲光条件を考慮に入れるために、調整係数を決定して、算出された瞳の
サイズに適用する。周囲光条件は、ヘッドマウント式ディスプレイ内に含まれる追加的セ
ンサを使用して、又は、捕捉した画像の輝度解析を介して、判定することができる。
　ステップ９：任意選択的に、調整済みの瞳のサイズを、データベース内に保存する。こ
の瞳のサイズは、時間の関数として記録することができ、時系列（経時的に作成された一
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連のデータ点）として記憶させることができる。
【０１２９】
　ヘッドマウント式ディスプレイ１７９０は、視標追跡ユニット１７９８を使用して判定
された、瞳のサイズ及び／又は瞳の方向の情報に基づいて、第１の部分１７９４ａ及び第
２の部分１７９４ｂ内での、ディスプレイパネルによって生成される光の強度を変化させ
るように、適合させることができる。この視標追跡システムは、ユーザが見ている虚像の
場所を検出するように構成することができ、この光学システムは、本明細書の他の箇所で
説明されるように、その光学システム内の１つ以上のレンズの位置を調節することによっ
て、立体的に提示されるような、その対象物の奥行きに、その虚像距離を合致させるべく
調節するように、適合させることができる。
【０１３０】
　一部の実施形態では、ヘッドマウント式ディスプレイ１７９０は、内側表面１７８４ａ
及び／又は内側表面１７８４ｂに隣接して、度付きレンズを取り付けることができるよう
に構成される。
【０１３１】
　本説明の一部の態様では、本説明の光学システムを含む、装置が提供される。そのよう
な装置の実施例は、本説明の光学システムのうちの１つ以上を含むヘッドマウント式ディ
スプレイ１７９０などの、ヘッドマウント式ディスプレイである。図２４Ａは、光学シス
テム２４００を含む装置２４９０の、概略上面図である。光学システム２４００は、反射
偏光子２４２７と、部分反射体２４１７と、それら反射偏光子２４２７と第１の四分の一
波長位相子２４２５との間に配設された、第１の四分の一波長位相子２４２５とを含む。
反射偏光子２４２７、部分反射体２４１７、及び第１の四分の一波長位相子２４２５は、
本明細書の他の箇所で説明される、反射偏光子、部分反射体、又は第１の四分の一波長位
相子のいずれかに相当し得る。例えば、一部の実施形態では、反射偏光子２４２７は、ポ
リマー多層反射偏光子（例えば、ＡＰＦ）であり、一部の実施形態では、反射偏光子２４
２７は、ワイヤグリッド偏光子である。反射偏光子２４２７は、直交する第１の軸及び第
２の軸に対して湾曲状のものとすることができ、所望の形状へと熱成形することができる
。部分反射体２４１７は、直交する第１の軸及び第２の軸に対して湾曲状のものとするこ
とができ、あるいは、平坦状のものとするか、又は１つの軸に対してのみ湾曲状のものと
することもできる。同様に、第１の四分の一波長位相子２４２５は、直交する第１の軸及
び第２の軸に対して湾曲状のものとすることができ、あるいは、平坦状のものとするか、
又は１つの軸に対してのみ湾曲状のものとすることもできる。反射偏光子２４２７、部分
反射体２４１７、及び第１の四分の一波長位相子２４２５は、本明細書の他の箇所で説明
されるような、１つ以上のレンズの表面上に配設することができる。
【０１３２】
　装置２４９０は、例えば、ディスプレイ装置、ビームエキスパンダ、カメラ、又は、望
遠鏡、顕微鏡、双眼鏡などの拡大装置とすることができる。双眼鏡又はヘッドマウント式
ディスプレイの場合には、２つ以上の光学システム２４００を含めることができる。例え
ば、光学システム２４００の２つ（それぞれの目に対して１つ）を含めることができ、２
つの光学システムを含む装置の実施例が、図２４Ｃに示される。ディスプレイ用途では、
部分反射体２４１７が、そのディスプレイの画像形成装置（例えば、ディスプレイパネル
）に向き合う状態に、光学システム２４００を方向付けることができる。カメラ用途では
、反射偏光子２４２７が、そのカメラの入射瞳に向き合い、部分反射体２４１７が、見ら
れる対象物又は環境に向き合う状態に、光学システム２４００を方向付けることができる
。光学システム２４００の絞り面は、光学システム２４００の外部の対象物から反射され
た光を受光するように適合された、開口とすることができ、光学システム２４００の像面
は、画像記録装置の表面とすることができる。望遠鏡、顕微鏡、及び双眼鏡の用途では、
光学システム２４００を、対物部分装置で使用することができ、又は、その装置の接眼部
で使用することもでき、反射偏光子は、いずれの場合にも観察者に向き合う。光学システ
ム２４００の像面は、光学システム２４００の外部の対象物から反射された光を受光する
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ように適合させることができ、光学システム２４００の絞り面は、観察者の瞳に重なり合
うように適合された、射出瞳とすることができる。
【０１３３】
　図２４Ｂは、図２４Ａの光学システム２４００を含むディスプレイ装置２４９０ｂの、
概略上面図である。ディスプレイ装置２４９０は、透明又は半透明のディスプレイパネル
２４３１と、シャッタ２４９３とを含む。本明細書の他の箇所で説明されるように、透明
又は半透明のディスプレイパネル２４３１は、例えば、ＯＬＥＤパネル又はＬＣＤパネル
とすることができ、シャッタ２４９３は、例えば、ＰＤＬＣシャッタとすることができる
。ディスプレイパネル２４３１は、反射偏光子２４１７に向けて凸状であるように示され
ている。他の実施形態では、ディスプレイパネル２４３１は、反射偏光子２４１７に向け
て凹状とすることができる。更に他の実施形態では、ディスプレイパネル２４３１は、平
坦なものとすることができる、又は実質的に平坦なものとすることができる（かつ、実質
的に平面状の像面を有し得る）。ディスプレイパネル２４３１（及び、その像面）は、２
つの直交軸に対して湾曲状のものとすることができる、又は、１つの軸に対してのみ湾曲
状のものとすることができる。シャッタ２４９３は、ディスプレイパネル２４３１と同じ
形状、又は異なる形状を有し得る。シャッタ２４９３は、２つの直交軸に対して湾曲状の
ものとすることができる、又は１つの軸に対してのみ湾曲状のものとすることができる、
あるいは、実質的に平坦なもの（実質的に平面状のもの）とすることもできる。光学シス
テム２４００に周囲光が進入することを可能にする、又は、光学システム２４００に周囲
光が進入することを阻止するために、シャッタ２４９３を利用することができる。ディス
プレイ装置２４９０ｂは、光学システム２４００とディスプレイパネル２４３１との間に
配設された、任選択的な追加的偏光子２４６８を含み得る。任選択的な追加的偏光子２４
６８は、直線偏光子とすることができ、反射偏光子又は吸収偏光子とすることもできる。
一部の実施形態では、任選択的な追加的偏光子２４６８が含まれることはない、又は、任
選択的な追加的偏光子２４６８を、例えば、ディスプレイパネル２４３１の構成要素とし
て含めることができる。任選択的な追加的偏光子２４６８は、図示のように、実質的に平
坦なものとすることができる、又は、１つの軸に対して、若しくは２つの直交軸に対して
、湾曲状のものとすることもできる。
【０１３４】
　図２４Ｃは、接眼部分２４９７－１内に第１の光学システム２４００－１を含み、接眼
部分２４９７－２内に第２の光学システム２４００－２を含む、装置２４９０ｃの概略上
面図である。装置２４９０ｃは、例えば、双眼鏡又は顕微鏡とすることができる。第１の
光学システム２４００－１は、反射偏光子２４２７－１と、部分反射体２４１７－１と、
それら反射偏光子２４２７－１と四分の一波長位相子２４２５－１との間に配設された、
四分の一波長位相子２４２５－１とを含む。第２の光学システム２４００－２は、反射偏
光子２４２７－２と、部分反射体２４１７－２と、それら反射偏光子２４２７－２と四分
の一波長位相子２４２５－２との間に配設された、四分の一波長位相子２４２５－２とを
含む。反射偏光子２４２７－１及び反射偏光子２４２７－２、部分反射体２４１７－１及
び部分反射体２４１７－２、並びに四分の一波長位相子２４２５－１及び四分の一波長位
相子２４２５－２は、本明細書の他の箇所で説明される、反射偏光子、部分反射体、又は
四分の一波長位相子のいずれかに相当し得る。反射偏光子２４２７－１及び反射偏光子２
４２７－２は、直交する第１の軸及び第２の軸に対して湾曲状のものとすることができ、
所望の形状へと熱成形することができる。部分反射体２４１７－１及び部分反射体２４１
７－２もまた、任意選択的に、直交する第１の軸及び第２の軸に対して湾曲状のものとす
ることができ、あるいは、図示のように平坦状のものとするか、又は１つの軸に対しての
み湾曲状のものとすることもできる。同様に、四分の一波長位相子２４２５－１及び四分
の一波長位相子２４２５－２は、直交する第１の軸及び第２の軸に対して湾曲状のものと
することができ、あるいは、図示のように平坦状のものとするか、又は１つの軸に対して
のみ湾曲状のものとすることもできる。反射偏光子２４２７－１及び反射偏光子２４２７
－２、部分反射体２４１７－１及び部分反射体２４１７－２、並びに四分の一波長位相子
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２４２５－１及び四分の一波長位相子２４２５－２は、本明細書の他の箇所で説明される
ような、１つ以上のレンズの表面上に配設することができる。
【０１３５】
　装置２４９０ｃは、対物部分２４９９－１及び対物部分２４９９－２を含む。対物部分
２４９９－１及び対物部分２４９９－２は、見られている対象物に向き合うように適合さ
れ、接眼部分は、観察者の目に向き合うように適合される。光学システム２４００－１（
及び、同様に光学システム２４００－２に関して）の像面は、部分反射体２４１７－１と
対物部分２４９９－１との間に存在し得るか、対物部分２４９９－１内部に存在し得るか
、又は接眼部分２４９７－１と対物部分２４９９－１との間に存在し得る。光学システム
２４００－１（及び、同様に光学システム２４００－２に関して）の絞り面は、ユーザの
瞳に重なり合うように適合された、射出瞳とすることができる。
【０１３６】
　対物部分２４９９－１は、１つ以上の光学レンズ２４９１－１を含み得るものであり、
対物部分２４９９－２は、１つ以上の光学レンズ２４９１－２を含み得る。代替的実施形
態では、接眼部分２４９７－１及び対物部分２４９９－１は、望遠鏡又は顕微鏡として使
用するために、接眼部分２４９７－２及び対物部分２４９９－２を伴わずに提供される。
【０１３７】
　図２５は、本明細書で説明される光学システムのうちのいずれかを含み得る装置２５９
０と、偏光ビーム分割システム２５０４ａを含む照明器２５０２ａとを含む、装置２５９
０ａの概略側面図である。装置２５９０ａは、例えば、照明器として説明することができ
、例えば、小型投影システムとすることができる。偏光ビーム分割システム２５０４ａは
、偏光ビームスプリッタ２５００ａ、並びに第１の反射構成要素２５３２ａ及び第２の反
射構成要素２５３４ａを含む。照明器２５０２ａは、光源２５５０ａを更に含む。偏光ビ
ームスプリッタ２５００ａは、偏光ビームスプリッタ１００に相当し得るものであり、第
１のプリズム２５１０ａ及び第２のプリズム２５２０ａ、並びに反射偏光子２５３０ａを
含む。第１のプリズム２５１０ａは、入力面２５１２ａ、出力面２５１４ａ、及び第１の
斜辺２５１６ａを含む。入力面２５１２ａは、入力アクティブ領域２５１３ａを有し、出
力面２５１４ａは、出力アクティブ領域２５１５ａを有する。装置２５９０は、最大受光
領域２５４３ａを有する。第２のプリズム２５２０ａは、結像面２５２４ａ及び第２の斜
辺２５２６ａを有する。反射偏光子２５３０ａは、第１の斜辺２５１６ａと第２の斜辺２
５２６ａとの間に配設されている。光源２５５０ａは、エンベロープ２５５２ａ及び中心
光線２５５６ａを有する光ビームを生成し、この中心光線２５５６ａは、第１区画、第２
区画、第３区画、及び第４区画、２５５７ａ－１～２５５７ａ－４を有する、折り返し光
軸２５５７ａを画定する。第１の反射構成要素２５３２ａは、光源２５５０ａの反対側で
偏光ビームスプリッタ２５００ａに隣接して配設され、第２の反射構成要素２５３４ａは
、装置２５９０の反対側で偏光ビームスプリッタ２５００ａに隣接して配設されている。
【０１３８】
　一部の実施形態では、第１のプリズム２５１０ａは、第１の体積を有し、第２のプリズ
ム２５２０ａは、第２の体積を有し、第１の体積は、第２の体積の約半分以下（又は、約
６０パーセント以下、若しくは約４０パーセント以下）である。
【０１３９】
　装置２５９０は、ビームエキスパンダとすることができ、装置２４９０に相当し得る。
装置２５９０は、反射偏光子と、部分反射体と、それら反射偏光子と部分反射体との間に
配設された第１の四分の一波長位相子とを含み得る。ビームエキスパンダとして使用され
る場合、装置２５９０は、部分反射体に入射する入力光ビームを受光して、拡大された出
力光ビームを透過するように、適合させることができる。例えば、入力光ビームは、収束
するか若しくは平行化されたものとすることができ、出力光ビームは、発散するものとす
ることができ、又は、入力光ビームは、第１の発散角を有し得るものであり、出力光ビー
ムは、より大きい第２の発散角を有し得る。装置２５９０は、部分反射体が照明器２５０
２ａに向き合うように、方向付けることができる。追加的偏光子（例えば、追加的な反射
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偏光子又は吸収偏光子）を、装置２５９０と出力面２５１４ａとの間に配設することがで
きる、又は、装置２５９０内に、反射偏光子の反対側で部分反射体の近位に含めることも
できる。照明器２５０２ａは、小型照明システムを提供し得るものであり、装置２５９０
は、より広い視野を提供するための、ビームエキスパンダとして使用することができる。
装置２５９０と共に使用することが可能な他の照明器が、２０１５年６月３０日出願の「
Ｉｌｌｕｍｉｎａｔｏｒ」と題された米国特許仮出願第６２／１８６９４４号で説明され
ており、本説明と矛盾しない限りにおいて、参照により本明細書に組み込まれる。装置２
５９０は、互いに隣接して離隔配置された、部分反射体及び反射偏光子を含む、ビームエ
キスパンダとすることができ、このビームエキスパンダは、部分反射体に入射する収束光
を受光して、反射偏光子を通して発散光を透過するように、適合させることができる。
【０１４０】
　第２の反射構成要素２５３４ａは、最大アクティブ領域２５３６ａを有する。第２の反
射構成要素２５３４ａは、画像形成装置とすることができ、最大アクティブ領域２５３６
ａは、その画像形成装置の最大画像領域とすることができる。エンベロープ２５５４ａ内
に、第２の反射構成要素２５３４ａから、光が（例えば、反射されることによって）放出
される。第１の反射構成要素２５３２ａ及び第２の反射構成要素２５３４ａの一方若しく
は双方は、７０パーセント超、又は８０パーセント超、又は９０パーセント超の正反射率
を有し得る。第１の反射構成要素２５３２ａ及び／又は第２の反射構成要素２５３４ａは
、平坦状のものとすることができ、又は１つ以上の軸で湾曲状のものとすることもできる
。
【０１４１】
　一部の実施形態では、第２の反射構成要素２５３４ａは、その上に入射する光を変調す
るように適合される。例えば、第２の反射構成要素２５３４ａは、空間的に変調された偏
光状態を有する光を反射する、画像形成装置とすることができる。第２の反射構成要素２
５３４ａは、画素化することができ、パターン化光を生成することができる。エンベロー
プ２５５４ａ内の、第２の反射構成要素２５３４ａから反射された光は、収束パターン化
光とすることができる。第２の反射構成要素２５３４ａとして利用することが可能な、好
適な画像形成装置としては、シリコン基板上液晶（ＬＣｏＳ）装置が挙げられる。このＬ
ＣｏＳ装置は、平坦状のものとすることができ、又は１つ以上の軸で湾曲状のものとする
こともできる。
【０１４２】
　図２５内の様々な構成要素は、例示の明瞭性のために、離隔配置されて示されている。
しかしながら、例えば、これらの様々な構成要素を直接接触させるか、又は、光学的に透
明な接着剤によって取り付けることも可能である点を理解されたい。一部の実施形態では
、反射偏光子２５３０ａは、光学的に透明な接着剤層を使用して、第１のプリズム２５１
０ａ及び第２のプリズム２５２０ａの一方若しくは双方に取り付けられる。一部の実施形
態では、装置２５９０は、光学的に透明な接着剤で、出力面２５１４ａに取り付けられる
。一部の実施形態では、光源２５５０ａは、入力面２５１２ａに直接隣接させることがで
き、又は、光学的に透明な接着剤層によって、入力面２５１２ａに取り付けることができ
る。一部の実施形態では、第１の反射構成要素２５３２ａ及び／又は第２の反射構成要素
２５３４ａは、光学的に透明な接着剤で、第２のプリズム２５２０ａに取り付けることが
できる。反射偏光子２５３０ａは、本明細書の他の箇所で説明される反射偏光子のうちの
いずれかとすることができる。一部の実施形態では、反射偏光子２５３０ａは、ポリマー
多層反射偏光子、ワイヤグリッド偏光子、マクニール型反射偏光子、又はコレストリック
反射偏光子である。
【０１４３】
　折り返し光軸２５５７ａは、光源２５５０ａから第１の反射構成要素２５３２ａへと第
１の方向（正のｘ方向）で延びる第１区画２５５７ａ－１と、第１の方向の反対の第２の
方向（負のｘ方向）で延びる第２区画２５５７ａ－２と、第３の方向（負のｙ方向）で延
びる第３区画２５５７ａ－３と、第３の方向の反対の第４の方向（正のｙ方向）で延びる
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第４区画２５５７ａ－４とを含む。第１区画２５５７ａ－１と第２区画２５５７ａ－２と
は重なり合うが、例示の容易性のために、図２５では、それらは小さい間隔を置いて示さ
れている。同様に、第３区画２５５７ａ－３と第４区画２５５７ａ－４とは重なり合うが
、例示の容易性のために、図２５では、それらは小さい間隔を置いて示されている。第１
の方向及び第２の方向は、実質的に、第３の方向及び第４の方向に直交する。第１の反射
構成要素２５３２ａは、実質的に、第１区画２５５７ａ－１に対して垂直であり、第２の
反射構成要素２５３４ａは、実質的に、第３区画２５５７ａ－３に対して垂直である。
【０１４４】
　光源２５５０ａは、エンベロープ２５５２ａを有する光ビームを生成し、このエンベロ
ープ２５５２ａは、照明器２５０２ａによって使用される、光源２５５０ａからの光で照
明される入力面２５１２ａの領域としての、入力アクティブ領域２５１３ａを画定する。
光源２５５０ａは、エンベロープ２５５２ａの外側の光を、実質的に生成し得ないもので
ある、又は、このエンベロープの外側に生成されるいずれの光も、装置２５９０に進入す
ることなく、この照明器から抜け出る角度のものである。
【０１４５】
　光源２５５０ａからの光の少なくとも一部分は、順に、第１のプリズム２５１０ａを通
って透過され、反射偏光子２５３０ａを通って透過され、第２のプリズム２５２０ａを通
って透過され、第１の反射構成要素２５３２ａから反射され、第２のプリズム２５２０ａ
に戻って透過され、反射偏光子２５３０ａから反射され、第２のプリズム２５２０ａを通
って透過され、第２の反射構成要素２５３４ａに入射し、第２の反射構成要素２５３４ａ
から反射され、第２のプリズム２５２０ａ及び反射偏光子２５３０ａ及び第１のプリズム
２５１０ａを通って透過され、最終的に、装置２５９０を通って照明器から出射される。
このことは、図２５で、中心光線２５５６ａに関して示されている。一部の実施形態では
、第１の反射構成要素２５３２ａは、四分の一波長位相子とすることが可能な、偏光回転
子を含む。反射偏光子２５３０ａの通過軸に沿った偏光を有する、光源２５５０ａからの
光は、反射偏光子２５３０ａを通って透過され、次いで、第１の反射構成要素２５３２ａ
から、反射偏光子２５３０ａに向けて反射して戻ることになる。第１の反射構成要素２５
３２ａが、四分の一波長位相子を含む実施形態では、そのような光は、反射偏光子２５３
０ａに向けて反射して戻る場合、その四分の一波長位相子を２回通過する。その場合、こ
の光は、反射偏光子２５３０ａの通過軸に実質的に直交する偏光を有し、そのため、反射
偏光子２５３０ａから第２の反射構成要素２５３４ａに向けて反射し、その第２の反射構
成要素２５３４ａは、反射偏光子２５３０ａに向けて、空間的に変調された光を放出して
（例えば、反射させて）戻すことができる。この空間的に変調された光は、空間的に変調
された偏光を有し得る。反射偏光子２５３０ａの通過軸に沿った偏光を有する、その空間
的に変調された光の部分は、結像光として反射偏光子２５３０ａを通過し、出力アクティ
ブ領域２５１５ａを通って第１のプリズム２５１０ａから出射され、装置２５９０を通っ
て照明器から出射されることになる。
【０１４６】
　照明器２５０２ａは、折り返し光路型照明器２５０２ａを通過する（エンベロープ２５
５２ａ内の）光ビームを、画像形成装置（第２の反射構成要素２５３４ａ）上に方向付け
、その画像形成装置から、（エンベロープ２５５４ａ内の）収束パターン化光を反射させ
ることによって、画像が投影されることを可能にする。折り返し光路型照明器２５０２ａ
を通過する光ビームを方向付けするステップは、偏光ビームスプリッタ２５００ａに光を
通過させて第１の反射構成要素２５３２ａに方向付けるステップと、その光の少なくとも
一部を、偏光ビームスプリッタ２５００ａに向けて反射させて戻すステップと、その偏光
ビームスプリッタ２５００ａからの光の少なくとも一部を、画像形成装置に向けて反射さ
せるステップとを含む。この収束パターン化光の少なくとも一部分は、偏光ビームスプリ
ッタ２５００ａを通って、かつ装置２５９０を通って透過される。
【０１４７】
　光源２５５０ａからの光は、その光が、第１の反射構成要素２５３２ａ及び反射偏光子
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２５３０ａから反射された後に、第２の反射構成要素２５３４ａの最大領域を照射する。
この最大領域は、最大アクティブ領域２５３６ａに等しいものとすることができる。ある
いは、最大アクティブ領域２５３６ａは、反射性である、第２の反射構成要素２５３４ａ
の最大領域とすることもできる。例えば、第２の反射構成要素２５３４ａは、最大画像領
域を有する、画像形成装置とすることができる。この最大画像領域の外側で画像形成装置
に入射するいずれの光も、装置２５９０に向けて反射させることはできない。この場合に
は、最大アクティブ領域２５３６ａは、その画像形成装置の最大画像領域となる。最大ア
クティブ領域２５３６ａは、出力面２５１４ａ上の出力アクティブ領域２５１５ａ、及び
装置２５９０の最大受光領域２５４３ａを画定するが、これは、最大アクティブ領域２５
３６ａから装置２５９０に向けて、エンベロープ２５５４ａ内で光が反射され、その光が
、実質的に出力アクティブ領域２５１５ａ内でのみ、出力面２５１４ａを照射し、実質的
に最大受光領域２５４３ａ内でのみ、装置２５９０を照射するためである。照明器２５０
２ａは、第２の反射構成要素２５３４ａから反射されて装置２５９０を通過する、エンベ
ロープ２５５４ａ内の光が、それら第２の反射構成要素２５３４ａと装置２５９０との間
で収束するように構成されている。このことにより、最大アクティブ領域２５３６ａより
も小さい出力アクティブ領域２５１５ａよりも、最大アクティブ領域２５３６ａが小さく
なるという結果が得られる。
【０１４８】
　一部の実施形態では、入力アクティブ領域２５１３ａ及び／又は出力アクティブ領域２
５１５ａは、最大画像領域とすることが可能な、最大アクティブ領域２５３６ａの、約６
０パーセント未満、又は約５０パーセント未満（すなわち、約半分未満）、又は約４０パ
ーセント未満、又は約３５パーセント未満である。一部の実施形態では、入力面２５１２
ａの最大表面積（入力面２５１２ａの総面積）は、最大画像領域の約半分未満である。一
部の実施形態では、出力面２５１４ａの最大表面積（出力面２５１４ａの総面積）は、最
大画像領域の約半分未満である。
【０１４９】
　光源２５５０ａ、又は本説明の光源のいずれかは、１つ以上の実質的に単色の発光素子
を含み得る。例えば、光源２５５０ａは、赤色、緑色、又は青色の発光ダイオード（ＬＥ
Ｄ）を含み得る。シアン及び黄色などの、他の色もまた、含めることができる。あるいは
、又は更には、広域スペクトル（例えば、白色、又は実質的に白色）光源を利用すること
もできる。一部の実施形態では、光源２５５０ａは、青色発光体及び蛍光体を含む。一部
の実施形態では、光源２５５０ａは、個別の光源からの光を組み合わせるために利用する
ことが可能な、結合器を含む（例えば、この結合器は、赤色ＬＥＤ、緑色ＬＥＤ、及び青
色ＬＥＤからの光を組み合わせることができる）。光源２５５０ａは、偏光素子を含み得
ることにより、実質的に単一の偏光状態を有する光が、反射偏光子２５３０ａに向けて、
第１のプリズム２５１０ａ内に方向付けられる。一部の実施形態では、光源２５５０ａは
、ＬＥＤ、有機発光ダイオード（ＯＬＥＤ）、レーザ、レーザダイオード、白熱照明素子
、及びアーク灯のうちの１つ以上とすることができ、あるいは、これらのうちの１つ以上
を含み得る。光源２５５０ａはまた、ＬＥＤなどの発光素子に加えて、集光レンズなどの
レンズも含み得る。一部の実施形態では、第１のプリズム又は第２のプリズムは、所望の
光学度数（optical power）を提供するために、１つ以上の湾曲面を有し得る。
【０１５０】
　本説明の光学システムは、ヘッドマウント式ディスプレイの構成要素として使用される
場合に、顔面に適合するように設計することが可能な、不均一な縁部プロファイルを有す
る、１つ以上のレンズを含み得る。それらのレンズは、平均的な顔面に適合する縁部プロ
ファイル、顔面形状のカテゴリに適合する縁部プロファイルを有し得るか、又は、個人の
顔面用に設計することもできる。
【０１５１】
　図２７Ａは、頭部１０上に位置決めされたヘッドマウント式ディスプレイの、光学シス
テム２７００の斜視図であり、この頭部１０の鉛直プロファイルは、右目１２を中心とし
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ている。光学システム２７００のレンズは、眉からの間隙若しくはレリーフ（relief）１
８、及び頬からの間隙若しくはレリーフ１６を提供している。光学システム２７００は、
ディスプレイパネル２７３１を含むものであり、ディスプレイパネルが光学システムの像
面を備え得る、本説明の光学システムのうちのいずれかに相当し得る。図２７Ｂは、光学
システム２７００の上面図であり、光学システム２７００のレンズは、こめかみからのレ
リーフ２６、及び鼻梁からのレリーフ２８を提供している。
【０１５２】
　図２７Ｃは、光学システム２７００の別の上面図である。ディスプレイパネル２７３１
は、この光学システムのレンズによって頭部の目内に集束される光を放出する、画素３４
ａ、画素３４ｂ、及び画素３４ｃを有する。画素３４ａからの光の主光線３８は、４６度
の入射角で目に送られる。こめかみからのレンズアセンブリ３６のレリーフの程度が、よ
り大きくなると、画素３４ｃからの主光線４０は、より大きな６０度の入射角で目に送ら
れることが可能となる。
【０１５３】
　これらのレンズアセンブリのレリーフは、そのレンズアセンブリを構成するレンズを成
型する際に、作り出すことができる。あるいは、顔面の適切な測定値を使用して、それら
のレンズを個人用にカスタム研磨することもできる。レンズに提供されるレリーフにより
、ユーザに対して可視となるディスプレイ領域を、制限することができる。一部の実施形
態では、コンピュータ制御ディスプレイパネル２７３１に、レリーフのデータが提供され
、そのコンピュータは、例えば、消費電力を低減するために、かつ／又はゴースト像から
の可視のアーチファクトを低減するために、そのディスプレイ領域を、ユーザに対して可
視となる区域に限定することができる。
【０１５４】
　顔面からの整合した量のレンズのレリーフを提供することの利点は、周囲光を画像で有
効に遮断しつつも、依然として、目の付近に適切な空気循環を提供することができる点で
ある。これらの光学システムのレンズの拡張表面を利用することにより、ユーザに対する
視野及び快適性の双方を改善することができる。
【実施例】
【０１５５】
　実施例１
　光学システム２００と同様の光学システムをモデル化した。第２の四分の一波長位相子
を、第２主表面２１６上に配設した。表面２２４、２２６、２１４、及び２１６に相当す
る表面のそれぞれは、式１によって記述される非球面の表面と見なし、多項式係数Ｄ、Ｅ
、Ｆ、Ｇ、Ｈ、Ｉ．．．のそれぞれは、ゼロに等しいものとした。円錐定数ｋは、０．０
４２４３５とし、表面半径、ｒ＝１／ｃは、－３６．８２３９１ｍｍとした。表１は、こ
れらの表面のそれぞれを説明するパラメータを列挙するものである。
【０１５６】
【表１】

【０１５７】
　この表中の表面の数字は、絞り面２３５（表面１）から出発して像面２３０（表面８又
はＩＭＡ）で終了する光線が、表面に入射する回数を計数するものである。表面２は、第
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１表面２２４に相当し、表面３及び表面５は、第２表面２２６に相当し、表面４及び表面
６は、第１表面２１４に相当し、表面７は、表面２１６に相当する。直径とは、その表面
の有効口径を指すものとし、ＥＶＡＮＡＳＰＨとは、偶数次の非球面を指す（ｒの偶数乗
のみが、式１の展開に現れる）ものとし、半径は、式１のパラメータｃの逆数であり、円
錐定数は、式１のパラメータｋであり、ＩＭＡとは、像面２３０を指すものとする。
【０１５８】
　第１の光学レンズ２１２は、１．５３の屈折率を有する、Ｚｅｎｏｎ　Ｅ４８Ｒとして
モデル化し、第２の光学レンズ２２２は、１．５８５の屈折率を有する、ポリカーボネー
トとしてモデル化した。焦点距離は３２．２６２７１ｍｍとし、視野は９０度とし、画像
の高さは２７．１４ｍｍとし（像面２３０の直径は５４．２８ｍｍとした）、Ｆ＃は２．
１３とし、アイレリーフ（絞り面から第１のレンズの表面までの距離）は２３．８ｍｍと
し、アイボックス（絞り面２３５の直径）は１５ｍｍとした。
【０１５９】
　像面によって放出され、絞り面を通って透過された各主光線は、その主光線が第１の光
学積層体又は第２の光学積層体に入射する場合は毎回、約２０度未満の入射角で、第１の
光学積層体及び第２の光学積層体のそれぞれに入射するものとした。
【０１６０】
　この光学システムは、絞り面で９０度の視野を有していた。像面及び絞り面を通って透
過された、４８６ｎｍ及び６５６ｎｍの波長を有する主光線は、絞り面での視野の約０．
１２パーセントである、３．４分角の、絞り面での最大色分離距離を有していた。
【０１６１】
　実施例２
　光学システム２００と同様の光学システムをモデル化した。第２の四分の一波長位相子
を、第２主表面２１６上に配設した。表面２２４、２２６、２１４、及び２１６に相当す
る表面のそれぞれは、式１によって記述される非球面の表面と見なした。表２及び表３は
、これらの表面のそれぞれを説明するパラメータを列挙するものである。これらの表中の
用語は、実施例１のものと同様である。表３の非球面多項式係数に関する単位は、ｍｍの
１－多項式のべき数乗である。
【０１６２】
【表２】

【０１６３】



(42) JP 6567047 B2 2019.8.28

10

20

30

40

【表３】

【０１６４】
　これらの表中の表面の数字は、絞り面２３５（表面１）から出発して像面２３０（表面
１２又はＩＭＡ）で終了する光線が、表面に入射する回数を計数するものである。表面２
は、第１表面２２４に相当し、表面３及び表面５は、第２表面２２６に相当し、表面４及
び表面６は、第１表面２１４に相当し、表面７は、表面２１６に相当する。表面８～表面
１１は、像面２３０上に配設された表面層を指す。
【０１６５】
　第１の光学レンズ２１２は、１．５３の屈折率を有する、Ｚｅｎｏｎ　Ｅ４８Ｒとして
モデル化し、第２の光学レンズ２２２は、１．５８５の屈折率を有する、ポリカーボネー
トとしてモデル化した。焦点距離は１７．５６０ｍｍとし、視野は９０度とし、画像の高
さは１４．３６ｍｍとし（像面２３０の直径は２８．７２ｍｍとした）、Ｆ＃は２．５５
とし、アイレリーフは１５ｍｍとし、アイボックス（絞り面２３５の直径）は１０．０ｍ
ｍとした。
【０１６６】
　像面によって放出され、絞り面を通って透過された各主光線は、その主光線が第１の光
学積層体又は第２の光学積層体に入射する場合は毎回、約２０度未満の入射角で、第１の
光学積層体及び第２の光学積層体のそれぞれに入射するものとした。
【０１６７】
　この光学システムは、絞り面で９０度の視野を有していた。像面及び絞り面を通って透
過された、４８６ｎｍ及び６５６ｎｍの波長を有する主光線は、絞り面での視野の約０．
３８パーセントである、１０．８分角の、絞り面での最大色分離距離を有していた。
【０１６８】
　実施例３
　光学システム６００と同様の光学システムをモデル化した。表面６１４及び表面６１６
に相当する表面のそれぞれは、式１によって記述される非球面の表面と見なした。表４及
び表５は、これらの表面のそれぞれを説明するパラメータを列挙するものである。この表
中の用語は、実施例１及び実施例２のものと同様である。
【０１６９】

【表４】

【０１７０】
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【表５】

【０１７１】
　これらの表中の表面の数字は、絞り面６３５（表面１）から出発して像面６３０（表面
６又はＩＭＡ）で終了する光線が、表面に入射する回数を計数するものである。表面２及
び表面４は、第１表面６１４に相当し、表面３及び表面５は、第２表面６１６に相当する
。
【０１７２】
　焦点距離は３５．０ｍｍとし、視野は９０度とし、画像の高さは３３．３ｍｍとし（像
面６３０の直径は６６．６ｍｍとした）、Ｆ＃は２．３とし、アイレリーフは１９．４ｍ
ｍとし、アイボックス（絞り面６３５の直径）は１５ｍｍとした。
【０１７３】
　像面によって放出され、絞り面を通って透過された各主光線は、その主光線が第１の光
学積層体又は第２の光学積層体に入射する場合は毎回、約２０度未満の入射角で、第１の
光学積層体及び第２の光学積層体のそれぞれに入射するものとした。
【０１７４】
　この光学システムは、絞り面で９０度の視野を有していた。像面及び絞り面を通って透
過された、４８６ｎｍ及び６５６ｎｍの波長を有する主光線は、絞り面での視野の約０．
９パーセントである、２９．５分角の、絞り面での最大色分離距離を有していた。
【０１７５】
　実施例４
　光学システム８００と同様の光学システムをモデル化した。第３の光学レンズ８６２の
第２主表面８６６上に、反射偏光子を配設し、その反射偏光子上に、第１の四分の一波長
位相子を配設した。第２の光学レンズ８２２の第１主表面８２４上に、部分反射体を配設
し、第２の光学レンズ８２２の第２主表面８２６上に、第２の四分の一波長位相子を配設
した。表面８６４、８６６、８２４、８２６、８１４、及び８１６に相当する表面のそれ
ぞれは、式１によって記述される非球面の表面と見なした。表６及び表７は、これらの表
面のそれぞれを説明するパラメータを列挙するものである。これらの表中の用語は、先行
の実施例のものと同様である。
【０１７６】

【表６】

【０１７７】
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【表７】

【０１７８】
　これらの表中の表面の数字は、絞り面８３５（表面１）から出発して像面８３０（表面
１０又はＩＭＡ）で終了する光線が、表面に入射する回数を計数するものである。表面２
は、第１表面８６４に相当し、表面３及び表面５は、第２表面８６６に相当し、表面４及
び表面６は、第１表面８２４に相当し、表面７は、表面２６６に相当し、表面８は、表面
８１４に相当し、表面９は、表面８１６に相当する。
【０１７９】
　焦点距離は１９．１８０ｍｍとし、視野は８２度とし、画像の高さは１５．８９ｍｍと
し（像面８３０の直径は３１．８７ｍｍとした）、Ｆ＃は２．１２とし、アイレリーフは
１１ｍｍとし、アイボックス（絞り面８３５の直径）は９ｍｍとした。
【０１８０】
　像面によって放出され、絞り面を通って透過された各主光線は、その主光線が第１の光
学積層体又は第２の光学積層体に入射する場合は毎回、約２０度未満の入射角で、第１の
光学積層体及び第２の光学積層体のそれぞれに入射するものとした。
【０１８１】
　この光学システムは、絞り面で８０度の視野を有していた。像面及び絞り面を通って透
過された、４８６ｎｍ及び６５６ｎｍの波長を有する主光線は、絞り面での視野の約０．
５２パーセントである、１４．９分角の、絞り面での最大色分離距離を有していた。
【０１８２】
　実施例５
　光学システム２００と同様の光学システムをモデル化した。第２の四分の一波長位相子
を、第２主表面２１６上に配設した。表面２２４、２２６、２１４、及び２１６に相当す
る表面のそれぞれは、式１によって記述される非球面の表面と見なし、多項式係数Ｄ、Ｅ
、Ｆ、Ｇ、Ｈ、Ｉ．．．のそれぞれは、ゼロに等しいものとした。表８は、これらの表面
のそれぞれを説明するパラメータを列挙するものであり、その用語は、先行の実施例のも
のと同様である。
【０１８３】

【表８】

【０１８４】
　この表中の表面の数字は、絞り面２３５（表面１）から出発して像面２３０（表面８又
はＩＭＡ）で終了する光線が、表面に入射する回数を計数するものである。表面２は、第
１表面２２４に相当し、表面３及び表面５は、第２表面２２６に相当し、表面４及び表面
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６は、第１表面２１４に相当し、表面７は、表面２１６に相当する。直径とは、その表面
の有効口径を指すものとし、ＥＶＡＮＡＳＰＨとは、偶数次の非球面を指す（ｒの偶数乗
のみが、式１の展開に現れる）ものとし、半径は、式１のパラメータｃの逆数であり、円
錐定数は、式１のパラメータｋであり、ＩＭＡとは、像面２３０を指すものとする。
【０１８５】
　第１の光学レンズ２１２は、１．５３の屈折率を有する、Ｚｅｎｏｎ　Ｅ４８Ｒとして
モデル化し、第２の光学レンズ２２２は、１．５８５の屈折率を有する、ポリカーボネー
トとしてモデル化した。焦点距離は４２．７ｍｍとし、視野は１００度とし、画像の高さ
は５０．９４ｍｍとし（像面２３０の直径は１０１．８８ｍｍとした）、Ｆ＃は３．２５
とし、アイレリーフは２５ｍｍとし、アイボックス（絞り面２３５の直径）は１５ｍｍと
した。
【０１８６】
　像面によって放出され、絞り面を通って透過された各主光線は、その主光線が第１の光
学積層体又は第２の光学積層体に入射する場合は毎回、約２０度未満の入射角で、第１の
光学積層体及び第２の光学積層体のそれぞれに入射するものとした。
【０１８７】
　この光学システムは、絞り面で１００度の視野を有していた。像面及び絞り面を通って
透過された、４８６ｎｍ及び６５６ｎｍの波長を有する主光線は、絞り面での視野の約０
．２９パーセントである、１１．９分角の、絞り面での最大色分離距離を有していた。
【０１８８】
　像面２３０で生成される歪みのない像をシミュレートし、その像の絞り面２３５での歪
みが、１パーセント未満であると判定された。
【０１８９】
　実施例６～実施例８
　ＤＢＥＦ（実施例６）、ＡＰＦ（実施例７）、及び四分の一波長位相子コーティングを
有するＡＰＦ（実施例８）を熱成形して、レンズの外表面の幾何形状に、幾何学的に合致
するフィルムを得た。これらのフィルムを、射出成型工具のレンズキャビティ内に適合す
るようにトリミングして、そのレンズキャビティの表面上に定置した。これらのトリミン
グ済みフィルムは、６３ｍｍの直径、及び８７ｍｍの曲率半径を有するものとした。射出
成型ポリカーボネート樹脂を使用して、そのフィルム上にレンズを形成した。これらのフ
ィルムは、本説明の光学システム内で使用される場合に、そのレンズの、絞り面に向き合
う側に形成するものとした。実施例７では、本説明の光学システム内で使用される場合に
、ＡＰＦが絞り面に向き合い、四分の一波長位相子が絞り面から離れる方向を向くように
、レンズ上にフィルムを形成した。
【０１９０】
　これらのフィルムの熱成形は、ＭＡＡＣシート給送熱成形システム内で行い、真空を使
用して、熱成形工具１６８１と同様の熱成形工具の外表面上に、加熱されたフィルムを引
き込むものとした。この外表面は、結果として得られる熱成形フィルムが、冷却及び弛緩
の後に回転対称となるように、短軸の約１．０２倍の主軸を有する、ほぼ楕円体の形状を
有するものとした。この熱成形プロセスのパラメータは、以下のものとした：シートのオ
ーブン温度＝３２０°Ｆ～３８０°Ｆ（１６０℃～１９３℃）；成形時間＝１８秒；及び
、シートの成形温度＝３３０°Ｆ～３６５°Ｆ（１５６℃～１８５℃）。
【０１９１】
　熱成形されたＤＢＥＦ（実施例６）及びＡＰＦ（実施例７）の反射偏光子試料の像を、
非偏光の近ランバート光源を使用して、それらの試料を通過する光を、解析偏光子を含む
カメラに放出して取得するものとし、この解析偏光子は、反射偏光子の遮断軸からの様々
な角度で、その解析偏光子の遮断軸と合わせるものとした。ゼロ度では、双方のフィルム
は、実質的に透過性であり、より高角度では、ＤＢＥＦは、ＡＰＦ試料では存在しなかっ
た光学的アーチファクトを示した。例えば、７０度の角度では、ＡＰＦ試料は実質的に均
一な暗さであったが、その一方で、ＤＢＥＦ試料は、色付きの環を示した。このフィルム
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インサート射出成型プロセスは、Ｋｒａｕｓｓ－Ｍａｆｆｅｒｉ（Ｇｅｒｍａｎｙ）によ
って構築された、往復スクリュー式水平クランプ射出成型システム内で行った。使用した
射出成型工具は、６ベースレンズ部品用のものとし、Ｂａｙｅｒ　ＭＡＫＲＯＬＯＮ　３
１０７－５５０１１５ポリカーボネート樹脂（Ｂａｙｅｒ　ＭａｔｅｒｉａｌＳｃｉｅｎ
ｃｅ　ＬＬＣ（Ｐｉｔｔｓｂｕｒｇｈ，ＰＡ）より入手可能）を使用して、レンズを形成
した。この射出成型プロセスのパラメータは、以下のものとした：金型温度＝１８０°Ｆ
（８２℃）；溶融温度＝５６０°Ｆ（２９３℃）；充填時間＝１．５６秒；保持時間＝５
．５秒；保持圧力＝１１，０００ｐｓｉ（７５．８ＭＰａ）；冷却時間＝１５秒。
【０１９２】
　実施例９～実施例１１
　反射偏光子を、５０．８ｍｍの直径及び３８．６ｍｍの曲率半径を有する凸状の回転対
称形状へと、実施例６～実施例８で概説されるように熱成形した。これらの反射偏光子は
、ＤＢＥＦ（実施例９）、ＡＰＦ（実施例１０）、及びワイヤグリッド偏光子（実施例１
１）とした。偏光能の向きを、Ａｘｏｍｅｔｒｉｃｓ　ＡＸＯＳＣＡＮ旋光計（Ａｘｏｍ
ｅｔｒｉｃｓ，Ｉｎｃ．（Ｈｕｎｔｓｖｉｌｌｅ，ＡＬ）より入手可能）を使用して、各
試料に関して測定した。各試料に関して、フィルムの頂点を中心とし、直径２０ｍｍの円
形の開口を有する、その試料の領域を特定し、その開口内での、その試料の透過軸の最大
変動（一定方向からの透過軸の最大角偏差から、その一定方向からの透過軸の最小角偏差
を差し引いたもの）を判定した。ＤＢＥＦに関しては、最大変動は１．７０７度であり、
ＡＰＦに関しては、最大変動は０．７５１度であり、ワイヤグリッド偏光子に関しては、
最大変動は０．９３１度であった。その領域の境界は、それらの試料の回転対称軸から１
０ｍｍの半径方向距離で、１．３２ｍｍのサグを有するものとした。
【０１９３】
　以下は、例示的実施形態の列挙である。
　実施形態１は、光学システムであって、
　像面と、
　絞り面と
　像面と絞り面との間に配設され、直交する第１の軸及び第２の軸に沿って像面に向けて
凸状の第１の光学積層体であって、
　第１の光学レンズと、
　所望の複数の波長で、少なくとも３０％の平均光反射率を有する部分反射体と、
　を備える、第１の光学積層体と、
　第１の光学積層体と絞り面との間に配設され、第１の軸及び第２の軸に沿って像面に向
けて凸状の第２の光学積層体であって、
　第２の光学レンズと、
　第１の偏光状態を有する光を実質的に透過し、直交する第２の偏光状態を有する光を実
質的に反射する多層反射偏光子と、
　反射偏光子と第１の光学積層体との間に配設された第１の四分の一波長位相子と、
　を備える、第２の光学積層体と、
　を備える、光学システムである。
【０１９４】
　実施形態２は、画像源が、像面を備え、絞り面が、射出瞳である、実施形態１の光学シ
ステムである。
【０１９５】
　実施形態３は、画像源が、ディスプレイパネルを備える、実施形態２の光学システムで
ある。
【０１９６】
　実施形態４は、ディスプレイパネルが、透明又は半透明である、実施形態３の光学シス
テムである。
【０１９７】
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　実施形態５は、画像源が、シャッタを備える、実施形態２～実施形態４のうちのいずれ
かの光学システムである。
【０１９８】
　実施形態６は、画像源が、光学システムの外部の対象物から反射された光を受光するよ
うに適合された開口を備える、実施形態１の光学システムである。
【０１９９】
　実施形態７は、画像記録装置が、像面を備え、絞り面が、入射瞳である、実施形態１の
光学システムである。
【０２００】
　実施形態８は、光学システムが、像面を通って透過される中心光線の光路によって画定
される折り返し光軸を中心とする、実施形態１～実施形態７のうちのいずれかの光学シス
テムである。
【０２０１】
　実施形態９は、絞り面が、第２の光学システムの入射瞳に重なり合うように適合されて
いる、実施形態１～実施形態８のうちのいずれかの光学システムである。
【０２０２】
　実施形態１０は、第２の光学システムが、入射瞳で受け取った像を記録するように適合
されている、実施形態９の光学システムである。
【０２０３】
　実施形態１１は、絞り面が、観察者の目の入射瞳に重なり合うように適合されている、
実施形態１の光学システムである。
【０２０４】
　実施形態１２は、画像源が、像面を備え、画像源が、非偏光を放出する、実施形態１の
光学システムである。
【０２０５】
　実施形態１３は、第１の光学積層体が、部分反射体と像面との間に配設された第２の四
分の一波長位相子を更に備える、実施形態１～実施形態１２のうちのいずれかの光学シス
テムである。
【０２０６】
　実施形態１４は、画像源が、像面を備え、画像源が、偏光を放出する、実施形態１の光
学システムである。
【０２０７】
　実施形態１５は、偏光が直線偏光である、実施形態１４の光学システムである。
【０２０８】
　実施形態１６は、偏光が円偏光である、実施形態１４の光学システムである。
【０２０９】
　実施形態１７は、偏光が楕円偏光である、実施形態１４の光学システムである。
【０２１０】
　実施形態１８は、部分反射体が、第２の反射偏光子である、実施形態１～実施形態１７
のうちのいずれかの光学システムである。
【０２１１】
　実施形態１９は、部分反射体が、所望の複数の波長で、少なくとも３０％の平均光透過
率を有する、実施形態１～実施形態１８のうちのいずれかの光学システムである。
【０２１２】
　実施形態２０は、所望の複数の波長が、少なくとも１つの連続的な波長範囲を含む、実
施形態１～実施形態１９のうちのいずれかの光学システムである。
【０２１３】
　実施形態２１は、所望の複数の波長が、可視範囲の波長を含む、実施形態１～実施形態
２０のうちのいずれかの光学システムである。
【０２１４】
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　実施形態２２は、可視範囲が、４００ｎｍ～７００ｎｍである、実施形態２１の光学シ
ステムである。
【０２１５】
　実施形態２３は、所望の複数の波長が、赤外範囲の波長を含む、実施形態１～実施形態
２０のうちのいずれかの光学システムである。
【０２１６】
　実施形態２４は、所望の複数の波長が、赤外波長、可視波長、及び紫外波長のうちの１
つ以上を含む、実施形態１～実施形態２０のうちのいずれかの光学システムである。
【０２１７】
　実施形態２５は、部分反射体が、ノッチ反射体である、実施形態１～実施形態２１のう
ちのいずれかの光学システムである。
【０２１８】
　実施形態２６は、所望の複数の波長が、１つ以上の連続的な波長範囲を含み、それら連
続的な波長範囲のうちの少なくとも１つが、１００ｎｍ以下の半値全幅を有する、実施形
態２５の光学システムである。
【０２１９】
　実施形態２７は、半値全幅が５０ｎｍ以下である、実施形態２６の光学システムである
。
【０２２０】
　実施形態２８は、多層反射偏光子が、その多層反射偏光子の頂点を通過する光軸からの
半径方向距離ｒ１、及び、その頂点で光軸に対して垂直な平面からの変位ｓ１を有し、ｓ
１／ｒ１が、少なくとも０．１である、少なくとも１つの第１の場所を有する、実施形態
１～実施形態２７のうちのいずれかの光学システムである。
【０２２１】
　実施形態２９は、ｓ１／ｒ１が、少なくとも０．２である、実施形態２８の光学システ
ムである。
【０２２２】
　実施形態３０は、ｓ１／ｒ１が、０．２～０．８の範囲である、実施形態２８の光学シ
ステムである。
【０２２３】
　実施形態３１は、ｓ１／ｒ１が、０．３～０．６の範囲である、実施形態２８の光学シ
ステムである。
【０２２４】
　実施形態３２は、多層反射偏光子が、光軸からの半径方向距離ｒ２、及び、平面からの
変位ｓ２を有し、ｓ２／ｒ２が、少なくとも０．３である第２の場所を有する、実施形態
２８～実施形態３１のうちのいずれかの光学システムである。
【０２２５】
　実施形態３３は、多層反射偏光子が、その多層反射偏光子の頂点を通過する光軸からの
半径方向距離ｒ１、及び、その頂点で光軸に対して垂直な平面からの変位ｓ１を有し、ｓ
１／ｒ１が、少なくとも０．２である、少なくとも１つの第１の場所を有し、ｓ１及びｒ
１によって画定されるこの反射偏光子の領域に関して、その反射偏光子の透過軸の最大変
動が、約２度未満である、実施形態１～実施形態２７のうちのいずれかの光学システムで
ある。
【０２２６】
　実施形態３４は、反射偏光子の透過軸の最大変動が、約１．５度未満である、実施形態
３３の光学システムである。
【０２２７】
　実施形態３５は、反射偏光子の反射開口内での、その反射偏光子の透過軸の最大変動が
、約１．５度未満である、実施形態１～実施形態３４のうちのいずれかの光学システムで
ある。
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【０２２８】
　実施形態３６は、反射偏光子の反射開口内での、その反射偏光子の透過軸の最大変動が
、約１度未満である、実施形態１～実施形態３４のうちのいずれかの光学システムである
。
【０２２９】
　実施形態３７は、像面が、最大横寸法Ａを有し、絞り面が、最大横寸法Ｂを有し、Ａ／
Ｂが、少なくとも３である、実施形態１～実施形態３６のうちのいずれかの光学システム
である。
【０２３０】
　実施形態３８は、第１の光学レンズが、第２の光学レンズに向き合う第１主表面と、像
面に向き合う反対側の第２主表面とを有し、第２の光学レンズが、絞り面に向き合う第１
主表面と、第１の光学レンズに向き合う反対側の第２主表面とを有する、実施形態１～実
施形態３７のうちのいずれかの光学システムである。
【０２３１】
　実施形態３９は、部分反射体が、第１のレンズの第１主表面又は第２主表面上に配設さ
れる、実施形態３８の光学システムである。
【０２３２】
　実施形態４０は、部分反射体が、第１のレンズの第１主表面上に配設され、第２の四分
の一波長位相子が、第１のレンズの第２主表面上に配設される、実施形態３８の光学シス
テムである。
【０２３３】
　実施形態４１は、部分反射体が、第１のレンズの第２主表面上に配設され、第２の四分
の一波長位相子が、第１のレンズの第２主表面の反対側でその部分反射体上に配設される
、実施形態３８の光学システムである。
【０２３４】
　実施形態４２は、第２の四分の一波長位相子が、第１の光学レンズの第１主表面上に配
設され、部分反射体が、第１の光学レンズの第１主表面の反対側でその第２の四分の一波
長位相子上に配設される、実施形態３８の光学システムである。
【０２３５】
　実施形態４３は、第１の四分の一波長位相子が、第２の光学レンズの第２主表面上に配
設され、多層反射偏光子が、第２の光学レンズの第１主表面上に配設される、実施形態３
８の光学システムである。
【０２３６】
　実施形態４４は、多層反射偏光子が、第２の光学レンズの第２主表面上に配設され、第
１の四分の一波長位相子が、第２の光学レンズの第２主表面の反対側でその多層反射偏光
子上に配設される、実施形態３８の光学システムである。
【０２３７】
　実施形態４５は、多層反射偏光子が、少なくとも１つの層を備え、その少なくとも１つ
の層は、第２の光学積層体の光軸から離れた、その少なくとも１つの層上の少なくとも１
つの第１の場所で、実質的に光学的二軸性であり、光軸から離れた少なくとも１つの第２
の場所で、実質的に光学的一軸性である、実施形態１～実施形態４４のうちのいずれかの
光学システムである。
【０２３８】
　実施形態４６は、多層反射偏光子が、第２の光学積層体の光軸に対して実質的に回転対
称の熱成形多層反射偏光子である、実施形態１～実施形態４５のうちのいずれかの光学シ
ステムである。
【０２３９】
　実施形態４７は、多層反射偏光子が、第２の光学積層体の光軸に対して回転対称の熱成
形多層反射偏光子である、実施形態１～実施形態４６のうちのいずれかの光学システムで
ある。
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【０２４０】
　実施形態４８は、像面及び絞り面を通過する実質的にいずれの主光線も、約２５度未満
の入射角で、第１の光学積層体及び第２の光学積層体のそれぞれに入射する、実施形態１
～実施形態４７のうちのいずれかの光学システムである。
【０２４１】
　実施形態４９は、第１の光学積層体と第２の光学積層体とが、実質的に同じ形状を有す
る、実施形態１～実施形態４８のうちのいずれかの光学システムである。
【０２４２】
　実施形態５０は、第１の光学積層体と第２の光学積層体とが、異なる形状を有する、実
施形態１～実施形態４８のうちのいずれかの光学システムである。
【０２４３】
　実施形態５１は、第１のレンズ及び第２のレンズのそれぞれが、プラノレンズである、
実施形態１～実施形態５０のうちのいずれかの光学システムである。
【０２４４】
　実施形態５２は、第１の光学レンズと第２の光学レンズとが、実質的に同じ形状を有す
る、実施形態１～実施形態４８のうちのいずれかの光学システムである。
【０２４５】
　実施形態５３は、第１の光学レンズと第２の光学レンズとが、異なる形状を有する、実
施形態１～実施形態４８のうちのいずれかの光学システムである。
【０２４６】
　実施形態５４は、像面が、実質的に平面状である、実施形態１～実施形態５３のうちの
いずれかの光学システムである。
【０２４７】
　実施形態５５は、像面が湾曲している、実施形態１～実施形態５３のうちのいずれかの
光学システムである。
【０２４８】
　実施形態５６は、画像源が、像面を備え、この画像源が、歪みのない像を放出し、絞り
面によって透過されるその放出された歪みのない像の歪みが、絞り面での視野の約１０％
未満となるように、部分反射体が、第１の形状を有し、反射偏光子が、異なる第２の形状
を有する、実施形態１の光学システムである。
【０２４９】
　実施形態５７は、絞り面によって透過される、放出された歪みのない像の歪みが、絞り
面での視野の５％未満である、実施形態５６の光学システムである。
【０２５０】
　実施形態５８は、絞り面によって透過される、放出された歪みのない像の歪みが、絞り
面での視野の３%未満である、実施形態５６の光学システムである。
【０２５１】
　実施形態５９は、可視波長範囲内で、少なくとも１５０ｎｍ離れた少なくとも第１の波
長及び第２の波長を有し、像面及び絞り面を通って透過される実質的にいずれの主光線も
、絞り面での視野の１．５パーセント未満の絞り面での色分離距離を有する、実施形態１
～実施形態５８のうちのいずれかの光学システムである。
【０２５２】
　実施形態６０は、絞り面での色分離距離が、絞り面での視野の１．２パーセント未満で
ある、実施形態５９の光学システムである。
【０２５３】
　実施形態６１は、可視波長範囲内で、少なくとも１５０ｎｍ離れた少なくとも第１の波
長及び第２の波長を有し、像面及び絞り面を通って透過される実質的にいずれの主光線も
、２０分角未満の、絞り面での色分離距離を有する、実施形態１～実施形態６０のうちの
いずれかの光学システムである。
【０２５４】
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　実施形態６２は、絞り面での色分離距離が、１０分角未満である、実施形態６１の光学
システムである。
【０２５５】
　実施形態６３は、部分反射体が第１の形状を有し、多層反射偏光子が第２の形状を有し
、それら第１の形状及び第２の形状の一方若しくは双方が、非球面多項サグ式によって記
述される、実施形態１～実施形態６２のうちのいずれかの光学システムである。
【０２５６】
　実施形態６４は、多層反射偏光子が、交互配置された複数のポリマー層を備える、実施
形態１～実施形態６３のうちのいずれかの光学システムである。
【０２５７】
　実施形態６５は、多層反射偏光子が、ＡＰＦである、実施形態１～実施形態６４のうち
のいずれかの光学システムである。
【０２５８】
　実施形態６６は、多層反射偏光子が、熱成形ＡＰＦである、実施形１～実施形態６４の
うちのいずれかの光学システムである。
【０２５９】
　実施形態６７は、多層反射偏光子が、ワイヤグリッド偏光子を備える、実施形態１～実
施形態６４のうちのいずれかの光学システムである。
【０２６０】
　実施形態６８は、多層反射偏光子が、回転対称である、実施形態１～実施形態６７のう
ちのいずれかの光学システムである。
【０２６１】
　実施形態６９は、第１の光学積層体及び第２の光学積層体の少なくとも一方が、絞り面
及び像面に対して調節可能な位置を有する、実施形態１～実施形態６８のうちのいずれか
の光学システムである。
【０２６２】
　実施形態７０は、第１の光学積層体及び第２の光学積層体の少なくとも一方が、調節可
能な形状を有する、実施形態１～実施形態６９のうちのいずれかの光学システムである。
【０２６３】
　実施形態７１は、光学システムであって、
　像面と、
　絞り面と
　像面と絞り面との間に配設された第１の光学積層体であって、
　第１の光学レンズと、
　所望の複数の波長で、少なくとも３０％の平均光反射率を有する部分反射体と、
　を備える、第１の光学積層体と、
　第１の光学積層体と絞り面との間に配設された第２の光学積層体であって、
　第２の光学レンズと、
　少なくとも１つの層を備える多層反射偏光子であって、その少なくとも１つの層は、第
２の光学積層体の光軸から離れた、その少なくとも１つの層上の少なくとも１つの第１の
場所で、実質的に光学的二軸性であり、光軸から離れた少なくとも１つの第２の場所で、
実質的に光学的一軸性である、多層反射偏光子と、
　反射偏光子と第１の光学積層体との間に配設された第１の四分の一波長位相子と、
　を備える、第２の光学積層体と、
　を備え、
　像面及び絞り面を通過する実質的にいずれの主光線も、約３０度未満の入射角で、第１
の光学積層体及び第２の光学積層体のそれぞれに入射する、
　光学システムである。
【０２６４】
　実施形態７２は、画像源が、像面を備え、絞り面が、射出瞳である、実施形態７１の光
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学システムである。
【０２６５】
　実施形態７３は、画像源が、ディスプレイパネルを備える、実施形態７２の光学システ
ムである。
【０２６６】
　実施形態７４は、ディスプレイパネルが、透明又は半透明である、実施形態７３の光学
システムである。
【０２６７】
　実施形態７５は、画像源が、シャッタを備える、実施形態７２～実施形態７４のうちの
いずれかの光学システムである。
【０２６８】
　実施形態７６は、画像源が、光学システムの外部の対象物から反射された光を受光する
ように適合された開口を備える、実施形態７１の光学システムである。
【０２６９】
　実施形態７７は、画像記録装置が、像面を備え、絞り面が、入射瞳である、実施形態７
１の光学システムである。
【０２７０】
　実施形態７８は、光学システムが、像面を通って透過される中心光線の光路によって画
定される折り返し光軸を中心とする、実施形態７１～実施形態７７のうちのいずれかの光
学システムである。
【０２７１】
　実施形態７９は、絞り面が、第２の光学システムの入射瞳に重なり合うように適合され
ている、実施形態７１～実施形態７８のうちのいずれかの光学システムである。
【０２７２】
　実施形態８０は、第２の光学システムが、入射瞳で受け取った像を記録するように適合
されている、実施形態７９の光学システムである。
【０２７３】
　実施形態８１は、絞り面が、観察者の目の入射瞳に重なり合うように適合されている、
実施形態７１の光学システムである。
【０２７４】
　実施形態８２は、画像源が、像面を備え、画像源が、非偏光を放出する、実施形態７１
の光学システムである。
【０２７５】
　実施形態８３は、第１の光学積層体が、部分反射体と像面との間に配設された第２の四
分の一波長位相子を更に備える、実施形態７１～実施形態８２のうちのいずれかの光学シ
ステムである。
【０２７６】
　実施形態８４は、画像源が、像面を備え、画像源が、偏光を放出する、実施形態７１の
光学システムである。
【０２７７】
　実施形態８５は、偏光が直線偏光である、実施形態８４の光学システムである。
【０２７８】
　実施形態８６は、偏光が円偏光である、実施形態８４の光学システムである。
【０２７９】
　実施形態８７は、偏光が楕円偏光である、実施形態８４の光学システムである。
【０２８０】
　実施形態８８は、部分反射体が、第２の反射偏光子である、実施形態７１～実施形態８
７のうちのいずれかの光学システムである。
【０２８１】
　実施形態８９は、部分反射体が、所望の複数の波長で、少なくとも３０％の平均光透過
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率を有する、実施形態７１～実施形態８８のうちのいずれかの光学システムである。
【０２８２】
　実施形態９０は、所望の複数の波長が、少なくとも１つの連続的な波長範囲を含む、実
施形態７１～実施形態８９のうちのいずれかの光学システムである。
【０２８３】
　実施形態９１は、所望の複数の波長が、可視範囲の波長を含む、実施形態７１～実施形
態９０のうちのいずれかの光学システムである。
【０２８４】
　実施形態９２は、可視範囲が、４００ｎｍ～７００ｎｍである、実施形態９１の光学シ
ステムである。
【０２８５】
　実施形態９３は、所望の複数の波長が、赤外範囲の波長を含む、実施形態７１～実施形
態９２のうちのいずれかの光学システムである。
【０２８６】
　実施形態９４は、所望の複数の波長が、赤外波長、可視波長、及び紫外波長のうちの１
つ以上を含む、実施形態７１～実施形態９３のうちのいずれかの光学システムである。
【０２８７】
　実施形態９５は、部分反射体が、ノッチ反射体である、実施形態７１～実施形態９１の
うちのいずれかの光学システムである。
【０２８８】
　実施形態９６は、所望の複数の波長が、１つ以上の連続的な波長範囲を含み、それら連
続的な波長範囲のうちの少なくとも１つが、１００ｎｍ以下の半値全幅を有する、実施形
態９５の光学システムである。
【０２８９】
　実施形態９７は、半値全幅が５０ｎｍ以下である、実施形態９６の光学システムである
。
【０２９０】
　実施形態９８は、多層反射偏光子が、その多層反射偏光子の頂点を通過する光軸からの
半径方向距離ｒ１、及び、その頂点で光軸に対して垂直な平面からの変位ｓ１を有し、ｓ
１／ｒ１が、少なくとも０．１である、少なくとも１つの第１の場所を有する、実施形態
７１～実施形態９７のうちのいずれかの光学システムである。
【０２９１】
　実施形態９９は、ｓ１／ｒ１が、少なくとも０．２である、実施形態９８の光学システ
ムである。
【０２９２】
　実施形態１００は、ｓ１／ｒ１が、０．２～０．８の範囲である、実施形態９８の光学
システムである。
【０２９３】
　実施形態１０１は、ｓ１／ｒ１が、０．３～０．６の範囲である、実施形態９８の光学
システムである。
【０２９４】
　実施形態１０２は、多層反射偏光子が、光軸からの半径方向距離ｒ２、及び、平面から
の変位ｓ２を有し、ｓ２／ｒ２が、少なくとも０．３である第２の場所を有する、実施形
態９８～実施形態１０１のうちのいずれかの光学システムである。
【０２９５】
　実施形態１０３は、多層反射偏光子が、その多層反射偏光子の頂点を通過する光軸から
の半径方向距離ｒ１、及び、その頂点で光軸に対して垂直な平面からの変位ｓ１を有し、
ｓ１／ｒ１が、少なくとも０．２である少なくとも１つの第１の場所をフィルム上に有し
、ｓ１及びｒ１によって画定されるこの反射偏光子の領域に関して、その反射偏光子の透
過軸の最大変動が、約２度未満である、実施形態７１～実施形態９７のうちのいずれかの
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光学システムである。
【０２９６】
　実施形態１０４は、反射偏光子の透過軸の最大変動が、約１．５度未満である、実施形
態１０３の光学システムである。
【０２９７】
　実施形態１０５は、反射偏光子の反射開口内での、その反射偏光子の透過軸の最大変動
が、約１．５度未満である、実施形態７１～実施形態１０４のうちのいずれかの光学シス
テムである。
【０２９８】
　実施形態１０６は、反射偏光子の反射開口内での、その反射偏光子の透過軸の最大変動
が、約１度未満である、実施形態７１～実施形態１０４のうちのいずれかの光学システム
である。
【０２９９】
　実施形態１０７は、第１の光学レンズが、第２の光学レンズに向き合う第１主表面と、
像面に向き合う反対側の第２主表面とを有し、第２の光学レンズが、絞り面に向き合う第
１主表面と、第１の光学レンズに向き合う反対側の第２主表面とを有する、実施形態７１
～実施形態１０６のうちのいずれかの光学システムである。
【０３００】
　実施形態１０８は、部分反射体が、第１のレンズの第１主表面又は第２主表面上に配設
される、実施形態１０７の光学システムである。
【０３０１】
　実施形態１０９は、部分反射体が、第１のレンズの第１主表面上に配設され、第２の四
分の一波長位相子が、第１のレンズの第２主表面上に配設される、実施形態１０８の光学
システムである。
【０３０２】
　実施形態１１０は、部分反射体が、第１のレンズの第２主表面上に配設され、第２の四
分の一波長位相子が、第１のレンズの第２主表面の反対側でその部分反射体上に配設され
る、実施形態１０８の光学システムである。
【０３０３】
　実施形態１１１は、第２の四分の一波長位相子が、第１の光学レンズの第１主表面上に
配設され、部分反射体が、第１の光学レンズの第１主表面の反対側でその第２の四分の一
波長位相子上に配設される、実施形態１０７の光学システムである。
【０３０４】
　実施形態１１２は、第１の四分の一波長位相子が、第２の光学レンズの第２主表面上に
配設され、多層反射偏光子が、第２の光学レンズの第１主表面上に配設される、実施形態
１０７の光学システムである。
【０３０５】
　実施形態１１３は、多層反射偏光子が、第２の光学レンズの第２主表面上に配設され、
第１の四分の一波長位相子が、第２の光学レンズの第２主表面の反対側でその多層反射偏
光子上に配設される、実施形態１０７の光学システムである。
【０３０６】
　実施形態１１４は、像面が、最大横寸法Ａを有し、絞り面が、最大横寸法Ｂを有し、Ａ
／Ｂが、少なくとも３である、実施形態７１～実施形態１１３のうちのいずれかの光学シ
ステムである。
【０３０７】
　実施形態１１５は、多層反射偏光子が、第２の光学積層体の光軸に対して実質的に回転
対称の、熱成形多層反射偏光子である、実施形態７１～実施形態１１４のうちのいずれか
の光学システムである。
【０３０８】
　実施形態１１６は、多層反射偏光子が、第２の光学積層体の光軸に対して回転対称の、
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熱成形多層反射偏光子である、実施形態７１～実施形態１１５のうちのいずれかの光学シ
ステムである。
【０３０９】
　実施形態１１７は、第１の光学積層体及び第２の光学積層体の一方若しくは双方が、直
交する第１の軸及び第２の軸に沿って像面に向けて凸状である、実施形態７１～実施形態
１１６のうちのいずれかの光学システムである。
【０３１０】
　実施形態１１８は、第１の光学積層体及び第２の光学積層体の双方が、第１の軸及び第
２の軸に沿って像面に向けて凸状である、実施形態１１７の光学システムである。
【０３１１】
　実施形態１１９は、多層反射偏光子が、直交する第１の軸及び第２の軸に沿って像面に
向けて凸状である、実施形態７１～実施形態１１８のうちのいずれかの光学システムであ
る。
【０３１２】
　実施形態１２０は、第１の光学積層体と第２の光学積層体とが、実質的に同じ形状を有
する、実施形態７１～実施形態１１９のうちのいずれかの光学システムである。
【０３１３】
　実施形態１２１は、第１の光学積層体と第２の光学積層体とが、異なる形状を有する、
実施形態７１～実施形態１１９のうちのいずれかの光学システムである。
【０３１４】
　実施形態１２２は、第１のレンズ及び第２のレンズのそれぞれが、プラノレンズである
、実施形態７１～実施形態１２１のうちのいずれかの光学システムである。
【０３１５】
　実施形態１２３は、第１の光学レンズと第２の光学レンズとが、実質的に同じ形状を有
する、実施形態７１～実施形態１１９のうちのいずれかの光学システムである。
【０３１６】
　実施形態１２４は、第１の光学レンズと第２の光学レンズとが、異なる形状を有する、
実施形態７１～実施形態１１９のうちのいずれかの光学システムである。
【０３１７】
　実施形態１２５は、像面が、実質的に平面状である、実施形態７１～実施形態１２４の
うちのいずれかの光学システムである。
【０３１８】
　実施形態１２６は、像面が湾曲している、実施形態７１～実施形態１２４のうちのいず
れかの光学システムである。
【０３１９】
　実施形態１２７は、像面及び絞り面を通過する実質的にいずれの主光線も、約２５度未
満の入射角で、第１の光学積層体及び第２の光学積層体のそれぞれに入射する、実施形態
７１～実施形態１２６のうちのいずれかの光学システムである。
【０３２０】
　実施形態１２８は、画像源が、像面を備え、この画像源が、歪みのない像を放出し、絞
り面によって透過されるその放出された歪みのない像の歪みが、絞り面での視野の約１０
％未満となるように、部分反射体が、第１の形状を有し、反射偏光子が、異なる第２の形
状を有する、実施形態７１の光学システムである。
【０３２１】
　実施形態１２９は、絞り面によって透過される、放出された歪みのない像の歪みが、絞
り面での視野の５％未満である、実施形態１２８の光学システムである。
【０３２２】
　実施形態１３０は、絞り面によって透過される、放出された歪みのない像の歪みが、絞
り面での視野の３%未満である、実施形態１２８の光学システムである。
【０３２３】
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　実施形態１３１は、可視波長範囲内で、少なくとも１５０ｎｍ離れた少なくとも第１の
波長及び第２の波長を有し、像面及び絞り面を通って透過される実質的にいずれの主光線
も、絞り面での視野の１．５パーセント未満の絞り面での色分離距離を有する、実施形態
７１～実施形態１３０のうちのいずれかの光学システムである。
【０３２４】
　実施形態１３２は、絞り面での色分離距離が、絞り面での視野の１．２パーセント未満
である、実施形態１３１の光学システムである。
【０３２５】
　実施形態１３３は、可視波長範囲内で、少なくとも１５０ｎｍ離れた少なくとも第１の
波長及び第２の波長を有し、像面及び絞り面を通って透過される実質的にいずれの主光線
も、２０分角未満の、絞り面での色分離距離を有する、実施形態７１～実施形態１３２の
うちのいずれかの光学システムである。
【０３２６】
　実施形態１３４は、絞り面での色分離距離が、１０分角未満である、実施形態１３３の
光学システムである。
【０３２７】
　実施形態１３５は、部分反射体が第１の形状を有し、多層反射偏光子が第２の形状を有
し、それら第１の形状及び第２の形状の一方若しくは双方が、非球面多項サグ式によって
記述される、実施形態７１～実施形態１３４のうちのいずれかの光学システムである。
【０３２８】
　実施形態１３６は、多層反射偏光子が、交互配置された複数のポリマー層を備える、実
施形態７１～実施形態１３５のうちのいずれかの光学システムである。
【０３２９】
　実施形態１３７は、多層反射偏光子が、熱成形ＡＰＦである、実施形７１～実施形態１
３６のうちのいずれかの光学システムである。
【０３３０】
　実施形態１３８は、多層反射偏光子が、ワイヤグリッド偏光子を備える、実施形態７１
～実施形態１３６のうちのいずれかの光学システムである。
【０３３１】
　実施形態１３９は、多層反射偏光子が、回転対称である、実施形態７１～実施形態１３
８のうちのいずれかの光学システムである。
【０３３２】
　実施形態１４０は、第１の光学積層体及び第２の光学積層体の少なくとも一方が、絞り
面及び像面に対して、ユーザによる調節が可能な位置を有する、実施形態７１～実施形態
１３９のうちのいずれかの光学システムである。
【０３３３】
　実施形態１４１は、第１の光学積層体及び第２の光学積層体の少なくとも一方が、ユー
ザによる調節が可能な形状を有する、実施形態７１～実施形態１４０のうちのいずれかの
光学システムである。
【０３３４】
　実施形態１４２は、光学システムであって、
　歪みのない像を放出する、画像源と、
　射出瞳と、
　直交する第１の軸及び第２の軸に沿って画像源に向けて凸状の第１の形状を有し、既定
の複数の波長で、少なくとも３０％の平均光反射率を有する部分反射体と、
　第１の軸及び第２の軸に沿って画像源に向けて凸状の異なる第２の形状を有し、これに
より、射出瞳によって透過される、放出された歪みのない像の歪みが、約１０％未満とな
る、反射偏光子と、
　を備える、光学システムである。
【０３３５】
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　実施形態１４３は、射出瞳によって透過される、放出された歪みのない像の歪みが、約
５％未満である、実施形態１４２の光学システムである。
【０３３６】
　実施形態１４４は、射出瞳によって透過される、放出された歪みのない像の歪みが、約
３%未満である、実施形態１４２の光学システムである。
【０３３７】
　実施形態１４５は、画像源と射出瞳との間に配設された、一体型光学積層体が、第１の
光学レンズ、第１の四分の一波長位相子、部分反射体、及び反射偏光子を備える、実施形
態１４２～実施形態１４４のうちのいずれかの光学システムである。
【０３３８】
　実施形態１４６は、第１の四分の一波長位相子が、画像源に向き合う、第１の光学レン
ズの第１主表面上に配設され、部分反射体が、第１の光学レンズの反対側でその四分の一
波長位相子上に配設される、実施形態１４５の光学システムである。
【０３３９】
　実施形態１４７は、部分反射体が、画像源に向き合う、第１の光学レンズの第１主表面
上に配設される、実施形態１４５の光学システムである。
【０３４０】
　実施形態１４８は、第１の四分の一波長位相子が、第１主表面の反対側で第１の光学レ
ンズの第２主表面上に配設される、実施形態１４７の光学システムである。
【０３４１】
　実施形態１４９は、反射偏光子が、第１の光学レンズの反対側で第１の四分の一波長位
相子上に配設される、実施形態１４７の光学システムである。
【０３４２】
　実施形態１５０は、一体型光学積層体が、第２の四分の一波長位相子を更に備える、実
施形態１４５～実施形態１４９のうちのいずれかの光学システムである。
【０３４３】
　実施形態１５１は、第２の四分の一波長位相子が、画像源に向き合う、部分反射体の主
表面上に配設される、実施形態１５０の光学システムである。
【０３４４】
　実施形態１５２は、既定の複数の波長で、少なくとも１５０ｎｍ離れた少なくとも第１
の波長及び第２の波長を有し、画像源によって放出され、射出瞳によって透過される実質
的にいずれの主光線も、その射出瞳での視野の１．５％未満の、射出瞳での色分離距離を
有する、実施形態１４２～実施形態１５１のうちのいずれかの光学システムである。
【０３４５】
　実施形態１５３は、既定の複数の波長で、少なくとも１５０ｎｍ離れた少なくとも第１
の波長及び第２の波長を有し、画像源によって放出され、射出瞳によって透過される実質
的にいずれの主光線も、２０分角未満の、射出瞳での色分離距離を有する、実施形態１４
２～実施形態１５２のうちのいずれかの光学システムである。
【０３４６】
　実施形態１５４は、光学システムであって、
　画像源と、
　射出瞳と、
　画像源と射出瞳との間に配設された第１の光学積層体であって、
　第１の光学レンズと、
　既定の複数の波長で、少なくとも３０％の平均光反射率を有する部分反射体と、
　を備える、第１の光学積層体と、
　第１の光学積層体と射出瞳との間に配設された第２の光学積層体であって、
　第２の光学レンズと、
　多層反射偏光子と、
　反射偏光子と第１の光学積層体との間に配設された第１の四分の一波長位相子と、
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　を備える、第２の光学積層体と、
　を備え、
　既定の複数の波長で、少なくとも１５０ｎｍ離れた少なくとも第１の波長及び第２の波
長を有し、画像源によって放出され、射出瞳によって透過される実質的にいずれの主光線
も、その射出瞳での視野の１．５％未満の、射出瞳での色分離距離を有し、多層反射偏光
子が、２つの直交軸に対して凸状である、
　光学システムである。
【０３４７】
　実施形態１５５は、射出瞳での色分離距離が、射出瞳での視野の１．２パーセント未満
である、実施形態１５４の光学システムである。
【０３４８】
　実施形態１５６は、射出瞳での色分離距離が、２０分角未満である、実施形態１５４又
は実施形態１５５の光学システムである。
【０３４９】
　実施形態１５７は、射出瞳での色分離距離が、１０分角未満である、実施形態１５４又
は実施形態１５５の光学システムである。
【０３５０】
　実施形態１５８は、光学システムであって、
　画像源と、
　射出瞳と、
　画像源と射出瞳との間に配設された、第１の光学積層体であって、
　第１の光学レンズと、
　既定の複数の波長で、少なくとも３０％の平均光反射率を有する部分反射体と、
　を備える、第１の光学積層体と、
　第１の光学積層体と射出瞳との間に配設された、第２の光学積層体であって、
　第２の光学レンズと、
　多層反射偏光子と、
　反射偏光子と第１の光学積層体との間に配設された第１の四分の一波長位相子と、
　を備える、第２の光学積層体と、
　を備え、
　既定の複数の波長で、少なくとも１５０ｎｍ離れた少なくとも第１の波長及び第２の波
長を有し、画像源によって放出され、射出瞳によって透過される実質的にいずれの主光線
も、２０分角未満の、射出瞳での色分離距離を有し、多層反射偏光子が、２つの直交軸に
対して凸状である、
　光学システムである。
【０３５１】
　実施形態１５９は、射出瞳での色分離距離が、１０分角未満である、実施形態１５８の
光学システムである。
【０３５２】
　実施形態１６０は、射出瞳での色分離距離が、射出瞳での視野の１．５パーセント未満
である、実施形態１５８又は実施形態１５９の光学システムである。
【０３５３】
　実施形態１６１は、射出瞳での色分離距離が、射出瞳での視野の１．２パーセント未満
である、実施形態１５８～実施形態１６０のうちのいずれかの光学システムである。
【０３５４】
　実施形態１６２は、第１の光学積層体及び第２の光学積層体の少なくとも一方が、絞り
面及び像面に対して調節可能な位置を有する、実施形態１５４～実施形態１６０のうちの
いずれかの光学システムである。
【０３５５】
　実施形態１６３は、第１の光学積層体及び第２の光学積層体の少なくとも一方が、調節
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可能な形状を有する、実施形態１５４～実施形態１６２のうちのいずれかの光学システム
である。
【０３５６】
　実施形態１６４は、第１の光学積層体が、直交する第１の軸及び第２の軸に沿って画像
源に向けて凸状である、実施形態１５４～実施形態１６３のうちのいずれかの光学システ
ムである。
【０３５７】
　実施形態１６５は、第２の光学積層体が、直交する第１の軸及び第２の軸に沿って画像
源に向けて凸状である、実施形態１５４～実施形態１６４のうちのいずれかの光学システ
ムである。
【０３５８】
　実施形態１６６は、画像源が、最大横寸法Ａを有し、射出瞳が、最大横寸法Ｂを有し、
Ａ／Ｂが、少なくとも３である、実施形態１４２～実施形態１６５のうちのいずれかの光
学システムである。
【０３５９】
　実施形態１６７は、画像源からの少なくとも１つの主光線が、少なくとも４０度の入射
角で、射出瞳を通過する、実施形態１４２～実施形態１６６のうちのいずれかの光学シス
テムである。
【０３６０】
　実施形態１６８は、光学システムが、画像源によって放出される中心光の光路によって
画定される折り返し光軸を中心とする、実施形態１４２～実施形態１６７のうちのいずれ
かの光学システムである。
【０３６１】
　実施形態１６９は、射出瞳が、第２の光学システムの入射瞳に重なり合うように適合さ
れている、実施形態１４２～実施形態１６８のうちのいずれかの光学システムである。
【０３６２】
　実施形態１７０は、第２の光学システムが、入射瞳で受け取った像を記録するように適
合されている、実施形態１６９の光学システムである。
【０３６３】
　実施形態１７１は、射出瞳が、観察者の目の入射瞳に重なり合うように適合されている
、実施形態１４２～実施形態１６９のうちのいずれかの光学システムである。
【０３６４】
　実施形態１７２は、画像源が、非偏光を放出する、実施形態１４２～実施形態１７１の
うちのいずれかの光学システムである。
【０３６５】
　実施形態１７３は、画像源が、偏光を放出する、実施形態１４２～実施形態１７１のう
ちのいずれかの光学システムである。
【０３６６】
　実施形態１７４は、偏光が直線偏光である、実施形態１７３の光学システムである。
【０３６７】
　実施形態１７５は、偏光が円偏光である、実施形態１７３の光学システムである。
【０３６８】
　実施形態１７６は、偏光が楕円偏光である、実施形態１７３の光学システムである。
【０３６９】
　実施形態１７７は、部分反射体が、第２の反射偏光子である、実施形態１４２～実施形
態１７６のうちのいずれかの光学システムである。
【０３７０】
　実施形態１７８は、部分反射体が、既定の複数の波長で、少なくとも３０％の平均光透
過率を有する、実施形態１４２～実施形態１７７のうちのいずれかの光学システムである
。
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【０３７１】
　実施形態１７９は、既定の複数の波長が、１つ以上の既定の波長範囲を含む、実施形態
１４２～実施形態１７８のうちのいずれかの光学システムである。
【０３７２】
　実施形態１８０は、既定の複数の波長が、可視範囲を含む、実施形態１４２～実施形態
１７９のうちのいずれかの光学システムである。
【０３７３】
　実施形態１８１は、可視範囲が、４００ｎｍ～７００ｎｍである、実施形態１８０の光
学システムである。
【０３７４】
　実施形態１８２は、既定の複数の波長が、赤外範囲を含む、実施形態１４２～実施形態
１７９のうちのいずれかの光学システムである。
【０３７５】
　実施形態１８３は、既定の複数の波長が、赤外波長、可視波長、及び紫外波長のうちの
１つ以上を含む、実施形態１４２～実施形態１７９のうちのいずれかの光学システムであ
る。
【０３７６】
　実施形態１８４は、部分反射体が、ノッチ反射体である、実施形態１４２～実施形態１
８０のうちのいずれかの光学システムである。
【０３７７】
　実施形態１８５は、既定の複数の波長が、１００ｎｍ以下の半値全幅を有する、少なく
とも１つの波長範囲を含む、実施形態１８４の光学システムである。
【０３７８】
　実施形態１８６は、既定の複数の波長が、５０ｎｍ以下の半値全幅を有する、少なくと
も１つの波長範囲を含む、実施形態１８４の光学システムである。
【０３７９】
　実施形態１８７は、反射偏光子が、その多層反射偏光子の頂点を通過する光軸からの半
径方向距離ｒ１、及び、その頂点で光軸に対して垂直な平面からの変位ｓ１を有し、ｓ１
／ｒ１が、少なくとも０．１である、少なくとも１つの第１の場所を有する、実施形態１
４２～実施形態１８６のうちのいずれかの光学システムである。
【０３８０】
　実施形態１８８は、ｓ１／ｒ１が、少なくとも０．２である、実施形態１８７の光学シ
ステムである。
【０３８１】
　実施形態１８９は、ｓ１／ｒ１が、０．２～０．８の範囲である、実施形態１８７の光
学システムである。
【０３８２】
　実施形態１９０は、ｓ１／ｒ１が、０．３～０．６の範囲である、実施形態１８７の光
学システムである。
【０３８３】
　実施形態１９１は、多層反射偏光子が、光軸からの半径方向距離ｒ２、及び、平面から
の変位ｓ２を有し、ｓ２／ｒ２が、少なくとも０．３である、第２の場所を有する、実施
形態１８７～実施形態１９０のうちのいずれかの光学システムである。
【０３８４】
　実施形態１９２は、多層反射偏光子が、その反射偏光子の頂点を通過する光軸からの半
径方向距離ｒ１、及び、その頂点で光軸に対して垂直な平面からの変位ｓ１を有し、ｓ１
／ｒ１が、少なくとも０．２である、少なくとも１つの第１の場所を有し、ｓ１及びｒ１
によって画定される、この反射偏光子の領域に関して、その反射偏光子の透過軸の最大変
動が、約２度未満である、実施形態１４２～実施形態１８６のうちのいずれかの光学シス
テムである。
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【０３８５】
　実施形態１９３は、反射偏光子の透過軸の最大変動が、約１．５度未満である、実施形
態１９２の光学システムである。
【０３８６】
　実施形態１９４は、反射偏光子の反射開口内での、その反射偏光子の透過軸の最大変動
が、約１．５度未満である、実施形態１４２～実施形態１９３のうちのいずれかの光学シ
ステムである。
【０３８７】
　実施形態１９５は、反射偏光子の反射開口内での、その反射偏光子の透過軸の最大変動
が、約１度未満である、実施形態１４２～実施形態１９３のうちのいずれかの光学システ
ムである。
【０３８８】
　実施形態１９６は、反射偏光子が、少なくとも１つの層を備え、その少なくとも１つの
層は、第２の光学積層体の光軸から離れた、その少なくとも１つの層上の少なくとも１つ
の第１の場所で、実質的に光学的二軸性であり、光軸から離れた少なくとも１つの第２の
場所で、実質的に光学的一軸性である、実施形態１４２～実施形態１９５のうちのいずれ
かの光学システムである。
【０３８９】
　実施形態１９７は、反射偏光子が、その反射偏光子の光軸に対して実質的に回転対称の
熱成形多層反射偏光子である、実施形態１４２～実施形態１９６のうちのいずれかの光学
システムである。
【０３９０】
　実施形態１９８は、反射偏光子が、その反射偏光子の光軸に対して回転対称の熱成形多
層反射偏光子である、実施形態１４２～実施形態１９７のうちのいずれかの光学システム
である。
【０３９１】
　実施形態１９９は、画像源によって放出され、射出瞳を通って透過される実質的にいず
れの主光線も、約２５度未満の入射角で、反射偏光子及び部分反射体のそれぞれに入射す
る、実施形態１４２～実施形態１９８のうちのいずれかの光学システムである。
【０３９２】
　実施形態２００は、部分反射体が第１の形状を有し、反射偏光子が第２の形状を有し、
それら第１の形状及び第２の形状の一方若しくは双方が、非球面多項サグ式によって記述
される、実施形態１４２～実施形態２０２のうちのいずれかの光学システムである。
【０３９３】
　実施形態２０１は、反射偏光子が、交互配置された複数のポリマー層を備える、実施形
態１４２～実施形態２００のうちのいずれかの光学システムである。
【０３９４】
　実施形態２０２は、反射偏光子が、熱成形ＡＰＦである、実施形１４２～実施形態２０
１のうちのいずれかの光学システムである。
【０３９５】
　実施形態２０３は、反射偏光子が、ワイヤグリッド偏光子を備える、実施形態１４２～
実施形態２０１のうちのいずれかの光学システムである。
【０３９６】
　実施形態２０４は、反射偏光子が、回転対称である、実施形態１４２～実施形態２０３
のうちのいずれかの光学システムである。
【０３９７】
　実施形態２０５は、画像源が、ディスプレイパネルを備える、実施形態１４２～実施形
態２０４のうちのいずれかの光学システムである。
【０３９８】
　実施形態２０６は、ディスプレイパネルが、透明又は半透明である、実施形態２０５の
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光学システムである。
【０３９９】
　実施形態２０７は、画像源が、シャッタを備える、実施形態２０４又は実施形態２０５
の光学システムである。
【０４００】
　実施形態２０８は、光学システムであって、
　最大横寸法Ａを有する像面と、
　最大横寸法Ｂを有し、Ａ／Ｂが少なくとも３である絞り面と、
　像面と絞り面との間に配設された一体型光学積層体であって、
　第１の光学レンズと、
　既定の複数の波長で、少なくとも３０％の平均光反射率を有する部分反射体と、
　第１の偏光状態を有する光を実質的に透過し、直交する第２の偏光状態を有する光を実
質的に反射する多層反射偏光子と、
　既定の複数の波長内の少なくとも１つの波長での、第１の四分の一波長位相子と、
　を備える、一体型光学積層体と、
　を備え、
　絞り面及び像面を通って透過される少なくとも１つの主光線が、少なくとも４０度の入
射角で、絞り面を通過する、
　光学システムである。
【０４０１】
　実施形態２０９は、一体型光学積層体が、直交する第１の軸及び第２の軸に沿って像面
に向けて凸状である、実施形態２０８の光学システムである。
【０４０２】
　実施形態２１０は、可視波長範囲内で、少なくとも１５０ｎｍ離れた少なくとも第１の
波長及び第２の波長を有し、像面及び絞り面を通って透過される実質的にいずれの主光線
も、絞り面での視野の１．５パーセント未満の、絞り面での色分離距離を有する、実施形
態２０８又は実施形態２０９の光学システムである。
【０４０３】
　実施形態２１１は、絞り面での色分離距離が、絞り面での視野の１．２パーセント未満
である、実施形態２０８～実施形態２１０のうちのいずれかの光学システムである。
【０４０４】
　実施形態２１２は、可視波長範囲内で、少なくとも１５０ｎｍ離れた少なくとも第１の
波長及び第２の波長を有し、像面及び絞り面を通って透過される実質的にいずれの主光線
も、２０分角未満の、絞り面での色分離距離を有する、実施形態２０８～実施形態２１１
のうちのいずれかの光学システムである。
【０４０５】
　実施形態２１３は、絞り面での色分離距離が、１０分角未満である、実施形態２０８～
実施形態２１２のうちのいずれかの光学システムである。
【０４０６】
　実施形態２１４は、画像源が、像面を備え、絞り面が、射出瞳である、実施形態２０８
～実施形態２１３のうちのいずれかの光学システムである。
【０４０７】
　実施形態２１５は、画像源が、ディスプレイパネルを備える、実施形態２１４の光学シ
ステムである。
【０４０８】
　実施形態２１６は、ディスプレイパネルが、透明又は半透明である、実施形態２１５の
光学システムである。
【０４０９】
　実施形態２１７は、画像源が、シャッタを備える、実施形態２１４～実施形態２１６の
うちのいずれかの光学システムである。
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【０４１０】
　実施形態２１８は、画像源が、光学システムの外部の対象物から反射された光を受光す
るように適合された開口を備える、実施形態２０８の光学システムである。
【０４１１】
　実施形態２１９は、画像記録装置が、像面を備え、絞り面が、入射瞳である、実施形態
２０８～実施形態２１３のうちのいずれかの光学システムである。
【０４１２】
　実施形態２２０は、光学システムが、像面を通って透過される中心光線の光路によって
画定される、折り返し光軸を中心とする、実施形態２０８～実施形態２１９のうちのいず
れかの光学システムである。
【０４１３】
　実施形態２２１は、絞り面が、第２の光学システムの入射瞳に重なり合うように適合さ
れている、実施形態２０８の光学システムである。
【０４１４】
　実施形態２２２は、第２の光学システムが、入射瞳で受け取った像を記録するように適
合されている、実施形態２２１の光学システムである。
【０４１５】
　実施形態２２３は、絞り面が、観察者の目の入射瞳に重なり合うように適合されている
、実施形態２０８の光学システムである。
【０４１６】
　実施形態２２４は、画像源が、像面を備え、画像源が、非偏光を放出する、実施形態２
０８の光学システムである。
【０４１７】
　実施形態２２５は、既定の複数の波長内の、少なくとも１つの波長での、第２の四分の
一波長位相子を更に備え、この第２の四分の一波長位相子が、部分反射体と像面との間に
配設され、第１の四分の一波長位相子が、多層反射偏光子と部分反射体との間に配設され
る、実施形態２０８～実施形態２２４のうちのいずれかの光学システムである。
【０４１８】
　実施形態２２６は、画像源が、像面を備え、画像源が、偏光を放出する、実施形態２０
８の光学システムである。
【０４１９】
　実施形態２２７は、偏光が直線偏光である、実施形態２２６の光学システムである。
【０４２０】
　実施形態２２８は、偏光が円偏光である、実施形態２２６の光学システムである。
【０４２１】
　実施形態２２９は、偏光が楕円偏光である、実施形態２２６の光学システムである。
【０４２２】
　実施形態２３０は、部分反射体が、第２の反射偏光子である、実施形態２０８～実施形
態２２９のうちのいずれかの光学システムである。
【０４２３】
　実施形態２３１は、部分反射体が、既定の複数の波長で、少なくとも３０％の平均光透
過率を有する、実施形態２０８～実施形態２３０のうちのいずれかの光学システムである
。
【０４２４】
　実施形態２３２は、既定の複数の波長が、少なくとも１つの連続的な波長範囲を含む、
実施形態２０８～実施形態２３１のうちのいずれかの光学システムである。
【０４２５】
　実施形態２３３は、既定の複数の波長が、可視範囲の波長を含む、実施形態２０８～実
施形態２３２のうちのいずれかの光学システムである。
【０４２６】
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　実施形態２３４は、可視範囲が、４００ｎｍ～７００ｎｍである、実施形態２３３の光
学システムである。
【０４２７】
　実施形態２３５は、既定の複数の波長が、赤外範囲の波長を含む、実施形態２０８～実
施形態２３４のうちのいずれかの光学システムである。
【０４２８】
　実施形態２３６は、既定の複数の波長が、赤外波長、可視波長、及び紫外波長のうちの
１つ以上を含む、実施形態２０８～実施形態２３５のうちのいずれかの光学システムであ
る。
【０４２９】
　実施形態２３７は、部分反射体が、ノッチ反射体である、実施形態２０８～実施形態２
３６のうちのいずれかの光学システムである。
【０４３０】
　実施形態２３８は、既定の複数の波長が、１つ以上の連続的な波長範囲を含み、それら
連続的な波長範囲のうちの少なくとも１つが、１００ｎｍ以下の半値全幅を有する、実施
形態２３７の光学システムである。
【０４３１】
　実施形態２３９は、半値全幅が５０ｎｍ以下である、実施形態２３８の光学システムで
ある。
【０４３２】
　実施形態２４０は、多層反射偏光子が、その多層反射偏光子の頂点を通過する光軸から
の半径方向距離ｒ１、及び、その頂点で光軸に対して垂直な平面からの変位ｓ１を有し、
ｓ１／ｒ１が、少なくとも０．１である、少なくとも１つの第１の場所を有する、実施形
態２０８～実施形態２３９のうちのいずれかの光学システムである。
【０４３３】
　実施形態２４１は、ｓ１／ｒ１が、少なくとも０．２である、実施形態２４０の光学シ
ステムである。
【０４３４】
　実施形態２４２は、ｓ１／ｒ１が、０．２～０．８の範囲である、実施形態２４０の光
学システムである。
【０４３５】
　実施形態２４３は、ｓ１／ｒ１が、０．３～０．６の範囲である、実施形態２４０の光
学システムである。
【０４３６】
　実施形態２４４は、多層反射偏光子が、光軸からの半径方向距離ｒ２、及び、平面から
の変位ｓ２を有し、ｓ２／ｒ２が、少なくとも０．３である、第２の場所を有する、実施
形態２４０の光学システムである。
【０４３７】
　実施形態２４５は、多層反射偏光子が、その多層反射偏光子の頂点を通過する光軸から
の半径方向距離ｒ１、及び、その頂点で光軸に対して垂直な平面からの変位ｓ１を有し、
ｓ１／ｒ１が、少なくとも０．２である、少なくとも１つの第１の場所を有し、ｓ１及び
ｒ１によって画定されるこの反射偏光子の領域に関して、その反射偏光子の透過軸の最大
変動が、約２度未満である、実施形態２０８～実施形態２４４のうちのいずれかの光学シ
ステムである。
【０４３８】
　実施形態２４６は、反射偏光子の透過軸の最大変動が、約１．５度未満である、実施形
態２４５の光学システムである。
【０４３９】
　実施形態２４７は、反射偏光子の反射開口内での、その反射偏光子の透過軸の最大変動
が、約１．５度未満である、実施形態２０８～実施形態２４６のうちのいずれかの光学シ
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ステムである。
【０４４０】
　実施形態２４８は、反射偏光子の反射開口内での、その反射偏光子の透過軸の最大変動
が、約１度未満である、実施形態２０９～実施形態２４６のうちのいずれかの光学システ
ムである。
【０４４１】
　実施形態２４９は、多層反射偏光子が、少なくとも１つの層を備え、その少なくとも１
つの層は、第２の光学積層体の光軸から離れた、その少なくとも１つの層上の少なくとも
１つの第１の場所で、実質的に光学的二軸性であり、光軸から離れた少なくとも１つの第
２の場所で、実質的に光学的一軸性である、実施形態２０８～実施形態２４８のうちのい
ずれかの光学システムである。
【０４４２】
　実施形態２５０は、多層反射偏光子が、第２の光学積層体の光軸に対して実質的に回転
対称の、熱成形多層反射偏光子である、実施形態２０８～実施形態２４９のうちのいずれ
かの光学システムである。
【０４４３】
　実施形態２５１は、多層反射偏光子が、第２の光学積層体の光軸に対して回転対称の、
熱成形多層反射偏光子である、実施形態２０８～実施形態２５０のうちのいずれかの光学
システムである。
【０４４４】
　実施形態２５２は、像面及び絞り面を通過する、実質的にいずれの主光線も、約２５度
未満の入射角で、部分反射体、多層反射偏光子、及び第１の四分の一波長位相子のそれぞ
れに入射する、実施形態２０８～実施形態２５１のうちのいずれかの光学システムである
。
【０４４５】
　実施形態２５３は、画像源が、像面を備え、この画像源が、歪みのない像を放出し、絞
り面によって透過される、その放出された歪みのない像の歪みが、絞り面での視野の約１
０％未満となるように、部分反射体が、第１の形状を有し、反射偏光子が、異なる第２の
形状を有する、実施形態２０８の光学システムである。
【０４４６】
　実施形態２５４は、絞り面によって透過される、放出された歪みのない像の歪みが、絞
り面での視野の約５％未満である、実施形態２５３の光学システムである。
【０４４７】
　実施形態２５５は、絞り面によって透過される、放出された歪みのない像の歪みが、絞
り面での視野の約３%未満である、実施形態２５３の光学システムである。
【０４４８】
　実施形態２５６は、部分反射体が第１の形状を有し、多層反射偏光子が第２の形状を有
し、それら第１の形状及び第２の形状の一方若しくは双方が、非球面多項サグ式によって
記述される、実施形態２０８～実施形態２５５のうちのいずれかの光学システムである。
【０４４９】
　実施形態２５７は、多層反射偏光子が、交互配置された複数のポリマー層を備える、実
施形態２０８～実施形態２５６のうちのいずれかの光学システムである。
【０４５０】
　実施形態２５８は、多層反射偏光子が、熱成形ＡＰＦである、実施形２０８～実施形態
２５７のうちのいずれかの光学システムである。
【０４５１】
　実施形態２５９は、多層反射偏光子が、ワイヤグリッド偏光子を備える、実施形態２０
８～実施形態２５７のうちのいずれかの光学システムである。
【０４５２】
　実施形態２６０は、多層反射偏光子が、回転対称である、実施形態２０８～実施形態２
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５９のうちのいずれかの光学システムである。
【０４５３】
　実施形態２６１は、一体型光学積層体が、第２の光学レンズを備える、実施形態２０８
～実施形態２６０のうちのいずれかの光学システムである。
【０４５４】
　実施形態２６２は、第１の四分の一波長位相子が、第１の光学レンズと第２の光学レン
ズとの間に配設される、実施形態２６１の光学システムである。
【０４５５】
　実施形態２６３は、多層反射偏光子が、絞り面に向き合う、第２の光学レンズの主表面
上に配設され、部分反射体が、像面に向き合う、第１の光学レンズの主表面上に配設され
る、実施形態２６１又は実施形態２６２の光学システムである。
【０４５６】
　実施形態２６４は、光学システムであって、
　像面と、
　実質的に平面状の絞り面と、
　それら像面と絞り面との間に配設された、
　第１の光学レンズ、第２の光学レンズ、及び第３の光学レンズと、
　既定の複数の波長で、少なくとも３０％の平均光反射率を有する部分反射体と、
　第１の偏光状態を有する光を実質的に透過し、直交する第２の偏光状態を有する光を実
質的に反射する多層反射偏光子と、
　既定の複数の波長内の、少なくとも１つの波長での、第１の四分の一波長位相子と、
　を備え、
　この光学システムは、像面と絞り面との間に配設された複数の主表面を備え、各主表面
が、直交する第１の軸及び第２の軸に沿って像面に向けて凸状であり、少なくとも６つの
異なる主表面が、６つの異なる凸面を有する、
　光学システムである。
【０４５７】
　実施形態２６５は、複数の主表面が、第１の光学レンズの反対側の第１主表面及び第２
主表面と、第２の光学レンズの反対側の第１主表面及び第２主表面と、第３の光学レンズ
の反対側の第１主表面及び第２主表面とを含み、各第１主表面が、絞り面に向き合い、各
第２主表面が、像面に向き合う、実施形態２６４の光学システムである。
【０４５８】
　実施形態２６６は、第２の光学レンズが、第１の光学レンズと第３の光学レンズとの間
に配設され、第３の光学レンズが、絞り面と第１の光学レンズとの間に配設される、実施
形態２６５の光学システムである。
【０４５９】
　実施形態２６７は、部分反射体が、第２の光学レンズの第１主表面上に配設される、実
施形態２６６の光学システムである。
【０４６０】
　実施形態２６８は、多層反射偏光子が、第３の光学レンズの第２主表面上に配設される
、実施形態２６６又は実施形態２６７の光学システムである。
【０４６１】
　実施形態２６９は、第１の四分の一波長位相子が、多層反射偏光子上に配設される、実
施形態２６８の光学システムである。
【０４６２】
　実施形態２７０は、既定の複数の波長内の、少なくとも１つの波長での、第２の四分の
一波長位相子を更に備え、この第２の四分の一波長位相子が、第２の光学レンズの第２主
表面上に配設される、実施形態２６６～実施形態２６９のうちのいずれかの光学システム
である。
【０４６３】
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　実施形態２７１は、反射偏光子が、第３の光学レンズの第１主表面上に配設され、第１
の四分の一波長位相子が、第３の光学レンズの第２主表面上に配設される、実施形態２６
５の光学システムである。
【０４６４】
　実施形態２７２は、部分反射体が、第２の光学レンズの第１主表面又は第２主表面上に
配設される、実施形態２７１の光学システムである。
【０４６５】
　実施形態２７３は、画像源が、像面を備え、絞り面が、射出瞳である、実施形態２６４
～実施形態２７２のうちのいずれかの光学システムである。
【０４６６】
　実施形態２７４は、画像源が、ディスプレイパネルを備える、実施形態２７３の光学シ
ステムである。
【０４６７】
　実施形態２７５は、ディスプレイパネルが、実質的に透明である、実施形態２７４の光
学システムである。
【０４６８】
　実施形態２７６は、画像源が、シャッタを備える、実施形態２７３～実施形態２７５の
うちのいずれかの光学システムである。
【０４６９】
　実施形態２７７は、画像記録装置が、像面を備え、絞り面が、入射瞳である、実施形態
２６４～実施形態２７２のうちのいずれかの光学システムである。
【０４７０】
　実施形態２７８は、光学システムが、像面を通って透過される中心光線の光路によって
画定される、折り返し光軸を中心とする、実施形態２６４～実施形態２７７のうちのいず
れかの光学システムである。
【０４７１】
　実施形態２７９は、絞り面が、第２の光学システムの入射瞳に重なり合うように適合さ
れている、実施形態２６４～実施形態２７８のうちのいずれかの光学システムである。
【０４７２】
　実施形態２８０は、第２の光学システムが、入射瞳で受け取った像を記録するように適
合されている、実施形態２７９の光学システムである。
【０４７３】
　実施形態２８１は、絞り面が、観察者の目の入射瞳に重なり合うように適合されている
、実施形態２６４～実施形態２７２のうちのいずれかの光学システムである。
【０４７４】
　実施形態２８２は、画像源が、像面を備え、画像源が、非偏光を放出する、実施形態２
６４～実施形態２７２のうちのいずれかの光学システムである。
【０４７５】
　実施形態２８３は、光学積層体システムが、既定の複数の波長内の、少なくとも１つの
波長での、第２の四分の一波長位相子を更に備え、この第２の四分の一波長位相子が、部
分反射体と像面との間に配設され、第１の四分の一波長位相子が、多層反射偏光子と部分
反射体との間に配設される、実施形態２６４～実施形態２６９のうちのいずれかの光学シ
ステムである。
【０４７６】
　実施形態２８４は、画像源が、像面を備え、画像源が、偏光を放出する、実施形態２６
４～実施形態２７２のうちのいずれかの光学システムである。
【０４７７】
　実施形態２８５は、偏光が直線偏光である、実施形態２８４の光学システムである。
【０４７８】
　実施形態２８６は、偏光が円偏光である、実施形態２８４の光学システムである。
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【０４７９】
　実施形態２８７は、偏光が楕円偏光である、実施形態２８４の光学システムである。
【０４８０】
　実施形態２８８は、部分反射体が、第２の反射偏光子である、実施形態２６４～実施形
態２８７のうちのいずれかの光学システムである。
【０４８１】
　実施形態２８９は、部分反射体が、既定の複数の波長で、少なくとも３０％の平均光透
過率を有する、実施形態２６４～実施形態２８８のうちのいずれかの光学システムである
。
【０４８２】
　実施形態２９０は、既定の複数の波長が、少なくとも１つの連続的な波長範囲を含む、
実施形態２６４～実施形態２８９のうちのいずれかの光学システムである。
【０４８３】
　実施形態２９１は、既定の複数の波長が、可視範囲の波長を含む、実施形態２６４～実
施形態２９０のうちのいずれかの光学システムである。
【０４８４】
　実施形態２９２は、可視範囲が、４００ｎｍ～７００ｎｍである、実施形態２９１の光
学システムである。
【０４８５】
　実施形態２９３は、既定の複数の波長が、赤外範囲の波長を含む、実施形態２６４～実
施形態２９２のうちのいずれかの光学システムである。
【０４８６】
　実施形態２９４は、既定の複数の波長が、赤外波長、可視波長、及び紫外波長のうちの
１つ以上を含む、実施形態２６４～実施形態２９３のうちのいずれかの光学システムであ
る。
【０４８７】
　実施形態２９５は、部分反射体が、ノッチ反射体である、実施形態２６４～実施形態２
９４のうちのいずれかの光学システムである。
【０４８８】
　実施形態２９６は、既定の複数の波長が、１つ以上の連続的な波長範囲を含み、それら
連続的な波長範囲のうちの少なくとも１つが、１００ｎｍ以下の半値全幅を有する、実施
形態２９５の光学システムである。
【０４８９】
　実施形態２９７は、半値全幅が５０ｎｍ以下である、実施形態２９６の光学システムで
ある。
【０４９０】
　実施形態２９８は、多層反射偏光子が、その多層反射偏光子の頂点を通過する光軸から
の半径方向距離ｒ１、及び、その頂点で光軸に対して垂直な平面からの変位ｓ１を有し、
ｓ１／ｒ１が、少なくとも０．１である、少なくとも１つの第１の場所を有する、実施形
態２６４～実施形態２９７のうちのいずれかの光学システムである。
【０４９１】
　実施形態２９９は、ｓ１／ｒ１が、少なくとも０．２である、実施形態２９８の光学シ
ステムである。
【０４９２】
　実施形態３００は、ｓ１／ｒ１が、０．２～０．８の範囲である、実施形態２９８の光
学システムである。
【０４９３】
　実施形態３０１は、ｓ１／ｒ１が、０．３～０．６の範囲である、実施形態２９８の光
学システムである。
【０４９４】
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　実施形態３０２は、多層反射偏光子が、光軸からの半径方向距離ｒ２、及び、平面から
の変位ｓ２を有し、ｓ２／ｒ２が、少なくとも０．３である、第２の場所を有する、実施
形態２９８～実施形態３０１のうちのいずれかの光学システムである。
【０４９５】
　実施形態３０３は、多層反射偏光子が、その多層反射偏光子の頂点を通過する光軸から
の半径方向距離ｒ１、及び、その頂点で光軸に対して垂直な平面からの変位ｓ１を有し、
ｓ１／ｒ１が、少なくとも０．２である、少なくとも１つの第１の場所を有し、ｓ１及び
ｒ１によって画定されるこの反射偏光子の領域に関して、その反射偏光子の透過軸の最大
変動が、約２度未満である、実施形態２６４～実施形態２９７のうちのいずれかの光学シ
ステムである。
【０４９６】
　実施形態３０４は、反射偏光子の透過軸の最大変動が、約１．５度未満である、実施形
態３０３の光学システムである。
【０４９７】
　実施形態３０５は、反射偏光子の反射開口内での、その反射偏光子の透過軸の最大変動
が、約１．５度未満である、実施形態２６４～実施形態３０４のうちのいずれかの光学シ
ステムである。
【０４９８】
　実施形態３０６は、反射偏光子の反射開口内での、その反射偏光子の透過軸の最大変動
が、約１度未満である、実施形態２６４～実施形態３０４のうちのいずれかの光学システ
ムである。
【０４９９】
　実施形態３０７は、多層反射偏光子が、少なくとも１つの層を備え、その少なくとも１
つの層は、第２の光学積層体の光軸から離れた、その少なくとも１つの層上の少なくとも
１つの第１の場所で、実質的に光学的二軸性であり、光軸から離れた少なくとも１つの第
２の場所で、実質的に光学的一軸性である、実施形態２６４～実施形態３０６のうちのい
ずれかの光学システムである。
【０５００】
　実施形態３０８は、多層反射偏光子が、第２の光学積層体の光軸に対して実質的に回転
対称の熱成形多層反射偏光子である、実施形態２６４～実施形態３０７のうちのいずれか
の光学システムである。
【０５０１】
　実施形態３０９は、多層反射偏光子が、第２の光学積層体の光軸に対して回転対称の熱
成形多層反射偏光子である、実施形態２６４～実施形態３０８のうちのいずれかの光学シ
ステムである。
【０５０２】
　実施形態３１０は、像面及び絞り面を通過する、実質的にいずれの主光線も、約２５度
未満の入射角で、部分反射体、多層反射偏光子、及び第１の四分の一波長位相子のそれぞ
れに入射する、実施形態２６４～実施形態３０９のうちのいずれかの光学システムである
。
【０５０３】
　実施形態３１１は、画像源が、像面を備え、この画像源が、歪みのない像を放出し、絞
り面によって透過される、その放出された歪みのない像の歪みが、絞り面での視野の約１
０％未満となるように、部分反射体が、第１の形状を有し、反射偏光子が、異なる第２の
形状を有する、実施形態２６４～実施形態２７２のうちのいずれかの光学システムである
。
【０５０４】
　実施形態３１２は、絞り面によって透過される、放出された歪みのない像の歪みが、絞
り面での視野の約５%未満である、実施形態３１１の光学システムである。
【０５０５】
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　実施形態３１３は、絞り面によって透過される、放出された歪みのない像の歪みが、絞
り面での視野の約３%未満である、実施形態３１１の光学システムである。
【０５０６】
　実施形態３１４は、可視波長範囲内で、少なくとも１５０ｎｍ離れた少なくとも第１の
波長及び第２の波長を有し、像面によって放出され、絞り面によって透過される、実質的
にいずれの主光線も、絞り面での視野の１．５パーセント未満の、絞り面での色分離距離
を有する、実施形態２６４～実施形態３１３のうちのいずれかの光学システムである。
【０５０７】
　実施形態３１５は、絞り面での色分離距離が、絞り面での視野の１．２パーセント未満
である、実施形態３１４の光学システムである。
【０５０８】
　実施形態３１６は、可視波長範囲内で、少なくとも１５０ｎｍ離れた少なくとも第１の
波長及び第２の波長を有し、像面及び絞り面を通って透過される実質的にいずれの主光線
も、２０分角未満の、絞り面での色分離距離を有する、実施形態２６４～実施形態３１５
のうちのいずれかの光学システムである。
【０５０９】
　実施形態３１７は、絞り面での色分離距離が、１０分角未満である、実施形態３１６の
光学システムである。
【０５１０】
　実施形態３１８は、部分反射体が第１の形状を有し、多層反射偏光子が第２の形状を有
し、それら第１の形状及び第２の形状の一方若しくは双方が、非球面多項サグ式によって
記述される、実施形態２６４～実施形態２４９のうちのいずれかの光学システムである。
【０５１１】
　実施形態３１９は、多層反射偏光子が、交互配置された複数のポリマー層を備える、実
施形態２６４～実施形態３１８のうちのいずれかの光学システムである。
【０５１２】
　実施形態３２０は、多層反射偏光子が、熱成形ＡＰＦである、実施形２６４～実施形態
３１９のうちのいずれかの光学システムである。
【０５１３】
　実施形態３２１は、多層反射偏光子が、ワイヤグリッド偏光子を備える、実施形態２６
４～実施形態３１９のうちのいずれかの光学システムである。
【０５１４】
　実施形態３２２は、多層反射偏光子が、回転対称である、実施形態２６４～実施形態３
２１のうちのいずれかの光学システムである。
【０５１５】
　実施形態３２３は、第１の光学レンズ、第２の光学レンズ、及び第３の光学レンズのう
ちの少なくとも１つが、絞り面及び像面に対して、ユーザによる調節が可能な位置を有す
る、実施形態２６４～実施形態３２２のうちのいずれかの光学システムである。
【０５１６】
　実施形態３２４は、第１の光学レンズ、第２の光学レンズ、及び第３の光学レンズのう
ちの少なくとも１つが、ユーザによる調節が可能な形状を有する、実施形態２６４～実施
形態３２３のうちのいずれかの光学システムである。
【０５１７】
　実施形態３２５は、像面が、実質的に平面状である、実施形態２６４～実施形態３２４
のうちのいずれかの光学システムである。
【０５１８】
　実施形態３２６は、像面が湾曲している、実施形態２６４～実施形態３２４のうちのい
ずれかの光学システムである。
【０５１９】
　実施形態３２７は、光学システムの視野にわたって、少なくとも４０の、絞り面でのコ
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ントラスト比を有する、実施形態１～実施形態３２６のうちのいずれかの光学システムで
ある。
【０５２０】
　実施形態３２８は、光学システムの視野にわたって、少なくとも５０の、絞り面でのコ
ントラスト比を有する、実施形態１～実施形態３２７のうちのいずれかの光学システムで
ある。
【０５２１】
　実施形態３２９は、光学システムの視野にわたって、少なくとも６０の、絞り面でのコ
ントラスト比を有する、実施形態１～実施形態３２８のうちのいずれかの光学システムで
ある。
【０５２２】
　実施形態３３０は、光学システムの視野にわたって、少なくとも８０の、絞り面でのコ
ントラスト比を有する、実施形態１～実施形態３２９のうちのいずれかの光学システムで
ある。
【０５２３】
　実施形態３３１は、光学システムの視野にわたって、少なくとも１００の、絞り面での
コントラスト比を有する、実施形態１～実施形態３３０のうちのいずれかの光学システム
である。
【０５２４】
　実施形態３３２は、少なくとも１つのレンズが、不均一な縁部プロファイルを有する、
実施形態１～実施形態３３３のうちのいずれかの光学システムである。
【０５２５】
　実施形態３３３は、光学システムがヘッドマウント式ディスプレイ内で使用される場合
に、縁部プロファイルが、顔面に適合化された形状を備える、実施形態３３２の光学シス
テムである。
【０５２６】
　実施形態３３４は、熱成形多層反射偏光子であって、その熱成形多層反射偏光子の頂点
を通過する光軸に対して実質的に回転対称であり、その光軸に直交する、直交する第１の
軸及び第２の軸に沿って凸状であり、
　頂点から離れた少なくとも１つの第１の場所で、実質的に光学的一軸性である少なくと
も１つの内部層と、
　光軸からの半径方向距離ｒ１、及び、頂点で光軸に対して垂直な平面からの変位ｓ１を
有し、ｓ１／ｒ１が、少なくとも０．２である、その反射偏光子上の少なくとも１つの第
１の場所と、
　を有する、
　熱成形多層反射偏光子である。
【０５２７】
　実施形態３３５は、ｓ１及びｒ１によって画定される反射偏光子の領域に関して、その
反射偏光子の透過軸の最大変動が、約２度未満である、実施形態３３４の熱成形多層反射
偏光子である。
【０５２８】
　実施形態３３６は、反射偏光子の透過軸の最大変動が、約１．５度未満である、実施形
態３３５の光学システムである。
【０５２９】
　実施形態３３７は、反射偏光子の反射開口内での、その反射偏光子の透過軸の最大変動
が、約１．５度未満である、実施形態３３４～実施形態３３６のうちのいずれかの光学シ
ステムである。
【０５３０】
　実施形態３３８は、反射偏光子の反射開口内での、その反射偏光子の透過軸の最大変動
が、約１度未満である、実施形態３３４～実施形態３３６のうちのいずれかの光学システ
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ムである。
【０５３１】
　実施形態３３９は、上記の少なくとも１つの内部層が、頂点から離れた、その少なくと
も１つの層上の少なくとも１つの第２の場所で、実質的に光学的二軸性である、実施形態
３３４～実施形態３３８のうちのいずれかの熱成形多層反射偏光子である。
【０５３２】
　実施形態３４０は、熱成形多層反射偏光子であって、その熱成形多層反射偏光子の頂点
を通過する光軸に対して実質的に回転対称であり、その光軸に直交する、直交する第１の
軸及び第２の軸に沿って凸状であり、
　光軸からの半径方向距離ｒ１、及び、頂点で光軸に対して垂直な平面からの変位ｓ１を
有し、ｓ１／ｒ１が、少なくとも０．２である、その反射偏光子上の少なくとも１つの第
１の場所を有し、
　ｓ１及びｒ１によって画定されるこの反射偏光子の領域に関して、その反射偏光子の透
過軸の最大変動が、約２度未満である、
　熱成形多層反射偏光子である。
【０５３３】
　実施形態３４１は、反射偏光子の透過軸の最大変動が、約１．５度未満である、実施形
態３４０の熱成形多層反射偏光子である。
【０５３４】
　実施形態３４２は、少なくとも１つの層を備え、その少なくとも１つの層は、反射偏光
子の光軸から離れた、その少なくとも１つの層上の少なくとも１つの第１の場所で、実質
的に光学的二軸性であり、光軸から離れた少なくとも１つの第２の場所で、実質的に光学
的一軸性である、実施形態３４０又は実施形態３４１の熱成形多層反射偏光子である。
【０５３５】
　実施形態３４３は、ｓ１／ｒ１が、約０．８未満である、実施形態３３４～実施形態３
４２のうちのいずれかの熱成形多層反射偏光子である。
【０５３６】
　実施形態３４４は、反射偏光子が、光軸からの半径方向距離ｒ２、及び、平面からの変
位ｓ２を有し、ｓ２／ｒ２が、少なくとも０．３である、第２の場所を有する、実施形態
３３４～実施形態３４３のうちのいずれかの熱成形多層反射偏光子である。
【０５３７】
　実施形態３４５は、ｓ１／ｒ１の方位変動が、１０パーセント未満である、実施形態３
３４～実施形態３４４のうちのいずれかの熱成形多層反射偏光子である。
【０５３８】
　実施形態３４６は、ｓ１／ｒ１の方位変動が、８パーセント未満である、実施形態３３
４～実施形態３４４のうちのいずれかの熱成形多層反射偏光子である。
【０５３９】
　実施形態３４７は、ｓ１／ｒ１の方位変動が、６パーセント未満である、実施形態３３
４～実施形態３４４のうちのいずれかの熱成形多層反射偏光子である。
【０５４０】
　実施形態３４８は、ｓ１／ｒ１の方位変動が、４パーセント未満である、実施形態３３
４～実施形態３４４のうちのいずれかの熱成形多層反射偏光子である。
【０５４１】
　実施形態３４９は、ｓ１／ｒ１の方位変動が、２パーセント未満である、実施形態３３
４～実施形態３４４のうちのいずれかの熱成形多層反射偏光子である。
【０５４２】
　実施形態３５０は、ｓ１／ｒ１の方位変動が、１パーセント未満である、実施形態３３
４～実施形態３４４のうちのいずれかの熱成形多層反射偏光子である。
【０５４３】
　実施形態３５１は、交互配置された複数のポリマー層を備える、実施形態３３４～実施
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形態３５０のうちのいずれかの熱成形多層反射偏光子である。
【０５４４】
　実施形態３５２は、熱成形ＡＰＦである、実施形態３３４～実施形態３５１のうちのい
ずれかの熱成形多層反射偏光子である。
【０５４５】
　実施形態３５３は、ワイヤグリッド偏光子を備える、実施形態３３４～実施形態３５１
のうちのいずれかの熱成形多層反射偏光子である。
【０５４６】
　実施形態３５４は、２つの直交方向に対して湾曲している表面を有し、その表面上に配
設された実施形態３３４～実施形態３５３のうちのいずれかの熱成形多層反射偏光子を備
える、レンズである。
【０５４７】
　実施形態３５５は、光学積層体であって、
　第１のレンズと、
　第１のレンズに隣接する第２のレンズと、
　第１のレンズと第２のレンズとの間に配設された四分の一波長位相子と、
　第１のレンズの反対側で第２のレンズ上に配設された、反射偏光子と、
　第２のレンズの反対側で第１のレンズ上に配設された、部分反射体と、
　を備え、
　反射偏光子が、２つの直交軸に対して湾曲しており、この光学積層体が、一体型光学積
層体である
　光学積層体である。
【０５４８】
　実施形態３５６は、第１のレンズが、第１の材料を含み、第２のレンズが、第２の材料
を含む、実施形態３５５の光学積層体である。
【０５４９】
　実施形態３５７は、第１の材料と第２の材料とが同じである、実施形態３５６の光学積
層体である。
【０５５０】
　実施形態３５８は、第１の材料と第２の材料とが異なる、実施形態３５６の光学積層体
である。
【０５５１】
　実施形態３５９は、第１の材料及び第２の材料の少なくとも一方が、ポリマーである、
実施形態３５５の光学積層体である。
【０５５２】
　実施形態３６０は、第１の材料が、第１のポリマーであり、第２の材料が、第２のポリ
マーである、実施形態３５９の光学積層体である。
【０５５３】
　実施形態３６１は、第１のポリマーと第２のポリマーとが異なる、実施形態３６０の光
学積層体である。
【０５５４】
　実施形態３６２は、第１のレンズと第２のレンズとが、異なるアッベ数を有する、実施
形態３５５、又は実施形態３５６、又は実施形態３５８～実施形態３６１のうちのいずれ
か１つの光学積層体である。
【０５５５】
　実施形態３６３は、第１のレンズのアッベ数と第２のレンズのアッベ数との差が、５～
５０の範囲である、実施形態３６２の光学積層体である。
【０５５６】
　実施形態３６４は、第１のレンズ及び第２のレンズの一方が、４５超のアッベ数を有し
、第１のレンズ及び第２のレンズの他方が、４５未満のアッベ数を有する、実施形態３５
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５～実施形態３６３のうちのいずれかの光学積層体である。
【０５５７】
　実施形態３６５は、第１のレンズ及び第２のレンズの一方が、５０超のアッベ数を有し
、第１のレンズ及び第２のレンズの他方が、４０未満のアッベ数を有する、実施形態３５
５～実施形態３６４のうちのいずれかの光学積層体である。
【０５５８】
　実施形態３６６は、反射偏光子が、実施形態３３４～実施形態３５３のうちのいずれか
の熱成形多層反射偏光子である、実施形態３５５～実施形態３６５のうちのいずれかの光
学積層体である。
【０５５９】
　実施形態３６７は、部分反射体が、所望の複数の波長で、少なくとも３０％の平均光反
射率を有する、実施形態３５５～実施形態３６６のうちのいずれかの光学積層体である。
【０５６０】
　実施形態３６８は、部分反射体が、所望の複数の波長で、少なくとも３０％の平均光透
過率を有する、実施形態３５５～実施形態３６７のうちのいずれかの光学積層体である。
【０５６１】
　実施形態３６９は、部分反射体が、反射偏光子である、実施形態３５５～実施形態３６
８のうちのいずれかの光学積層体である。
【０５６２】
　実施形態３７０は、所望の複数の波長が、少なくとも１つの連続的な波長範囲を含む、
実施形態３５５～実施形態３６９のうちのいずれかの光学積層体である。
【０５６３】
　実施形態３７１は、所望の複数の波長が、可視範囲の波長を含む、実施形態３５５～実
施形態３７０のうちのいずれかの光学積層体である。
【０５６４】
　実施形態３７２は、可視範囲が、４００ｎｍ～７００ｎｍである、実施形態３７１の光
学積層体である。
【０５６５】
　実施形態３７３は、所望の複数の波長が、赤外範囲の波長を含む、実施形態３５５～実
施形態３７２のうちのいずれかの光学積層体である。
【０５６６】
　実施形態３７４は、所望の複数の波長が、赤外波長、可視波長、及び紫外波長のうちの
１つ以上を含む、実施形態３５５～実施形態３７３のうちのいずれかの光学積層体である
。
【０５６７】
　実施形態３７５は、部分反射体が、ノッチ反射体である、実施形態３５５～実施形態３
７４のうちのいずれかの光学積層体である。
【０５６８】
　実施形態３７６は、所望の複数の波長が、１つ以上の連続的な波長範囲を含み、それら
連続的な波長範囲のうちの少なくとも１つが、１００ｎｍ以下の半値全幅を有する、実施
形態３５５～実施形態３７５のうちのいずれかの光学積層体である。
【０５６９】
　実施形態３７７は、半値全幅が５０ｎｍ以下である、実施形態３５５～実施形態３７６
のうちのいずれかの光学積層体である。
【０５７０】
　実施形態３７８は、像面と、絞り面と、それら像面と絞り面との間に配設された、実施
形態３５５～実施形態３７６のうちのいずれかの光学積層体とを備える、光学システムで
ある。
【０５７１】
　実施形態３７９は、像面と、絞り面と、それら像面と絞り面との間に配設された、実施
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形態３３４～実施形態３５３のうちのいずれかの熱成形多層反射偏光子とを備える、光学
システムである。
【０５７２】
　実施形態３８０は、
　像面と反射偏光子との配設された四分の一波長位相子と、像面と四分の一波長位相子と
の間に配設された部分反射体とを更に備える、
　実施形態３７９の光学システムである。
【０５７３】
　実施形態３８１は、反射偏光子が、実施形態３３４～実施形態３５３のうちのいずれか
による熱成形多層反射偏光子である、実施形態１～実施形態３３３のうちのいずれかの光
学システムである。
【０５７４】
　実施形態３８２は、光学積層体の作製方法であって、
　工具軸を中心とし、その工具軸に対して回転非対称の外表面を有する熱成形工具を準備
するステップと、
　光学フィルムを加熱することにより、軟化光学フィルムを結果として得るステップと、
　少なくとも直交する第１の方向及び第２の方向に沿って工具軸から離れる方向にその軟
化フィルムを延伸させながら、この軟化光学フィルムを外表面に適合させることにより、
その適合化フィルムの光軸に対して回転非対称であり、その光軸が工具軸と一致している
適合化光学フィルムを結果として得るステップと、
　その適合化光学フィルムを冷却することにより、光軸に対して回転対称の、対称性光学
フィルムを結果として得るステップと、
　その対称性光学フィルム上に光学レンズを成型することにより、光学積層体を結果とし
て得るステップと、
　を含む、方法である。
【０５７５】
　実施形態３８３は、冷却ステップが、光学フィルムを工具から離すステップを更に含む
、実施形態３８２の方法である。
【０５７６】
　実施形態３８４は、光学レンズを成型するステップが、光学フィルムの反対側で光学レ
ンズ上に第２のフィルムを成型するステップを含む、実施形態３８２又は実施形態３８３
の方法である。
【０５７７】
　実施形態３８５は、第２のフィルムが、部分反射体を備える、実施形態３８４の方法で
ある。
【０５７８】
　実施形態３８６は、光学フィルムが、反射偏光子を備える、実施形態３８２～実施形態
３８５のうちのいずれかの方法である。
【０５７９】
　実施形態３８７は、光学フィルムが、四分の一波長位相子を更に備える、実施形態３８
６の方法である。
【０５８０】
　実施形態３８８は、反射偏光子が、多層ポリマー反射偏光子である、実施形態３８６又
は実施形態３８７の方法である。
【０５８１】
　実施形態３８９は、反射偏光子が、ＡＰＦである、実施形態３８８の方法である。
【０５８２】
　実施形態３９０は、反射偏光子が、ワイヤグリッド偏光子である、実施形態３８６又は
実施形態３８７の方法である。
【０５８３】
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　実施形態３９１は、所望の形状を有する所望の光学フィルムの作製方法であって、
　所望の形状とは異なる第１の形状を有する外表面を有する熱成形工具を準備するステッ
プと、
　光学フィルムを加熱することにより、軟化光学フィルムを結果として得るステップと、
　少なくとも直交する第１の方向及び第２の方向に沿ってその軟化フィルムを延伸させな
がら、この軟化光学フィルムを第１の形状を有する外表面に適合させることにより、第１
の形状を有する適合化光学フィルムを結果として得るステップと、
　その適合化光学フィルムを冷却することにより、所望の形状を有する所望の光学フィル
ムを結果として得るステップと、
　を含む、方法である。
【０５８４】
　実施形態３９２は、冷却ステップが、適合化光学フィルムを工具から離すステップを更
に含む、実施形態３９１の方法である。
【０５８５】
　実施形態３９３は、所望の形状が、所望の光学フィルムの光軸に対して回転対称である
、実施形態３９１又は実施形態３９２の方法である。
【０５８６】
　実施形態３９４は、熱成形工具が、工具軸を中心とし、外表面が、工具軸に対して回転
非対称である、実施形態３９１～実施形態３９３のうちのいずれかの方法である。
【０５８７】
　実施形態３９５は、所望の光学フィルム上に光学レンズを成型することにより、光学積
層体を結果として得るステップを更に含む、実施形態３９１～実施形態３９３のうちのい
ずれかの方法である。
【０５８８】
　実施形態３９６は、光学レンズを成型するステップが、所望の光学フィルムの反対側で
光学レンズ上に第２のフィルムを成型するステップを含む、実施形態３９５の方法である
。
【０５８９】
　実施形態３９７は、第２のフィルムが、部分反射体を備える、実施形態３９６の方法で
ある。
【０５９０】
　実施形態３９８は、所望の光学フィルムが、反射偏光子を備える、実施形態３９１～実
施形態３９７のうちのいずれかの方法である。
【０５９１】
　実施形態３９９は、所望の光学フィルムが、四分の一波長位相子を更に備える、実施形
態３９８の方法である。
【０５９２】
　実施形態４００は、反射偏光子が、多層ポリマー反射偏光子である、実施形態３９８又
は実施形態３９９の方法である。
【０５９３】
　実施形態４０１は、反射偏光子が、ＡＰＦである、実施形態４００の方法である。
【０５９４】
　実施形態４０２は、反射偏光子が、ワイヤグリッド偏光子である、実施形態３９８又は
実施形態３９９の方法である。
【０５９５】
　実施形態４０３は、光学システムであって、
　像面と、
　絞り面と
　像面と絞り面との間に配設された第１の光学積層体であって、
　第１の光学レンズと、
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　所望の複数の波長で、少なくとも３０％の平均光反射率を有する部分反射体と、
　を備える、第１の光学積層体と、
　第１の光学積層体と絞り面との間に配設された第２の光学積層体であって、
　第２の光学レンズと、
　その第２の光学積層体の光軸に対して回転対称であり、その光軸に直交する、直交する
第１の軸及び第２の軸に沿って像面に向けて凸状の熱成形多層反射偏光子であって、その
熱成形多層反射偏光子の頂点を通過する光軸からの半径方向距離ｒ１、及び、その頂点で
光軸に対して垂直な平面からの変位ｓ１を有し、ｓ１／ｒ１が、少なくとも０．１である
、少なくとも１つの第１の場所を有する、熱成形多層反射偏光子と、
　反射偏光子と第１の光学積層体との間に配設された第１の四分の一波長位相子と、
　を備える、第２の光学積層体と、
　を備える、光学システムである。
【０５９６】
　実施形態４０４は、画像源が、像面を備え、絞り面が、射出瞳である、実施形態４０３
の光学システムである。
【０５９７】
　実施形態４０５は、画像源が、ディスプレイパネルを備える、実施形態４０４の光学シ
ステムである。
【０５９８】
　実施形態４０６は、ディスプレイパネルが、透明又は半透明である、実施形態４０５の
光学システムである。
【０５９９】
　実施形態４０７は、画像源が、シャッタを備える、実施形態４０４～実施形態４０６の
うちのいずれかの光学システムである。
【０６００】
　実施形態４０８は、画像源が、光学システムの外部の対象物から反射された光を受光す
るように適合された、開口を備える、実施形態４０３の光学システムである。
【０６０１】
　実施形態４０９は、画像記録装置が、像面を備え、絞り面が、入射瞳である、実施形態
４０３の光学システムである。
【０６０２】
　実施形態４１０は、光学システムが、像面を通って透過される中心光線の光路によって
画定される折り返し光軸を中心とする、実施形態４０３～実施形態４０９のうちのいずれ
かの光学システムである。
【０６０３】
　実施形態４１１は、絞り面が、第２の光学システムの入射瞳に重なり合うように適合さ
れている、実施形態４０３～実施形態４１０のうちのいずれかの光学システムである。
【０６０４】
　実施形態４１２は、第２の光学システムが、入射瞳で受け取った像を記録するように適
合されている、実施形態４１１の光学システムである。
【０６０５】
　実施形態４１３は、絞り面が、観察者の目の入射瞳に重なり合うように適合されている
、実施形態４０３の光学システムである。
【０６０６】
　実施形態４１４は、画像源が、像面を備え、画像源が、非偏光を放出する、実施形態４
０３の光学システムである。
【０６０７】
　実施形態４１５は、第１の光学積層体が、部分反射体と像面との間に配設された第２の
四分の一波長位相子を更に備える、実施形態４０３～実施形態４１４のうちのいずれかの
光学システムである。
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【０６０８】
　実施形態４１６は、画像源が、像面を備え、画像源が、偏光を放出する、実施形態４０
３の光学システムである。
【０６０９】
　実施形態４１７は、偏光が直線偏光である、実施形態４１６の光学システムである。
【０６１０】
　実施形態４１８は、偏光が円偏光である、実施形態４１６の光学システムである。
【０６１１】
　実施形態４１９は、偏光が楕円偏光である、実施形態４１６の光学システムである。
【０６１２】
　実施形態４２０は、部分反射体が、第２の反射偏光子である、実施形態４０３～実施形
態４１９のうちのいずれかの光学システムである。
【０６１３】
　実施形態４２１は、部分反射体が、所望の複数の波長で、少なくとも３０％の平均光透
過率を有する、実施形態４０３～実施形態４２０のうちのいずれかの光学システムである
。
【０６１４】
　実施形態４２２は、所望の複数の波長が、少なくとも１つの連続的な波長範囲を含む、
実施形態４０３～実施形態４２１のうちのいずれかの光学システムである。
【０６１５】
　実施形態４２３は、所望の複数の波長が、可視範囲の波長を含む、実施形態４０３～実
施形態４２２のうちのいずれかの光学システムである。
【０６１６】
　実施形態４２４は、可視範囲が、４００ｎｍ～７００ｎｍである、実施形態４２３の光
学システムである。
【０６１７】
　実施形態４２５は、所望の複数の波長が、赤外範囲の波長を含む、実施形態４０３～実
施形態４２４のうちのいずれかの光学システムである。
【０６１８】
　実施形態４２６は、所望の複数の波長が、赤外波長、可視波長、及び紫外波長のうちの
１つ以上を含む、実施形態４０３～実施形態４２５のうちのいずれかの光学システムであ
る。
【０６１９】
　実施形態４２７は、部分反射体が、ノッチ反射体である、実施形態４０３～実施形態４
２６のうちのいずれかの光学システムである。
【０６２０】
　実施形態４２８は、所望の複数の波長が、１つ以上の連続的な波長範囲を含み、それら
連続的な波長範囲のうちの少なくとも１つが、１００ｎｍ以下の半値全幅を有する、実施
形態４２７の光学システムである。
【０６２１】
　実施形態４２９は、半値全幅が５０ｎｍ以下である、実施形態４２８の光学システムで
ある。
【０６２２】
　実施形態４３０は、ｓ１／ｒ１が、少なくとも０．２である、実施形態４０３～実施形
態４２９のうちのいずれかの光学システムである。
【０６２３】
　実施形態４３１は、ｓ１／ｒ１が、０．２～０．８の範囲である、実施形態４０３～実
施形態４３０のうちのいずれかの光学システムである。
【０６２４】
　実施形態４３２は、ｓ１／ｒ１が、０．３～０．６の範囲である、実施形態４０３～実
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施形態４３１のうちのいずれかの光学システムである。
【０６２５】
　実施形態４３３は、多層反射偏光子が、光軸からの半径方向距離ｒ２、及び、平面から
の変位ｓ２を有し、ｓ２／ｒ２が、少なくとも０．３である、第２の場所を有する、実施
形態４２４～実施形態４３２のうちのいずれかの光学システムである。
【０６２６】
　実施形態４３４は、ｓ１及びｒ１によって画定される反射偏光子の領域に関して、その
反射偏光子の透過軸の最大変動が、約２度未満である、実施形態４０３～実施形態４３３
のうちのいずれかの光学システムである。
【０６２７】
　実施形態４３５は、ｓ１及びｒ１によって画定される反射偏光子の領域に関して、その
反射偏光子の透過軸の最大変動が、約１．５度未満である、実施形態４０３～実施形態４
３３のうちのいずれかの光学システムである。
【０６２８】
　実施形態４３６は、ｓ１及びｒ１によって画定される反射偏光子の領域に関して、その
反射偏光子の透過軸の最大変動が、約１度未満である、実施形態４０３～実施形態４３３
のうちのいずれかの光学システムである。
【０６２９】
　実施形態４３７は、第１の光学レンズが、第２の光学レンズに向き合う第１主表面と、
像面に向き合う反対側の第２主表面とを有し、第２の光学レンズが、絞り面に向き合う第
１主表面と、第１の光学レンズに向き合う反対側の第２主表面とを有する、実施形態４０
３～実施形態４３６のうちのいずれかの光学システムである。
【０６３０】
　実施形態４３８は、部分反射体が、第１のレンズの第１主表面又は第２主表面上に配設
される、実施形態４３７の光学システムである。
【０６３１】
　実施形態４３９は、部分反射体が、第１のレンズの第１主表面上に配設され、第２の四
分の一波長位相子が、第１のレンズの第２主表面上に配設される、実施形態４３７の光学
システムである。
【０６３２】
　実施形態４４０は、部分反射体が、第１のレンズの第２主表面上に配設され、第２の四
分の一波長位相子が、第１のレンズの第２主表面の反対側でその部分反射体上に配設され
る、実施形態４３７の光学システムである。
【０６３３】
　実施形態４４１は、第２の四分の一波長位相子が、第１の光学レンズの第１主表面上に
配設され、部分反射体が、第１の光学レンズの第１主表面の反対側でその第２の四分の一
波長位相子上に配設される、実施形態４３７の光学システムである。
【０６３４】
　実施形態４４２は、第１の四分の一波長位相子が、第２の光学レンズの第２主表面上に
配設され、多層反射偏光子が、第２の光学レンズの第１主表面上に配設される、実施形態
４３７の光学システムである。
【０６３５】
　実施形態４４３は、多層反射偏光子が、第２の光学レンズの第２主表面上に配設され、
第１の四分の一波長位相子が、第２の光学レンズの第２主表面の反対側でその多層反射偏
光子上に配設される、実施形態４３７の光学システムである。
【０６３６】
　実施形態４４４は、多層反射偏光子が、少なくとも１つの層を備え、その少なくとも１
つの層は、第２の光学積層体の光軸から離れた、その少なくとも１つの層上の少なくとも
１つの第１の場所で、実質的に光学的二軸性であり、光軸から離れた少なくとも１つの第
２の場所で、実質的に光学的一軸性である、実施形態４０３～実施形態４４３のうちのい
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ずれかの光学システムである。
【０６３７】
　実施形態４４５は、像面及び絞り面を通過する実質的にいずれの主光線も、約２５度未
満の入射角で、第１の光学積層体及び第２の光学積層体のそれぞれに入射する、実施形態
４０３～実施形態４４４のうちのいずれかの光学システムである。
【０６３８】
　実施形態４４６は、第１の光学積層体と第２の光学積層体とが、実質的に同じ形状を有
する、実施形態４０３～実施形態４４５のうちのいずれかの光学システムである。
【０６３９】
　実施形態４４７は、第１の光学積層体と第２の光学積層体とが、異なる形状を有する、
実施形態４０３～実施形態４４５のうちのいずれかの光学システムである。
【０６４０】
　実施形態４４８は、第１のレンズ及び第２のレンズのそれぞれが、プラノレンズである
、実施形態４０３～実施形態４４７のうちのいずれかの光学システムである。
【０６４１】
　実施形態４４９は、第１の光学レンズと第２の光学レンズとが、実質的に同じ形状を有
する、実施形態４０３～実施形態４４８のうちのいずれかの光学システムである。
【０６４２】
　実施形態４５０は、第１の光学レンズと第２の光学レンズとが、異なる形状を有する、
実施形態４０３～実施形態４４８のうちのいずれかの光学システムである。
【０６４３】
　実施形態４５１は、像面が、実質的に平面状である、実施形態４０３～実施形態４５０
のうちのいずれかの光学システムである。
【０６４４】
　実施形態４５２は、像面が、実質的に湾曲している、実施形態４０３～実施形態４５０
のうちのいずれかの光学システムである。
【０６４５】
　実施形態４５３は、画像源が、像面を備え、この画像源が、歪みのない像を放出し、絞
り面によって透過される、その放出された歪みのない像の歪みが、絞り面での視野の約１
０％未満となるように、部分反射体が、第１の形状を有し、反射偏光子が、異なる第２の
形状を有する、実施形態４０３の光学システムである。
【０６４６】
　実施形態４５４は、絞り面によって透過される、放出された歪みのない像の歪みが、絞
り面での視野の約５％未満である、実施形態４５３の光学システムである。
【０６４７】
　実施形態４５５は、絞り面によって透過される、放出された歪みのない像の歪みが、絞
り面での視野の約３%未満である、実施形態４５３の光学システムである。
【０６４８】
　実施形態４５６は、可視波長範囲内で、少なくとも１５０ｎｍ離れた少なくとも第１の
波長及び第２の波長を有し、像面及び絞り面を通って透過される実質的にいずれの主光線
も、絞り面での視野の１．５パーセント未満の、絞り面での色分離距離を有する、実施形
態４０３～実施形態４５５のうちのいずれかの光学システムである。
【０６４９】
　実施形態４５７は、絞り面での色分離距離が、絞り面での視野の１．２パーセント未満
である、実施形態４５６の光学システムである。
【０６５０】
　実施形態４５８は、可視波長範囲内で、少なくとも１５０ｎｍ離れた少なくとも第１の
波長及び第２の波長を有し、像面及び絞り面を通って透過される実質的にいずれの主光線
も、２０分角未満の、絞り面での色分離距離を有する、実施形態４０３～実施形態４５７
のうちのいずれかの光学システムである。
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【０６５１】
　実施形態４５９は、絞り面での色分離距離が、１０分角未満である、実施形態４５８の
光学システムである。
【０６５２】
　実施形態４６０は、部分反射体が第１の形状を有し、多層反射偏光子が第２の形状を有
し、それら第１の形状及び第２の形状の一方若しくは双方が、非球面多項サグ式によって
記述される、実施形態４０３～実施形態４５９のうちのいずれかの光学システムである。
【０６５３】
　実施形態４６１は、多層反射偏光子が、交互配置された複数のポリマー層を備える、実
施形態４０３～実施形態４６０のうちのいずれかの光学システムである。
【０６５４】
　実施形態４６２は、多層反射偏光子が、熱成形ＡＰＦである、実施形態４０３～実施形
態４６１のうちのいずれかの光学システムである。
【０６５５】
　実施形態４６３は、多層反射偏光子が、ワイヤグリッド偏光子を備える、実施形態４０
３～実施形態４６１のうちのいずれかの光学システムである。
【０６５６】
　実施形態４６４は、第１の光学積層体及び第２の光学積層体の少なくとも一方が、絞り
面及び像面に対して調節可能な位置を有する、実施形態４０３～実施形態４６３のうちの
いずれかの光学システムである。
【０６５７】
　実施形態４６５は、第１の光学積層体が、調節可能な形状を有する、実施形態４０３～
実施形態４６４のうちのいずれかの光学システムである。
【０６５８】
　実施形態４６６は、光学システムであって、
　所望の複数の波長で、少なくとも３０％の平均光反射率を有する部分反射体と、
　第１の偏光状態を有する光を実質的に透過し、直交する第２の偏光状態を有する光を実
質的に反射する多層反射偏光子であって、直交する第１の軸及び第２の軸に沿って凸状で
あり、その多層反射偏光子上の少なくとも１つの第１の場所が、その多層反射偏光子の光
軸からの半径方向距離ｒ１、及び、その多層反射偏光子の頂点で光軸に対して垂直な平面
からの変位ｓ１を有し、ｓ１／ｒ１が、少なくとも０．１である、多層反射偏光子と、
　部分反射体と多層反射偏光子との間に配設された第１の四分の一波長位相子と、
　を備え、
　多層反射偏光子が、少なくとも１つの層を備え、その少なくとも１つの層は、光軸から
離れた、その少なくとも１つの層上の少なくとも１つの第１の場所で、実質的に光学的二
軸性であり、光軸から離れた少なくとも１つの第２の場所で、実質的に光学的一軸性であ
る、
　光学システムである。
【０６５９】
　実施形態４６７は、多層反射偏光子が、部分反射体に隣接して配設され、部分反射体か
ら離隔配置される、実施形態４６６の光学システムである。
【０６６０】
　実施形態４６８は、第１の光学積層体が、第１の光学レンズ及び部分反射体を備える、
実施形態４６６又は実施形態４６７の光学システムである。
【０６６１】
　実施形態４６９は、第２の光学積層体が、第２の光学レンズ及び多層反射偏光子を備え
る、実施形態４６６～実施形態４６８のうちのいずれかの光学システムである。
【０６６２】
　実施形態４７０は、光学システムであって、
　第１の光学積層体であって、
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　第１の光学レンズと、
　所望の複数の波長で、少なくとも３０％の平均光反射率を有する部分反射体と、
　を備える、第１の光学積層体と、
　第１の光学積層体に隣接して配設され、直交する第１の軸及び第２の軸に沿って凸状の
第２の光学積層体であって、
　第２の光学レンズと、
　第１の偏光状態を有する光を実質的に透過し、直交する第２の偏光状態を有する光を実
質的に反射する多層反射偏光子であって、その多層反射偏光子上の少なくとも１つの第１
の場所が、第２の光学積層体の光軸からの半径方向距離ｒ１、及び、その多層反射偏光子
の頂点で光軸に対して垂直な平面からの変位ｓ１を有し、ｓ１／ｒ１が、少なくとも０．
１である、多層反射偏光子と、
　第２の光学積層体と第１の光学積層体との間に配設された第１の四分の一波長位相子と
、
　を備える、第２の光学積層体と、
　を備え、
　多層反射偏光子が、少なくとも１つの層を備え、その少なくとも１つの層は、光軸から
離れた、その少なくとも１つの層上の少なくとも１つの第１の場所で、実質的に光学的二
軸性であり、光軸から離れた少なくとも１つの第２の場所で、実質的に光学的一軸性であ
る、
　光学システムである。
【０６６３】
　実施形態４７１は、光学システムであって、
　第１の光学積層体であって、
　第１の光学レンズと、
　所望の複数の波長で、少なくとも３０％の平均光反射率を有する部分反射体と、
　を備える、第１の光学積層体と、
　第１の光学積層体に隣接して配設され、直交する第１の軸及び第２の軸に沿って凸状の
第２の光学積層体であって、
　第２の光学レンズと、
　第１の偏光状態を有する光を実質的に透過し、直交する第２の偏光状態を有する光を実
質的に反射する反射偏光子であって、その反射偏光子上の少なくとも１つの第１の場所が
、第２の光学積層体の光軸からの半径方向距離ｒ１、及び、その反射偏光子の頂点で光軸
に対して垂直な平面からの変位ｓ１を有し、ｓ１／ｒ１が、少なくとも０．１である反射
偏光子と、
　第２の光学積層体と第１の光学積層体との間に配設された第１の四分の一波長位相子と
、
　を備える、第２の光学積層体と、
　を備え、
　この光学システムが、その光学システムの視野にわたって、少なくとも５０のコントラ
スト比を有する、
　光学システムである。
【０６６４】
　実施形態４７２は、コントラスト比が、少なくとも６０である、実施形態４７１の光学
システムである。
【０６６５】
　実施形態４７３は、コントラスト比が、少なくとも８０である、実施形態４７１の光学
システムである。
【０６６６】
　実施形態４７４は、コントラスト比が、少なくとも１００である、実施形態４７１の光
学システムである。
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【０６６７】
　実施形態４７５は、第２の光学積層体が、第１の光学積層体から離隔配置される、実施
形態４６９～実施形態４７４のうちのいずれかの光学システムである。
【０６６８】
　実施形態４７６は、光学システムであって、
　第１の光学積層体であって、
　第１の光学レンズと、
　所望の複数の波長で、少なくとも３０％の平均光反射率を有する部分反射体と、
　を備える、第１の光学積層体と、
　第１の光学積層体に隣接して配設され、直交する第１の軸及び第２の軸に沿って凸状の
第２の光学積層体であって、
　第２の光学レンズと、
　第１の偏光状態を有する光を実質的に透過し、直交する第２の偏光状態を有する光を実
質的に反射する反射偏光子であって、その反射偏光子上の少なくとも１つの第１の場所が
、第２の光学積層体の光軸からの半径方向距離ｒ１、及び、その反射偏光子の頂点で光軸
に対して垂直な平面からの変位ｓ１を有し、ｓ１／ｒ１が、少なくとも０．１である反射
偏光子と、
　第２の光学積層体と第１の光学積層体との間に配設された第１の四分の一波長位相子と
、
　を備える、第２の光学積層体と、
　を備え、
　この光学システムが、調節可能な光屈折補正を実現するように適合されている、
　光学システムである。
【０６６９】
　実施形態４７７は、反射偏光子が、少なくとも１つの層を備え、その少なくとも１つの
層は、光軸から離れた、その少なくとも１つの層上の少なくとも１つの第１の場所で、実
質的に光学的二軸性であり、光軸から離れた少なくとも１つの第２の場所で、実質的に光
学的一軸性である、実施形態４６６～実施形態４７６のうちのいずれかの光学システムで
ある。
【０６７０】
　実施形態４７８は、反射偏光子が、ワイヤグリッド偏光子である、実施形態４６６～実
施形態４７６のうちのいずれかの光学システムである。
【０６７１】
　実施形態４７９は、調節可能な光屈折補正が、第１の光学積層体と第２の光学積層体と
の間の調節可能な距離、第１の光学積層体の調節可能な形状、及び第２の光学積層体の調
節可能な形状のうちの１つ以上によって実現される、実施形態４７６の光学システムであ
る。
【０６７２】
　実施形態４８０は、像面と、絞り面と、それら像面と絞り面との間に配設された部分反
射体と、その部分反射体と絞り面との間に配設された反射偏光子とを更に備える、実施形
態４６６～実施形態４７９のうちのいずれかの光学システムである。
【０６７３】
　実施形態４８１は、反射偏光子が、直交する第１の軸及び第２の軸に対して像面に向け
て凸状である、実施形態４８０の光学システムである。
【０６７４】
　実施形態４８２は、部分反射体が、直交する第１の軸及び第２の軸に対して像面に向け
て凸状である、実施形態４８０又は実施形態４８１の光学システムである。
【０６７５】
　実施形態４８３は、像面及び絞り面を通過する実質的にいずれの主光線も、約３０度未
満の入射角で、部分反射体及び反射偏光子のそれぞれに入射する、実施形態４８０～実施
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形態４８２のうちのいずれかの光学システムである。
【０６７６】
　実施形態４８４は、像面及び絞り面を通過する実質的にいずれの主光線も、約２５度未
満の入射角で、部分反射体及び反射偏光子のそれぞれに入射する、実施形態４８０～実施
形態４８２のうちのいずれかの光学システムである。
【０６７７】
　実施形態４８５は、反射偏光子が、ＡＰＦである、実施形４６６～実施形態４７７、又
は実施形４７９～実施形態４８２のうちのいずれかの光学システムである。
【０６７８】
　実施形態４８６は、反射偏光子が、熱成形ＡＰＦである、実施形４６６～実施形態４７
７、又は実施形４７９～実施形態４８５のうちのいずれかの光学システムである。
【０６７９】
　実施形態４８７は、部分反射体が、第２の反射偏光子である、実施形態４６６～実施形
態４８６のうちのいずれかの光学システムである。
【０６８０】
　実施形態４８８は、部分反射体が、所望の複数の波長で、少なくとも３０％の平均光透
過率を有する、実施形態４６６～実施形態４８７のうちのいずれかの光学システムである
。
【０６８１】
　実施形態４８９は、所望の複数の波長が、少なくとも１つの連続的な波長範囲を含む、
実施形態４６６～実施形態４８８のうちのいずれかの光学システムである。
【０６８２】
　実施形態４９０は、所望の複数の波長が、可視範囲の波長を含む、実施形態４６６～実
施形態４８９のうちのいずれかの光学システムである。
【０６８３】
　実施形態４９１は、可視範囲が、４００ｎｍ～７００ｎｍである、実施形態４９０の光
学システムである。
【０６８４】
　実施形態４９２は、所望の複数の波長が、赤外範囲の波長を含む、実施形態４６６～実
施形態４９１のうちのいずれかの光学システムである。
【０６８５】
　実施形態４９３は、所望の複数の波長が、赤外波長、可視波長、及び紫外波長のうちの
１つ以上を含む、実施形態４６６～実施形態４９２のうちのいずれかの光学システムであ
る。
【０６８６】
　実施形態４９４は、部分反射体が、ノッチ反射体である、実施形態４６６～実施形態４
９３のうちのいずれかの光学システムである。
【０６８７】
　実施形態４９５は、所望の複数の波長が、１つ以上の連続的な波長範囲を含み、それら
連続的な波長範囲のうちの少なくとも１つが、１００ｎｍ以下の半値全幅を有する、実施
形態４９４の光学システムである。
【０６８８】
　実施形態４９６は、半値全幅が５０ｎｍ以下である、実施形態４９５の光学システムで
ある。
【０６８９】
　実施形態４９７は、ｓ１／ｒ１が、少なくとも０．２である、実施形態４６６～実施形
態４９６のうちのいずれかの光学システムである。
【０６９０】
　実施形態４９８は、ｓ１／ｒ１が、０．２～０．８の範囲である、実施形態４６６～実
施形態４９７のうちのいずれかの光学システムである。
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【０６９１】
　実施形態４９９は、ｓ１／ｒ１が、０．３～０．６の範囲である、実施形態４６６～実
施形態４９８のうちのいずれかの光学システムである。
【０６９２】
　実施形態５００は、反射偏光子が、光軸からの半径方向距離ｒ２、及び、平面からの変
位ｓ２を有し、ｓ２／ｒ２が、少なくとも０．３である、第２の場所を有する、実施形態
４６６～実施形態４９９のうちのいずれかの光学システムである。
【０６９３】
　実施形態５０１は、ｓ１及びｒ１によって画定される反射偏光子の領域に関して、その
反射偏光子の透過軸の最大変動が、約２度未満である、実施形態４６６～実施形態５００
のうちのいずれかの光学システムである。
【０６９４】
　実施形態５０２は、ビームエキスパンダである、実施形態４６６～実施形態５０１のう
ちのいずれかの光学システムである。
【０６９５】
　実施形態５０３は、実施形態４６６～実施形態５０１のうちのいずれかの光学システム
を備える、ビームエキスパンダである。
【０６９６】
　実施形態５０４は、実施形態５０３のビームエキスパンダと、パターン化光を放出する
ように適合された画像形成装置とを備え、そのパターン化光をビームエキスパンダに向け
て方向付けるように構成された、投影システムである。
【０６９７】
　実施形態５０５は、ビームエキスパンダの光学システムが、部分反射体が画像形成装置
に向き合う状態に、方向付けされる、実施形態５０４の投影システムである。
【０６９８】
　実施形態５０６は、画像形成装置とビームエキスパンダとの間に配設された偏光ビーム
スプリッタを更に備える、実施形態５０４又は実施形態５０５の投影システムである。
【０６９９】
　実施形態５０７は、ビームエキスパンダと偏光ビームスプリッタとの間に配設された第
２の反射偏光子を更に備える、実施形態５０６の投影システムである。
【０７００】
　実施形態５０８は、偏光ビームスプリッタが、第１のプリズム及び第２のプリズムと、
それら第１のプリズム及び第２のプリズムの斜面に沿って第１のプリズムと第２のプリズ
ムとの間に配設された平坦な反射偏光子とを備える、実施形態５０６又は実施形態５０７
の投影システムである。
【０７０１】
　実施形態５０９は、第１のプリズムが、第２のプリズムと画像形成装置との間に配設さ
れる、実施形態５０８の投影システムである。
【０７０２】
　実施形態５１０は、第１のプリズムが、第１の体積を有し、第２のプリズムが、第２の
体積を有し、第１の体積が、第２の体積の約半分以下である、実施形態５０８又は実施形
態５０９の投影システムである。
【０７０３】
　実施形態５１１は、実施形態５０３のビームエキスパンダ、及び照明器を備え、その照
明器からの光出力を、ビームエキスパンダに向けて方向付けるように構成された、投影シ
ステムである。
【０７０４】
　実施形態５１２は、照明器が、
　偏光ビームスプリッタであって、
　入力面、出力面、及び第１の斜辺を有する、第１のプリズムと、
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　結像面及び第２の斜辺を有し、この第２の斜辺が、第１の斜辺に隣接して配設されてい
る、第２のプリズムと、
　第１の斜辺と第２の斜辺との間に配設された、第２の反射偏光子と、
　を備える、偏光ビームスプリッタと、
　入力面に隣接して配設され、その入力面上に入力アクティブ領域を画定する、光源と、
　光源から放出された光を受光し、パターン化光を放出するための、結像面に隣接して配
設された画像形成装置であって、最大画像領域を有し、この最大画像領域が、出力面上に
出力アクティブ領域を画定する、画像形成装置と、
　を備え、
　入力アクティブ領域及び出力アクティブ領域の一方若しくは双方が、最大画像領域の約
半分未満である、実施形態５１１の投影システムである。
【０７０５】
　実施形態５１３は、入力アクティブ領域が、最大画像領域の約半分未満である、実施形
態５１２の投影システムである。
【０７０６】
　実施形態５１４は、出力アクティブ領域が、最大画像領域の約半分未満である、実施形
態５１２の投影システムである。
【０７０７】
　実施形態５１５は、入力アクティブ領域及び出力アクティブ領域のそれぞれが、最大画
像領域の約半分未満である、実施形態５１２の投影システムである。
【０７０８】
　実施形態５１６は、入力面の最大表面積が、最大画像領域の約半分未満である、実施形
態５１２の投影システムである。
【０７０９】
　実施形態５１７は、出力面の最大表面積が、最大画像領域の約半分未満である、実施形
態５１２の投影システムである。
【０７１０】
　実施形態５１８は、入力面の最大表面積が、最大画像領域の約半分未満であり、出力面
の最大表面積が、最大画像領域の約半分未満である、実施形態５１２の投影システムであ
る。
【０７１１】
　実施形態５１９は、光源の反対側で偏光ビームスプリッタに隣接して配設された、反射
構成要素を更に備える、実施形態５１２の投影システムである。
【０７１２】
　実施形態５２０は、第２の反射偏光子が、ポリマー多層反射偏光子、ワイヤグリッド偏
光子、マクニール型反射偏光子、又はコレストリック反射偏光子である、実施形態５１２
の投影システムである。
【０７１３】
　実施形態５２１は、第２の反射偏光子が、ポリマー多層反射偏光子である、実施形態５
１２の投影システムである。
【０７１４】
　実施形態５２２は、光学システムが、光屈折補正を実現するように適合されている、実
施形態１～実施形態３３３のうちのいずれか、又は実施形態３７８～実施形態３８１のう
ちのいずれか、又は実施形態４０３～実施形態４７５のうちのいずれかの光学システムで
ある。
【０７１５】
　実施形態５２３は、光屈折補正が調節可能である、実施形態５２２の光学システムであ
る。
【０７１６】
　実施形態５２４は、実施形態１～実施形態３３３のうちのいずれか、又は実施形態３７
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８～実施形態３８１のうちのいずれか、又は実施形態４０３～実施形態５２３のうちのい
ずれかの光学システムを備える、装置である。
【０７１７】
　実施形態５２５は、ヘッドマウント式ディスプレイである、実施形態５２４の装置であ
る。
【０７１８】
　実施形態５２６は、ビームエキスパンダ、照明器、又は投影器である、実施形態５２４
の装置である。
【０７１９】
　実施形態５２７は、カメラである、実施形態５２４の装置である。
【０７２０】
　実施形態５２８は、望遠鏡、顕微鏡、又は双眼鏡である、実施形態５２４の装置である
。
【０７２１】
　実施形態５２９は、第１の光学システムを備え、その第１の光学システムが、実施形態
１～実施形態３３３のうちのいずれか、又は実施形態３７８～実施形態３８１のうちのい
ずれか、又は実施形態４０３～実施形態５２３のうちのいずれかの光学システムである、
ヘッドマウント式ディスプレイである。
【０７２２】
　実施形態５３０は、視標追跡システムを更に備える、実施形態５２９のうちのいずれか
のヘッドマウント式ディスプレイである。
【０７２３】
　実施形態５３１は、光学システムが、視標追跡システムから受信した信号に応答して、
反射偏光子の位置、又は部分反射体の位置を調節するように適合されている、実施形態５
３０のヘッドマウント式ディスプレイである。
【０７２４】
　実施形態５３２は、第２の光学システムを更に備え、その第２の光学システムが、実施
形態１～実施形態３３３のうちのいずれか、又は実施形態３７８～実施形態３８１のうち
のいずれか、又は実施形態４０３～実施形態５２３のうちのいずれかの光学システムであ
る、実施形態５２９のヘッドマウント式ディスプレイである。
【０７２５】
　実施形態５３３は、視標追跡システムを更に備える、実施形態５３２のヘッドマウント
式ディスプレイである。
【０７２６】
　実施形態５３４は、光学システムが、視標追跡システムから受信した信号に応答して、
第１の光学システムの反射偏光子の位置、又は第１の光学システムの部分反射体の位置を
調節するように適合されている、実施形態５３３のヘッドマウント式ディスプレイである
。
【０７２７】
　実施形態５３５は、光学システムが、視標追跡システムから受信した信号に応答して、
第２の光学システムの反射偏光子の位置、又は第２の光学システムの部分反射体の位置を
調節するように適合されている、実施形態５３３又は実施形態５３４のヘッドマウント式
ディスプレイである。
【０７２８】
　実施形態５３６は、ヘッドマウント式ディスプレイであって、
　第１の光学システムであって、
　第１の像面と、
　第１の射出瞳と、
　第１の射出瞳と第１の像面との間に配設され、２つの直交軸に対して凸状の第１の反射
偏光子と、
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　第１の反射偏光子と第１の像面との間に配設され、既定の複数の波長で、少なくとも３
０％の平均光反射率を有する第１の部分反射体と、
　第１の反射偏光子と第１の部分反射体との間に配設された第１の四分の一波長位相子と
、
　を備える、第１の光学システムと、
　第１の光学システムの近位に配設された、第２の光学システムであって、
　第２の像面と、
　第２の射出瞳と、
　第２の射出瞳と第２の像面との間に配設され、２つの直交軸に対して凸状の第２の反射
偏光子と、
　第２の反射偏光子と第２の像面との間に配設され、既定の複数の波長で、少なくとも３
０％の平均光反射率を有する第２の部分反射体と、
　第２の反射偏光子と第２の部分反射体との間に配設された第２の四分の一波長位相子と
、
　を備える、第２の光学システムと、
　を備える、ヘッドマウント式ディスプレイである。
【０７２９】
　実施形態５３７は、画像源が、第１の像面及び第２の像面を備える、実施形態５３６の
ヘッドマウント式ディスプレイである。
【０７３０】
　実施形態５３８は、画像源が、ディスプレイパネルを備える、実施形態５３７のヘッド
マウント式ディスプレイである。
【０７３１】
　実施形態５３９は、ディスプレイパネルが、透明又は半透明である、実施形態５３８の
ヘッドマウント式ディスプレイである。
【０７３２】
　実施形態５４０は、画像源が、シャッタを備える、実施形態５３７～実施形態５３９の
うちのいずれかのヘッドマウント式ディスプレイである。
【０７３３】
　実施形態５４１は、第１の画像源が、第１の像面を備え、第２の画像源が、第２の像面
を備える、実施形態５３６のヘッドマウント式ディスプレイである。
【０７３４】
　実施形態５４２は、第１の画像源が、第１のディスプレイパネルを備える、実施形態５
３６のヘッドマウント式ディスプレイである。
【０７３５】
　実施形態５４３は、第１のディスプレイパネルが、透明又は半透明である、実施形態５
４２のヘッドマウント式ディスプレイである。
【０７３６】
　実施形態５４４は、第１の画像源が、第１のシャッタを備える、実施形態５４１～実施
形態５４３のうちのいずれかのヘッドマウント式ディスプレイである。
【０７３７】
　実施形態５４５は、第２の画像源が、第２のディスプレイパネルを備える、実施形態５
４１～実施形態５４４のうちのいずれかのヘッドマウント式ディスプレイである。
【０７３８】
　実施形態５４６は、第２のディスプレイパネルが、透明又は半透明である、実施形態５
４５のヘッドマウント式ディスプレイである。
【０７３９】
　実施形態５４７は、第２の画像源が、第２のシャッタを備える、実施形態５４１～実施
形態５４６のうちのいずれかのヘッドマウント式ディスプレイである。
【０７４０】
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　実施形態５４８は、第１の像面及び第２の像面が、実質的に平面状である、実施形態５
３６～実施形態５４７のうちのいずれかのヘッドマウント式ディスプレイである。
【０７４１】
　実施形態５４９は、第１の像面及び第２の像面の一方若しくは双方が、湾曲している、
実施形態５３６～実施形態５４７のうちのいずれかのヘッドマウント式ディスプレイであ
る。
【０７４２】
　実施形態５５０は、第１の光学システムが、第１の光学レンズを備える、実施形態５３
６～実施形態５４９のうちのいずれかのヘッドマウント式ディスプレイである。
【０７４３】
　実施形態５５１は、第１の反射偏光子が、第１の光学レンズの主表面上に配設される、
実施形態５５０のヘッドマウント式ディスプレイである。
【０７４４】
　実施形態５５２は、第１の光学レンズが、不均一な縁部プロファイルを有する、実施形
態５５０又は実施形態５５１のヘッドマウント式ディスプレイである。
【０７４５】
　実施形態５５３は、第２の光学システムが、第２の光学レンズを備える、実施形態５３
６～実施形態５５２のうちのいずれかのヘッドマウント式ディスプレイである。
【０７４６】
　実施形態５５４は、第２の反射偏光子が、第２の光学レンズの主表面上に配設される、
実施形態５５３のヘッドマウント式ディスプレイである。
【０７４７】
　実施形態５５５は、第２の光学レンズが、不均一な縁部プロファイルを有する、実施形
態５５３又は実施形態５５４のヘッドマウント式ディスプレイである。
【０７４８】
　実施形態５５６は、第１の反射偏光子が、実施形態３３４～実施形態３５３のうちのい
ずれかの熱成形多層反射偏光子である、実施形態５３６～実施形態５５５のうちのいずれ
かのヘッドマウント式ディスプレイである。
【０７４９】
　実施形態５５７は、第２の反射偏光子が、実施形態３３４～実施形態３５３のうちのい
ずれかの熱成形多層反射偏光子である、実施形態５３６～実施形態５５６のうちのいずれ
かのヘッドマウント式ディスプレイである。
【０７５０】
　実施形態５５８は、視標追跡システムを更に備える、実施形態５３６～実施形態５５７
のうちのいずれかのヘッドマウント式ディスプレイである。
【０７５１】
　実施形態５５９は、第１の光学システムが、視標追跡システムから受信した信号に応答
して、第１の反射偏光子と第１の部分反射体との間の距離を調節するように適合されてい
る、実施形態５５８のヘッドマウント式ディスプレイである。
【０７５２】
　実施形態５６０は、第２の光学システムが、視標追跡システムから受信した信号に応答
して、第２の反射偏光子と第２の部分反射体との間の距離を調節するように適合されてい
る、実施形態５５８又は実施形態５５９のヘッドマウント式ディスプレイである。
【０７５３】
　実施形態５６１は、既定の複数の波長が、少なくとも１つの連続的な波長範囲を含む、
実施形態５３６～実施形態５６０のうちのいずれかのヘッドマウント式ディスプレイであ
る。
【０７５４】
　実施形態５６２は、既定の複数の波長が、可視範囲の波長を含む、実施形態５３６～実
施形態５６１のうちのいずれかのヘッドマウント式ディスプレイである。
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【０７５５】
　実施形態５６３は、可視範囲が、４００ｎｍ～７００ｎｍである、実施形態５６２のヘ
ッドマウント式ディスプレイである。
【０７５６】
　実施形態５６４は、既定の複数の波長が、赤外範囲の波長を含む、実施形態５３６～実
施形態５６３のうちのいずれかのヘッドマウント式ディスプレイである。
【０７５７】
　実施形態５６５は、既定の複数の波長が、赤外波長、可視波長、及び紫外波長のうちの
１つ以上を含む、実施形態５３６～実施形態５６４のうちのいずれかのヘッドマウント式
ディスプレイである。
【０７５８】
　実施形態５６６は、部分反射体が、ノッチ反射体である、実施形態５３６～実施形態５
６５のうちのいずれかのヘッドマウント式ディスプレイである。
【０７５９】
　実施形態５６７は、既定の複数の波長が、１つ以上の連続的な波長範囲を含み、それら
連続的な波長範囲のうちの少なくとも１つが、１００ｎｍ以下の半値全幅を有する、実施
形態５６６の光学ヘッドマウント式ディスプレイである。
【０７６０】
　実施形態５６８は、既定の複数の波長が、１つ以上の連続的な波長範囲を含み、それら
連続的な波長範囲のうちの少なくとも１つが、５０ｎｍ以下の半値全幅を有する、実施形
態５６６の光学ヘッドマウント式ディスプレイである。
【０７６１】
　実施形態５６９は、第１の光学システムが、実施形態１～実施形態３３３のうちのいず
れか、又は実施形態３７８～実施形態３８１のうちのいずれか、又は実施形態４０３～実
施形態５２３のうちのいずれかの光学システムである、実施形態５３６～実施形態５６８
のうちのいずれかのヘッドマウント式ディスプレイである。
【０７６２】
　実施形態５７０は、第２の光学システムが、実施形態１～実施形態３３３のうちのいず
れか、又は実施形態３７８～実施形態３８１のうちのいずれか、又は実施形態４０３～実
施形態５２３のうちのいずれかの光学システムである、実施形態５３６～実施形態５６９
のうちのいずれかのヘッドマウント式ディスプレイである。
【０７６３】
　実施形態５７１は、仮想現実ディスプレイである、実施形態５２９～実施形態５７０の
うちのいずれかのヘッドマウント式ディスプレイである。
【０７６４】
　実施形態５７２は、カメラであって、
　開口と、
　画像記録装置と、
　開口と画像記録装置との間に配設され、２つの直交軸に対して湾曲している反射偏光子
と、
　反射偏光子と画像記録装置との間に配設され、既定の複数の波長で、少なくとも３０％
の平均光反射率を有する部分反射体と、
　反射偏光子と部分反射体との間に配設された四分の一波長位相子と、
　を備える、カメラである。
【０７６５】
　実施形態５７３は、第１の光学積層体を更に備え、この第１の光学積層体が、第１のレ
ンズ及び部分反射体を含む、実施形態５７２のカメラである。
【０７６６】
　実施形態５７４は、第２の光学積層体を更に備え、この第２の光学積層体が、第２のレ
ンズ及び反射偏光子を含む、実施形態５７２又は実施形態５７３のカメラである。
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【０７６７】
　実施形態５７５は、一体型光学積層体を更に備え、この一体型光学積層体が、第１の光
学レンズ、反射偏光子、部分反射体、及び四分の一波長位相子を備える、実施形態５７２
のカメラである。
【０７６８】
　実施形態５７６は、一体型光学積層体が、第１の光学レンズに隣接する第２の光学レン
ズを更に備え、四分の一波長位相子が、第１の光学レンズと第２の光学レンズとの間に配
設され、部分反射体が、第２の光学レンズの反対側で第１の光学レンズの主表面上に配設
され、反射偏光子が、第１の光学レンズの反対側で第２の光学レンズの主表面上に配設さ
れる、実施形態５７５のカメラである。
【０７６９】
　実施形態５７７は、反射偏光子上の少なくとも１つの第１の場所が、その反射偏光子の
光軸からの半径方向距離ｒ１、及び、その反射偏光子の頂点で光軸に対して垂直な平面か
らの変位ｓ１を有し、ｓ１／ｒ１が、少なくとも０．１である、実施形態５７２～実施形
態５７６のうちのいずれかのカメラである。
【０７７０】
　実施形態５７８は、ｓ１／ｒ１が、少なくとも０．２である、実施形態５７７のカメラ
である。
【０７７１】
　実施形態５７９は、反射偏光子が、少なくとも１つの層を備え、その少なくとも１つの
層は、光軸から離れた、その少なくとも１つの層上の少なくとも１つの第１の場所で、実
質的に光学的二軸性であり、光軸から離れた少なくとも１つの第２の場所で、実質的に光
学的一軸性である、実施形態５７７又は実施形態５７８のカメラである。
【０７７２】
　実施形態５８０は、反射偏光子が、熱成形ＡＰＦである、実施形５７２～実施形態５７
９のうちのいずれかのカメラである。
【０７７３】
　実施形態５８１は、反射偏光子が、ワイヤグリッド偏光子である、実施形態５７２～実
施形態５７８のうちのいずれかのカメラである。
【０７７４】
　実施形態５８２は、反射偏光子が、画像記録装置に向けて凸状である、実施形態５７２
～実施形態５８１のうちのいずれかのカメラである。
【０７７５】
　実施形態５８３は、カメラが、光学システムを備え、この光学システムが、反射偏光子
、四分の一波長位相子、及び部分反射体、像面及び絞り面を含み、像面が、画像記録装置
の表面であり、絞り面が、開口によって画定された表面である、実施形態５７２のカメラ
である。
【０７７６】
　実施形態５８４は、光学システムが、実施形態１～実施形態３３３のうちのいずれか、
又は実施形態３７８～実施形態３８１のうちのいずれか、又は実施形態４０３～実施形態
５２３のうちのいずれかによって更に特徴付けられる、実施形態５８３のカメラである。
【０７７７】
　実施形態５８５は、ビームエキスパンダであって、
　既定の複数の波長で、少なくとも３０％の平均光反射率を有する部分反射体と、
　部分反射体に隣接して配設され、部分反射体から離隔配置され、２つの直交軸に対して
湾曲している反射偏光子と、
　反射偏光子と部分反射体との間に配設された四分の一波長位相子と、
　を備える、ビームエキスパンダである。
【０７７８】
　実施形態５８６は、ビームエキスパンダが、部分反射体に入射する収束光を受光して、
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反射偏光子を通して発散光を透過するように適合されている、実施形態５８５のビームエ
キスパンダである。
【０７７９】
　実施形態５８７は、第１の光学積層体を更に備え、この第１の光学積層体が、第１のレ
ンズ及び部分反射体を含む、実施形態５８５又は実施形態５８６のビームエキスパンダで
ある。
【０７８０】
　実施形態５８８は、第２の光学積層体を更に備え、この第２の光学積層体が、第２のレ
ンズ及び反射偏光子を含む、実施形態５８５～実施形態５８７のうちのいずれかのビーム
エキスパンダである。
【０７８１】
　実施形態５８９は、一体型光学積層体を更に備え、この一体型光学積層体が、第１の光
学レンズ、反射偏光子、部分反射体、及び四分の一波長位相子を備える、実施形態５８５
又は実施形態５８６のビームエキスパンダである。
【０７８２】
　実施形態５９０は、一体型光学積層体が、第１の光学レンズに隣接する第２の光学レン
ズを更に備え、四分の一波長位相子が、第１の光学レンズと第２の光学レンズとの間に配
設され、部分反射体が、第２の光学レンズの反対側で第１の光学レンズの主表面上に配設
され、反射偏光子が、第１の光学レンズの反対側で第２の光学レンズの主表面上に配設さ
れる、実施形態５８９のビームエキスパンダである。
【０７８３】
　実施形態５９１は、反射偏光子上の少なくとも１つの第１の場所が、その反射偏光子の
光軸からの半径方向距離ｒ１、及び、その反射偏光子の頂点で光軸に対して垂直な平面か
らの変位ｓ１を有し、ｓ１／ｒ１が、少なくとも０．１である、実施形態５８５～実施形
態５９０のうちのいずれかのビームエキスパンダである。
【０７８４】
　実施形態５９２は、ｓ１／ｒ１が、少なくとも０．２である、実施形態５９１のビーム
エキスパンダである。
【０７８５】
　実施形態５９３は、反射偏光子が、少なくとも１つの層を備え、その少なくとも１つの
層は、光軸から離れた、その少なくとも１つの層上の少なくとも１つの第１の場所で、実
質的に光学的二軸性であり、光軸から離れた少なくとも１つの第２の場所で、実質的に光
学的一軸性である、実施形態５８５～実施形態５９２のうちのいずれかのビームエキスパ
ンダである。
【０７８６】
　実施形態５９４は、反射偏光子が、熱成形ＡＰＦである、実施形５８５～実施形態５９
３のうちのいずれかのビームエキスパンダである。
【０７８７】
　実施形態５９５は、反射偏光子が、ワイヤグリッド偏光子である、実施形態５８５～実
施形態５９２のうちのいずれかのビームエキスパンダである。
【０７８８】
　実施形態５９６は、光源と、その光源からの光を受光してパターン化光を放出するよう
に配設された画像形成装置と、その画像形成装置からのパターン化光が部分反射体に入射
するように配設された、実施形態５８５～実施形態５９５のうちのいずれかのビームエキ
スパンダとを備える、投影システムである。
【０７８９】
　実施形態５９７は、画像形成装置とビームエキスパンダとの間に配設された、偏光ビー
ムスプリッタを更に備える、実施形態５９６の投影システムである。
【０７９０】
　実施形態５９８は、光源と、その光源からの光を受光して、収束パターン化光を放出す
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るように配設された画像形成装置と、ビームエキスパンダとを備える投影システムであっ
て、このビームエキスパンダが、
　既定の複数の波長で、少なくとも３０％の平均光反射率を有する部分反射体と、
　部分反射体に隣接して配設され、部分反射体から離隔配置され、２つの直交軸に対して
湾曲している反射偏光子と、
　反射偏光子と部分反射体との間に配設された四分の一波長位相子と、
　を備え、
　このビームエキスパンダが、画像形成装置からの収束パターン化光が部分反射体に入射
して、そのビームエキスパンダが発散パターン化光を透過するように配設されている、投
影システムである。
【０７９１】
　実施形態５９９は、ビームエキスパンダが、実施形態５８６～実施形態５９５のうちの
いずれかによって更に特徴付けられる、実施形態５９８の投影システムである。
【０７９２】
　実施形態６００は、画像形成装置とビームエキスパンダとの間に配設された偏光ビーム
スプリッタを更に備える、実施形態５９８又は実施形態５９９の投影システムである。
【０７９３】
　実施形態６０１は、照明器であって、
　２つの直交方向に対して湾曲している反射偏光子を備える、ビームエキスパンダと、
　偏光ビームスプリッタであって、
　入力面、出力面、及び第１の斜辺を有する、第１のプリズムと、
　第１面及び第２の斜辺を有し、この第２の斜辺が、第１の斜辺に隣接して配設されてい
る、第２のプリズムと、
　第１の斜辺と第２の斜辺との間に配設された第２の反射偏光子と、
　を備える、偏光ビームスプリッタと、
　入力面に隣接して配設され、その入力面上に入力アクティブ領域を画定する、光源と、
　光源から放出された光を受光し、収束光を放出するための、第１面に隣接して配設され
た反射構成要素であって、最大アクティブ領域を有し、この最大アクティブ領域が、出力
面上に出力アクティブ領域を画定する、反射構成要素と、
　を備え、
　ビームエキスパンダが、収束光を受光して、発散光を透過するように配設され、入力ア
クティブ領域及び出力アクティブ領域の一方若しくは双方が、反射構成要素の最大アクテ
ィブ領域の約半分未満である、照明器である。
【０７９４】
　実施形態６０２は、ビームエキスパンダが、反射偏光子に隣接して離隔配置された部分
反射体を更に備え、この部分反射体が、既定の複数の波長で、少なくとも３０％の平均光
反射率を有し、この部分反射体が、偏光ビームスプリッタと反射偏光子との間に配設され
る、実施形態６０１の照明器である。
【０７９５】
　実施形態６０３は、反射偏光子と部分反射体との間に配設された四分の一波長位相子を
更に備える、実施形態６０２の照明器である。
【０７９６】
　実施形態６０４は、ビームエキスパンダが、実施形態５８５～実施形態５９５のうちの
いずれかによって更に特徴付けられる、実施形態６０１～実施形態６０３のうちのいずれ
かの照明器である。
【０７９７】
　実施形態６０５は、反射構成要素が、画像形成装置である、実施形態６０１～実施形態
６０４のうちのいずれかの照明器である。
【０７９８】
　実施形態６０６は、画像投影器である、実施形態６０１～実施形態６０５のうちのいず
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れかの照明器である。
【０７９９】
　実施形態６０７は、光学システムを備える拡大装置であって、この光学システムが、
　射出瞳と、
　射出瞳に近位の、２つの直交軸に対して湾曲している反射偏光子と、
　射出瞳の反対側で反射偏光子に隣接して配設された部分反射体であって、反射偏光子か
ら離隔配置され、既定の複数の波長で、少なくとも３０％の平均光反射率を有する部分反
射体と、
　反射偏光子と部分反射体との間に配設された四分の一波長位相子と、
　を備える、拡大装置である。
【０８００】
　実施形態６０８は、光学システムが、実施形態１～実施形態３３３のうちのいずれか、
又は実施形態３７８～実施形態３８１のうちのいずれか、又は実施形態４０３～実施形態
５２３のうちのいずれかによって更に特徴付けられる、実施形態６０７の拡大装置である
。
【０８０１】
　実施形態６０９は、対物部分及び接眼部分を更に備える、実施形態６０７又は実施形態
６０８の拡大装置である。
【０８０２】
　実施形態６１０は、対物部分が、反射偏光子、部分反射体、及び四分の一波長位相子を
備える、実施形態６０９の拡大装置である。
【０８０３】
　実施形態６１１は、接眼部分が、光学システムを備える、実施形態６０９の拡大装置で
ある。
【０８０４】
　実施形態６１２は、光学システムが、第１の光学積層体を更に備え、この第１の光学積
層体が、第１のレンズ及び部分反射体を含む、実施形態６０７～実施形態６１１のうちの
いずれかの拡大装置である。
【０８０５】
　実施形態６１３は、光学システムが、第２の光学積層体を更に備え、この第２の光学積
層体が、第２のレンズ及び反射偏光子を含む、実施形態６０７～実施形態６１２のうちの
いずれかの拡大装置である。
【０８０６】
　実施形態６１４は、光学システムが、一体型光学積層体を更に備え、この一体型光学積
層体が、第１の光学レンズ、反射偏光子、部分反射体、及び四分の一波長位相子を備える
、実施形態６０７～実施形態６１１のうちのいずれかの拡大装置である。
【０８０７】
　実施形態６１５は、一体型光学積層体が、第１の光学レンズに隣接する第２の光学レン
ズを更に備え、四分の一波長位相子が、第１の光学レンズと第２の光学レンズとの間に配
設され、部分反射体が、第２の光学レンズの反対側で第１の光学レンズの主表面上に配設
され、反射偏光子が、第１の光学レンズの反対側で第２の光学レンズの主表面上に配設さ
れる、実施形態６１４の拡大装置である。
【０８０８】
　実施形態６１６は、双眼鏡、望遠鏡、又は顕微鏡である、実施形態６０７～実施形態６
１５のうちのいずれかの拡大装置である。
【０８０９】
　実施形態６１７は、反射偏光子上の少なくとも１つの第１の場所が、その反射偏光子の
光軸からの半径方向距離ｒ１、及び、その反射偏光子の頂点で光軸に対して垂直な平面か
らの変位ｓ１を有し、ｓ１／ｒ１が、少なくとも０．１である、実施形態６０７～実施形
態６１６のうちのいずれかの拡大装置である。
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【０８１０】
　実施形態６１８は、ｓ１／ｒ１が、少なくとも０．２である、実施形態６１７の拡大装
置である。
【０８１１】
　実施形態６１９は、反射偏光子が、少なくとも１つの層を備え、その少なくとも１つの
層は、光軸から離れた、その少なくとも１つの層上の少なくとも１つの第１の場所で、実
質的に光学的二軸性であり、光軸から離れた少なくとも１つの第２の場所で、実質的に光
学的一軸性である、実施形態６０７～実施形態６１８のうちのいずれかの拡大装置である
。
【０８１２】
　実施形態６２０は、反射偏光子が、熱成形ＡＰＦである、実施形６０７～実施形態６１
９のうちのいずれかの拡大装置である。
【０８１３】
　実施形態６２１は、反射偏光子が、ワイヤグリッド偏光子である、実施形態６０７～実
施形態６１８のうちのいずれかの拡大装置である。
【０８１４】
　特に指示がない限り、本明細書及び特許請求の範囲で使用される、数量、特性の測定値
などを表現する、全ての数値は、用語「約」によって修飾されているものとして理解され
たい。したがって、そうではないことが示されない限り、本明細書及び特許請求の範囲に
記載される数値パラメータは、本出願の教示を利用して当業者が得ようとする所望の特性
に応じて変動し得る、近似値である。特許請求の範囲に対する均等論の適用を制限しよう
とするものではなく、各数値パラメータは、少なくとも、報告される有効桁数を考慮し、
通常の四捨五入法を適用することによって解釈されるべきである。本発明の広義の範囲を
記載する数値範囲及び数値パラメータは、近似値ではあるが、いずれの数値も、本明細書
で説明される具体例に記載される限りにおいて、それらは、適度に可能な範囲で正確に報
告されるものである。しかしながら、いずれの数値も、試験又は測定の限界に関連付けら
れた、誤差を含む可能性がある。
【０８１５】
　図中の要素に関する説明は、特に指示がない限り、又は文脈が明確にそうではないこと
を示さない限り、他の図中の対応する要素にも等しく適用されることを理解されたい。本
明細書では、具体的な実施形態が図示及び説明されているが、本開示の範囲から逸脱する
ことなく、それら図示及び説明された具体的な実施形態を、様々な代替的及び／又は等価
的な実装で置き換えることができる点が、当業者には理解されるであろう。本出願は、本
明細書で論じられた具体的な実施形態の、あらゆる適合例又は変形例を包含することを意
図するものである。それゆえ、本開示は、特許請求の範囲及びその等価物によってのみ限
定されるものとする。
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